
 

 

 

 

⑬＿施設の能力計算書 

 

 

 

 

 

  



 



 

 

⑬＿施設の能力計算書 

 

（１）埋立容量計算書 

 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

・埋立地内の形状変更に伴い、埋立容量を変更した。 

 

 

 

  



 



標高(m) 距離（m） 面積（㎡） 平均（㎡） 立積（ｍ

3

） 標高(m) 距離（m） 面積（㎡） 平均（㎡） 立積（ｍ

3

）

27.91 － 1,758.0 － － 27.25 － 762.0 － －

29.00 1.09 2,166.7 1,962.4 2,139.0 29.00 1.75 1,226.2 994.1 1,739.7

計 1.09 2,139.0 計 1.75 1,739.7

27.88 － 1,809.3 － － 27.18 － 1,073.3 － －

29.00 1.12 2,279.1 2,044.2 2,289.5 29.00 1.82 1,936.6 1,505.0 2,739.1

計 1.12 2,289.5 計 1.82 2,739.1

29.00 － 4,622.9 － － 29.00 － 3,304.1 － －

31.00 2.00 5,684.0 5,153.5 10,307.0 31.00 2.00 4,494.6 3,899.4 7,798.8

31.00 0.00 4,959.3 5,321.7 0.0 31.00 0.00 6,680.5 5,587.6 0.0

36.00 5.00 4,726.1 4,842.7 24,213.5 36.00 5.00 10,883.3 8,781.9 43,909.5

36.00 0.00 4,819.8 4,773.0 0.0 36.00 0.00 11,781.7 11,332.5 0.0

39.00 3.00 4,617.9 4,718.9 14,156.7 38.00 2.00 13,660.0 12,720.9 25,441.8

39.00 0.00 4,500.4 4,559.2 0.0 38.00 0.00 13,652.8 13,656.4 0.0

41.00 2.00 4,263.5 4,382.0 8,764.0 40.00 2.00 14,913.5 14,283.2 28,566.4

41.00 0.00 4,221.4 4,242.5 0.0 41.00 1.00 14,901.3 14,907.4 14,907.4

42.00 1.00 3,933.6 4,077.5 4,077.5 41.00 0.00 15,377.0 15,139.2 0.0

42.00 0.00 3,845.2 3,889.4 0.0 43.00 2.00 15,093.6 15,235.3 30,470.6

43.50 1.50 3,173.9 3,509.6 5,264.4 44.00 1.00 12,163.6 13,628.6 13,628.6

44.00 0.50 2,469.3 2,821.6 1,410.8 44.70 0.70 7,945.6 10,054.6 7,038.2

44.70 0.70 1,054.8 1,762.1 1,233.5 45.00 0.30 0.0 3,972.8 1,191.8

44.90 0.20 0.0 527.4 105.5 計 16.00 172,953.1

計 15.90 69,532.9

合計 73,961.4 合計 177,431.9

29.0～45.0mまで29.0～45.0mまで

土量計算書

 第Ⅰ期埋立容量  第Ⅱ期埋立容量

29.0mまで 29.0mまで

29.0mまで 29.0mまで

Ⅰ期+Ⅱ期合計　251,393.3m3
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⑬＿施設の能力計算書

（２）浸出水集排水施設計算書

備考（変更の概要、変更の理由など）

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

・埋立地内の構造に合わせて、浸出水集排水施設のレイアウト（配置計画）を変更した。 

・集排水施設の配置変更に伴い、改めて浸出水流出量を算出し、施設規模を決定した。 

・取水ポンプの台数を３台とした。 



 



⑬(2) 浸出水集排水施設計算書

提示資料の要点

浸出水集排水施設は、埋立層内に浸入した雨水や埋立廃棄物からの浸出水を速やかに浸出

水調整槽（浸出水処理施設に係る設備）に送るために設けられる。

埋立地で発生する浸出水量をできる限り抑制し、これを速やかに浸出水処理施設へ送るこ

とができれば、埋立地内には浸出水は滞留しないこととなるため、遮水工や貯留構造物に及

ぼす水圧は減少する。このように、浸出水集排水施設は、貯留構造物、遮水工及び浸出水処

理施設などの各施設との関連が深い。

設計基準、関連基準等

基準省令 第 2条第 1項第 4号

県指針 4-1-16腐食防止、4-3-3保有水等集排水設備

全都清要領 7章 浸出水集排水施設（pp.323-340）

その他 ・「道路土工－盛土工指針 平成 22年度」（社団法人日本道路協会）

・「道路土工要綱 平成 21年度版」（社団法人日本道路協会）

・「道路土工－排水工指針」（社団法人日本道路協会）

・「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 24年度」（社団法人日本道路協会）

・「道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編 平成 24年度」（社団法人日本道路協会）

・「道路土工－カルバート工指針 平成 21年度版」（社団法人日本道路協会）

・「下水道施設の耐震対策指針と解説 2014年版」（社団法人日本下水道協会）

・「下水道施設耐震設計例-管路施設編-後編-2015年版」（社団法人日本下水道協会）

・「下水道施設耐震設計例-処理場・ポンプ場編-2015年版」（社団法人日本下水道協

会）

・「土木構造物設計マニュアル（案）-樋門編-平成 13年版」（国土交通省）

・「土木構造物設計マニュアル(案)に係わる設計施工の手引き(案)［樋門編］」（国土交

通省）

・「2012年制定 コンクリート標準示方書［設計編］ 2013年」（土木学会）

・「トンネル標準示方書 開削工法・同解説 平成 18年」（土木学会）

概要・ポイント

基準省令では、「埋立地には、保有水等を有効に集め、速やかに排出することができる堅固

で耐久力を有する構造の管渠その他の集排水設備を設けること。」と規定されている。

また、本処分場は、浸出水の集排水だけでなく、空気供給および埋立ガス抜きの機能も兼

ねることとなるので、埋立構造に係る配慮など総合的な観点から検討する必要がある。

集水された浸出水を浸出水調整槽に送水する方法には、自然流下方式とポンプアップ方式

があるが、本件では地形や周辺施設との条件により、ポンプアップ方式としている。このた

め、浸出水集排水管の末端部には、浸出水集水ピットを設けている。

なお、浸出水集水ピットは、浸出水に係るピットと地下水に係るピットを一体的に設けて

いる。

⑬ － （2） ー 1



【浸出水集排水施設】 

○配置形式：浸出水集排水施設は、底部に分枝形で設置するものとする。幹線は埋立地底

面部の面積が小さいことから 1 系列とする。中間（覆土）部は、竪型集排水管等に向け

て表面排水を導水するため、設置しないものとする。また、支(枝)線の設置間隔は 20ｍ

とする。

○竪型集排水管及びのり面部の集排水管：埋立地内には、竪型集排水管を設置する。また、

法面部にも集排水管を設置する。なお、構造は底部の集排水管に準じるものとする。

○底部幹線の管渠の設計：浸出水の計画流量は、合理式により算出する。降雨強度は、埋

立期間の 37 年間に維持管理期間の 10 年を加えた 47 年間の供用期間を考慮し、50 年超

過確率降水を適用することで、集中豪雨への対応を図るものとする。

○構造：集排水管は管路式とする。集水ピットとの接続部分も管路式とし、耐力上安全な

構造とする。

○管径：本管は径 600mm以上とし、管壁の 120度の部分で流下可能な径とする。

○材質：管材は、十分な強度と耐腐食性を有するものとする。

○縦断勾配：幹線 2％程度、支（枝）線 1％程度とする。

【集水ピット】 

○基本構造：RC構造とする。

○ピット構成：浸出水に係るピット（沈砂ピット、取水ピット）と地下水に係るピット（地

下水モニタリングピット、地下水ピット）の一体構造である。

○連通：浸出水に係るピットと地下水に係るピットは、壁により分離する。ただし、本処

分場が廃止可能となった場合は、浸出水に係るピットと地下水に係るピットを連通させ、

処理不要となった浸出水を排水できる構造とする。

○沈砂ピット：埋立地に布設した浸出水集排水管の流末部が接続（耐震継手）されており、

浸出水集排水管にて集水された浸出水を流入させる。「沈砂ピット」では、浸出水集排水

管で運ばれた砂分を沈降分離させ、浸出水処理設備に余分な負荷がかからないよう、埋

立地へ返送・排砂させるスペースと排砂ポンプ１台（吐出量 0.1m3/分以上）を設ける。

なお、浸出水集排水管の流末部に流入遮断バルブ（沈砂ピット内）を設け、緊急時には

浸出水の「沈砂ピット」への流入が遮断できるようにようにする。

○取水ピット：設置した取水ポンプ３台（１台あたり吐出量 0.6m3/分以上）により、釜場

部に溜まっている浸出水を浸出水処理施設へ送水させる。

○地下水モニタリングピット：埋立地の遮水工下部に布設した地下水集排水管の流末部が

接続（耐震継手）されており、地下水集排水管にて集水された地下水を流入させる。「地

下水モニタリングピット」では、流入された地下水の水質（pH､EC）を常時監視（自動

計測）する。異常がなければ、地下水を「地下水ピット」に導き（地下水遮断バルブ：

⑬ － （2） ー 2



常時「開」）、既設一廃処分場の地下水排水管 φ700・排水桝に排水させる。異常があれ

ば、緊急避難的に地下水遮断バルブを「閉」とし、「地下水モニタリングピット」内に溜

まっている地下水（異常水）を地下水ポンプ１台（吐出量 0.6m3/分以上）で「取水ピッ

ト（浸出水）」に移送し、浸出水として浸出水処理施設（調整槽⇒処理設備）に送水・処

理する。

図面類

図面番号 図面名 

Ⅰ-39 浸出水集排水施設計画平面図（Ⅰ期） 

Ⅱ-23 浸出水集排水施設計画平面図（Ⅱ期） 

Ⅰ-41～43 浸出水集排水施設一般図（１）～（３）（Ⅰ期） 

Ⅱ-27～29 浸出水集排水施設一般図（１）～）３）（Ⅱ期） 

Ⅰ-44-1、44-2 浸出水集水ピット一般図（１）～（２）（Ⅰ期） 

Ⅱ-30、31 浸出水集水ピット一般図（１）～（２）（Ⅱ期） 

⑬ － （2） ー 3



1．浸出水集排水施設

(1)県指針基準

浸出水集排水施設の県指針基準は、以下のとおりである。

【県指針（p.28）より】 
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【県指針（p.29）より】
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(2)浸出水集排水施設設計

1)配置計画

浸出水集排水施設の配置計画は、次図のとおりである。

図1 浸出水集排水施設配置計画平面図（第Ⅰ期）

図2 浸出水集排水施設配置計画平面図（第Ⅱ期）

⑬ － （2） ー 6



2)浸出水集排水管の構造

浸出水集排水管の構造は、県指針（p.29）に「底部集排水設備の構造例」が示されてい

る。本処分場の浸出水集排水管の構造は、県指針に準じた構造とした。

3)浸出水集排水管の管種

浸出水集排水管の管種は、県指針（p.29）に「管材は、十分な強度と耐腐食性を有する

もの」と明記されている。また、「設計要領」（p.327）には、有孔ヒューム管、有孔合成

樹脂管（FRM管、FRPM管）、硬質ポリエチレン管、硬質塩化ビニル管、砂利・砕石など

（水平排水層）、ジオコンポジット（合成排水材）が示されている。

次表に、設計要領（ｐ.327）の抜粋を示す。

表1 浸出水集排水管の管種（設計要領ｐ.327より抜粋）

本処分場の浸出水集排水施設は、次図に示すとおり、大別すれば、埋立地内の底面に

配置する浸出水集排水管と会所部から集水ピットまでの浸出水送水管に区分される。

図3 浸出水集排水管と浸出水送水管の概念図

会所部 

集水ピット 

浸出水送水管 
浸出水集排水管 
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また、本処分場の浸出水集排水管は、土被りが約 20ｍ程度と大きく、十分な強度が必

要であり、土被りに対する強度検証をメーカーヒアリングや、内水圧等に対する検討を

行い、以下のとおり設定した。

○浸出水集排水管

 ・底面部：外圧用高耐圧ポリエチレンリブ管

 ・法面部：高密度ポリエチレン管

○浸出水送水管：内圧用高耐圧ポリエチレン管 HSPE（F形）

⇒F形は、内水圧に強く、汎用性が高く、経済性が良い製品となる。

次図に、高耐圧ポリエチレンリブ管のＲ形と F形のカタログによる規格を示す。

図4 高耐圧ポリエチレンリブ管（R形/F形）の規格（カタログより）

⑬ － （2） ー 8



次表に、高耐圧ポリエチレンリブ管のカタログによる許容土被り表を示す。

なお、本表は、参考値であるため、詳細は計算により確認する必要がある。

表2 高耐圧ポリエチレンリブ管の許容土被り（参考値 カタログより）

【メーカーヒアリングの結果概要（参考）】 

・ポリエチレンダブル管の許容土被り：18～25ｍ以下（製品によって異なる）

・高耐圧ポリエチレンリブ管の許容土被り：30ｍ以下

・FRPM管：30ｍ以下の許容土被り：18ｍ程度 

4)浸出水集排水管の管径

浸出水集排水管の管径は、県指針で合理式によって算定することが示されている。

また、県指針（p.29）では、設計要領を基本とした、管断面上部を空気やガスの流通断

面と考え、計画対象流量が管壁の 120°（1/3 水深 25％）の部分で水が流れるように管

路断面が示されている。

また、本処分場の浸出水集排水施設は、埋立期間の 37年間に維持管理期間の 10年を

加えた 47 年間の供用期間を考慮し、50 年超過確率降水を適用することで、集中豪雨対

応を図ることとした。

上記を踏まえた、浸出水流量計算の結果、以下のとおり設定した。

○第Ⅰ期浸出水集排水管（幹線①）：φ800mm 

○第Ⅰ期浸出水集排水管（幹線②）：φ800mm 

○第Ⅰ期浸出水集排水管（幹線①+②）：φ1000mm 

○第Ⅱ期浸出水集排水管（幹線①）：φ700mm 

○第Ⅱ期浸出水集排水管（幹線②）：φ800mm 

○第Ⅱ期浸出水集排水管（幹線①+②）：φ900mm 

以降に、浸出水集排水管の管径の詳細検討を示す。
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設計要領によれば、管径の算定に関して、「廃棄物最終処分場性能指針」（平成 12年 12

月、生衛発第 1903 号、以下「性能指針」という。）の「3.保有水等の集排水(2)」では、

「既往日降水量の最大降水月における１日平均降水量等の計画した降水強度により埋立

地内の水位が 50cm以下になること。」及び「準好気性埋立構造の埋立地にあっては、既

往日降水量の最大降水月における１日平均降水量等の計画した降水強度により保有水等

集排水設備内に空気が通気可能な空間を確保できる管径等を持ち、管渠等の端部が大気

に開放されていることを確認すること。」としている。また、鳥取県指針では、「保有水

を有効に集め、速やかに排出することができる堅固で耐久性を有する構造の管渠その他

の集排水設備を設けること。」とある。

上記、浸出水集排水施設に関する水位の規定は、「降水時には浸出水が埋立地内を浸透、

流下するので、水位が生じることは避けられないことから、降水時、特に既往日降水量

の最大降水月における１日平均降水量などで生じる埋立地水位を 50cm 以下と定めたも

のと理解できる。したがって、常時は「性能指針 6.調整池の容量(2)ア」の規定により、

埋立地の底部に浸出水が貯留されないようにしなければならない。（中略）その設計にあ

たっては、総合的な観点から検討する必要がある。」と、設計要領では解説している。

さらに、設計要領では、計画流量について、「浸出水処理設備は、１日あたりの浸出水

量を平均化して処理するものとして施設規模を決定するが、浸出水集排水施設は降水に

直接応答する浸出水量を対象としているので、平均化された日降水量で管径などを定め

ると、ゲリラ豪雨などの大雨時に排水できない可能性がある。したがって、浸出水集排

水施設で考えなければならない計画流量は、雨水集排水施設と同様に、短時間降水の流

出現象に対応するものとして計画流量を設定する必要がある。（中略）降水と浸出水量の

関係を表現する式としては、従来から合理式が最も適しているといわれている。したが

って、合理式の降水強度と流出（浸出）係数にその埋立地の実情を考慮した数値を与え

て流量を求めれば、浸出水の計画流量を決めることができると考えられる。」と解説して

いる。

事業計画書では、浸出水集排水管の管径検討にあたって、頻発するゲリラ豪雨等の集

中豪雨には減災の概念で対応することが現時点では合理的であるものの、埋立期間が 37

年間で維持管理期間が加算されることにより、50年超過確率降水を適用することで、集

中豪雨対応を図ることとし、次のとおり条件設定をしている。
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・浸出水流出量算定の浸出係数： 埋立中 0.68、埋立完了 0.41 

・設計降雨強度： 147.4mm/hr（50年確率）

R＝1580.3/（ｔ0.7＋5.711） ｔ：到達時間（10分）

「河川計画の手引き 平成 26年 4月鳥取県」米子地域

・粗度係数： 0.010 

「道路土工要綱」（平成 21年 6月 社団法人日本道路協会）-排水工指針

「マニングの粗度係数」中の「塩化ビニル管」相当

・有効断面： 水深 25％

ここでは、配置形式や管材の見直しに即して、幹線・支（枝）線の断面検討を行った。

浸出水集排水管の管径は、設計要領の「有孔管の場合は、管断面上部を空気やガスの

流通断面と考え、計画対象流量が管壁の 120°（1/3、水深 25％）の部分で水が流れるよ

うに管路断面を決定するのがよい。」、「浸出係数は、浸出水が埋立地内に滞留する時間を

可能な限り短くするという考えから、多少大きめの値を採用して 0.6～0.7 程度にする。

降水強度は 30～50mm/h程度を目安とすれば、流量 Qmax＜0.06～0.1m3/s/haとなる。」

を参考に決定する。

① 浸出水計画流量

浸出水計画流量は、以下に示す合理式により算出する。

Q＝1/360・f・r・A  

ここに、

Q：浸出水流出量（m3/sec） 

f：流出係数 

r：設計降雨強度(mm/hr) 

A：集水区域面積(ha) 

② 流出係数（f）

流出係数は、浸出水処理計画書に示す「月別浸出係数」の年平均値 0.67≒0.70とす

る。

③ 設計強雨強度（r）

設計降雨強度は、「雨水集排水施設」で示したとおり 50年確率降雨強度を適用する。

設計降雨強度：147.4mm/hr（到達時間：10分）

④ 集水区域面積（A）

浸出水削減対策の一環として各小段での表流水排除を行うが、埋立ての進捗に合わ

せてそれぞれの小段での表流水排除機能を停止させ、小段排水工は閉塞させる。

そのため、浸出水集排水施設の集水区域面積は、埋立完了面までの範囲とする。

集水区域図を次図に示す。なお、集水区域図は、幹線と支線に区分して示す。
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図5 集水区域図（幹線）

図6 集水区域図（枝線）
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⑤ 必要管径の算出

算出した計画流量に基づき、浸出水集排水管の管径を算出する。

マニング公式の円形断面算定式を以下に示す。

Ｄ(m)＝｛Ｑ／（γ×1／n・I1/2）｝3/8

ここに、Ｄ：直径(m) 

Ｑ：計画流量（m3/sec）

γ：面積･径深の係数（α･β2/3）

ｎ：粗度係数

Ｉ：排水勾配

(a)面積・径深の係数（γ）

係数γは、円形水路の面積の係数α、径深の係数βから算出される係数であり、

「Manning流速公式の数表と水路の水理計算法」（理工図書株式会社）では、次表に示

すように水深率（Ｈ水深/Ｄ直径）ごとに示されている。

同表により、水深 25％における水深率は 0.0427となる。

表3 径深の係数（γ）
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(b)粗度係数（ｎ）

耐圧ポリエチレンリブ管の粗度係数は、「道路土工要綱」（平成 21年 6月 社団法人

日本道路協会）-排水工指針により、次表に示す塩化ビニル管相当となるため、n=0.010

とする。

表4 粗度係数（ｎ）

⑥ 浸出水流量計算書

(a) 浸出水集排水管（幹線） 

浸出水流量計算書を次表に示す。

同表により、浸出水集排水管（幹線）の管径は、第Ⅰ期はφ800mm、第Ⅱ期は

φ700mm、φ800mmとなる。また、第Ⅰ期の幹線の合流箇所はφ1000mm、第Ⅱ期の

幹線の合流箇所はφ900mmとなる。

県指針には、「本管は径 600mm 以上とし」と記載されており、県指針に適合した

管径であることを確認した。

(b) 浸出水集排水管（枝線） 

  県指針には、「枝管は径 200mm以上を標準とする」と記載されている。同表に

 より、浸出水集排水管（枝線）の管径は、いずれもφ300以上であり、枝線の管径に

ついても県指針に適合していることを確認した。
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表5 浸出水流量計算書

流      出      量 排     水     施     設（計算は連算である）

造成 断面積 径深

各 線 逓 加 各 線 逓 加

（ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） (mm/hr) (ｍ
3
/sec) (o/oo) ｍ2 ｍ (ｍ/sec) (ｍ

3
/sec)

浸出水管

第Ⅰ期　幹線① 0.624 0.624 0.624 0.624 0.70 147.4 0.179 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ800 9.4 0.098 0.117 2.318 0.227 1.27 25％水深

第Ⅰ期　幹線② 0.613 0.613 0.613 0.613 0.70 147.4 0.176 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ800 7.9 0.098 0.117 2.125 0.208 1.19 25％水深

第Ⅰ期　幹線①+② 1.237 1.237 0.70 147.4 0.355 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ1000 7.0 0.154 0.147 2.331 0.359 1.01 25％水深

第Ⅱ期　幹線① 0.358 0.358 0.358 0.358 0.70 147.4 0.103 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ700 6.3 0.075 0.102 1.736 0.130 1.27 25％水深

第Ⅱ期　幹線② 0.615 0.615 0.615 0.615 0.70 147.4 0.176 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ800 7.5 0.098 0.117 2.070 0.203 1.15 25％水深

第Ⅱ期　幹線①+② 0.973 0.973 0.70 147.4 0.279 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ900 8.0 0.124 0.132 2.314 0.287 1.03 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L1 0.107 0.107 0.107 0.107 0.70 147.4 0.031 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ500 2.6 0.038 0.073 0.887 0.034 1.10 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L2 0.093 0.093 0.093 0.093 0.70 147.4 0.027 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ500 2.6 0.038 0.073 0.887 0.034 1.26 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L3 0.053 0.053 0.053 0.053 0.70 147.4 0.015 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ300 7.6 0.014 0.045 1.096 0.015 1.01 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L4 0.085 0.085 0.085 0.085 0.70 147.4 0.024 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ400 7.6 0.025 0.060 1.332 0.033 1.37 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L5 0.156 0.156 0.156 0.156 0.70 147.4 0.045 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ450 9.8 0.031 0.066 1.620 0.050 1.12 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L6 0.042 0.042 0.042 0.042 0.70 147.4 0.012 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ300 9.8 0.014 0.045 1.245 0.017 1.45 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L7 0.091 0.091 0.091 0.091 0.70 147.4 0.026 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ600 1.5 0.055 0.088 0.764 0.042 1.61 25％水深

第Ⅰ期　枝線 L8 0.052 0.052 0.052 0.052 0.70 147.4 0.015 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝリブ管φ450 1.5 0.031 0.066 0.631 0.020 1.31 25％水深

※第Ⅱ期　枝線L1～4 この枝管は、集水面積を持たない集水管であり、最小断面をΦ300とする。
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5)浸出水集排水管構造検討

埋立地底面部の浸出水集排水管は、通常、管とその目詰まりを防止するための被覆材

が組み合わされた構造が採用される。県指針には、下図のとおり、底部浸出水集排水設

備の構造例が示されている。

以上を踏まえ、浸出水集排水施設の平面図（第Ⅰ期・第Ⅱ期）、構造図（第Ⅰ期・第Ⅱ

期）を章末に示す。
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2．集水ピット

(1)基本構造

1)基本的な考え方

集水ピットの基本的な考え方は、以下のとおりである。

◯浸出水集排水管により集めた浸出水を浸出水調整設備へ送る施設として、浸出水送

水管の流末に集水ピットを設置する。

◯集水ピットは、地下水ピットと浸出水ピットの一体型構造とする。

◯集水ピットは、地下水と浸出水を中仕切り壁で混在しない構造とする。ただし、埋

立が完了し処分場が廃止となった場合は、中仕切り壁を貫通させ浸出水を地下水排

水管から排水する。

◯浸出水集水ピットは、集められた浸出水を浸出水調整槽へ導水する機能に加えて、

準好気性埋立構造を構成するために、浸出水集水ピットに接続される浸出水集排水

管が常に解放され空気流通が可能となるよう、浸出水処理施設へ送水するためのポ

ンプが安定して稼働できる深度を確保する必要がある。また、ピット天端において

も空気流通が必要なため、ピットを空気流通できる高さまで立ち上げる。

◯地下水ピットからの放流管は、既設地下水集排水管に接続し、既設防災調整池を経

て、下流河川に放流する。廃止後の浸出水の放流ルートは、このルートを利用する。

2) 集水ピット内での地下水の安全管理 

○万一、遮水工に異常が生じ、浸出水が埋立地外へ漏れ出した場合、最初に埋立地下

部の地下水に変化が生じる可能性が高い。埋立廃棄物は、燃え殻・ばいじんが多く

を占めるため、それらに含まれる成分を考慮すると、浸出水は塩類を非常に多く含

む水質であることが予想される。

○第Ⅰ期埋立において、地下水集排水管で集水された地下水は、地下水と浸出水の一

体構造の集水ピットの地下水モニタリングピットに集水される。

○地下水モニタリングピットでは、集水された地下水の pH と EC を自動計測し、こ

の水質検査の結果、問題のない地下水は、地下水ピットへ導水された後、既設地下

水集排水管（φ700）へ放流する。

○地下水の水質異常を認めた場合は、地下水モニタリングピットと地下水ピットの間

の止水バルブを閉じ、（通常は、「開」とし、pHと ECを計測結果により自動で「閉」

とする。）既設地下水集排水管への放流は行わない。

○止水バルブは、地表より操作できる仕様とする。

○水質異常を認めた場合の地下水モニタリングピットの地下水は、隣接する浸出水

ピットへポンプアップした後、浸出水処理施設で処理を行う。
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○第Ⅰ期埋立は、約 10年間で埋立終了となる予定であるが、その後、第Ⅰ期集水ピッ

トの上部は、第Ⅱ期埋立として埋立を行う。（第Ⅰ期集水ピット内で配管接続の上、

ピットは、砕石等を充填し閉塞させる。）

○第Ⅱ期埋立時には、第Ⅰ期集水ピットのメンテナンス等（ポンプ等の交換）が困難

となることから、第Ⅰ期集水ピットから第Ⅱ期集水ピットへ地下水管、浸出水管を

連結させる。

○第Ⅰ期集水ピット埋設時には、第Ⅰ期集水ピットの機能を第Ⅱ期集水ピットに集約

させ、第Ⅱ期埋立時に閉塞させる。

○第Ⅱ期埋立の地下水は、第Ⅰ期、第Ⅱ期埋立の地下水が集水されるが、地下水の管

理は、第Ⅰ期集水ピットと同様とする。

3)集水ピットの一般図

集水ピットの一般図（第Ⅰ期、第Ⅱ期）を章末に示す。
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25.
7m

i=2
.6‰

φ500
枝線

L2=
13.

2m

i=2
.6‰

φ
3
5
0枝

線

L
4
=
9
.
9
m

i
=
8
.
1
‰

φ
300枝

線

L6=11.7m

i=9.9‰
φ
60
0枝

線
L7
=2
9.
2m

i=
1.
5‰

φ
45
0枝

線

L8
=7
.7
m

i=
1.
5‰

φ
30
0
枝
線

L
3
=
12
.
3m

i
=
8
.1
‰

業 務 名

事 業 名

浸出水集排水管（幹線）

凡　　　例
名　　称記　号 備　　考

浸出水集排水管（枝線）

浸出水集排水管（法面部）

竪型集排水管

無孔ポリエチレン管φ1000

有孔ポリエチレン管φ200

有孔ポリエチレン管φ200

浸出水集排水管（幹線） 有孔ポリエチレン管φ800

有孔ポリエチレン管φ300～600

浸出水集排水管（幹線）

150
0

150
0

1
5
0
0

15
00

1500
15
00

1500

浸出水圧送管

浸出水処理施設

管理事務所

φ
1000幹

線
(無

孔
管
)

L=15.8m
i=7.0‰

φ
80
0幹

線
L2
=2
2 .
3 m

i =
8 .
1‰

(無
孔
管
)

無孔ポリエチレン管φ800,1000

第Ⅰ期／浸出水集排水施設計画平面図
S=1：1000
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D

40.82
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Ｇ

Ｗ

土取場

土取場

空

空

E

倉庫

物置
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D

40.82

Ｇ

Ｇ

Ｗ
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空

空
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倉庫
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N
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7
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1.
00
0

N
O.
8
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3
.0
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（
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N
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6+
15
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03

（
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6
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0

（
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N
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7

N
O.
0
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3
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3
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3
7.
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3
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66
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3
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23
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3
6.
73
0

3
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0

3
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0

N
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0
+1
3
.0
0 3
9 .
34
6

3
9 .
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4

4
0 .
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2

4
0 .
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5

S
P.
2

S
P.
1

洗車場

計量棟、計量器

NO
.1
0

44
.6
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44
.5

74

4
4.
23
4

4
3.
95
2

4
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44
0

4
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2

4
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1

4
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71
6
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5
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0
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5
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O.
0
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.
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3
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76
0
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Ｇ

Ｇ
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倉庫

物置
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O.
9

N
O.
8

N
O.
7

N
O.
7
+1
1.
00
0

N
O.
8
+1
3
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（
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N
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15
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（
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.2
）
N
O.
9+
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.7
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N
O .
6

N
O .
6
+2
.
71
0

（
EC
.1
）
N
O.
5+
15
.6
06

N
O.
5

（
BC
.1
）
N
O.
4+
0.
43
7

N
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0
-3
.
00
0

N
O.
1

N
O.
2

N
O.
3

N
O.
4

3
7.
26
7

3
7.
93
4

3
7.
95
0

3
8.
66
7

3
9.
23
1

3
6.
73
0

3
6.
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0

3
7.
00
0

N
O.
0
+1
3
.0
0 3
9 .
34
6

3
9 .
60
4

4
0 .
50
2

4
0 .
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5

S
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2

S
P.
1

洗車場

計量棟、計量器

NO
.1
0
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.6
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44
.5

74

4
4.
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4

4
3.
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2

4
3.
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0

4
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2

4
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1

4
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3
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N
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3
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0

EL= 45.00

i=1.0％

EL=41.0

EL=40.38 EL=40.90EL=40.64

EL=41.34EL=38.81

EL=38.00

EL=38.386

EL=38.970

EL=39.554
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E
L=
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.0
0
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34
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31
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EL
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00

EL
=3
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E
L
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3
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E
L
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3
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40
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L
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3
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=4
0.
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0.
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E L
= 4
0.
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E L
= 4
0.
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E L
= 4
0.
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E L
= 4
0.
67

EL
=4

0.
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EL
=4
1.
00

EL
=4

1.
00

EL=41.00
1
:1
.5

EL=36.0

EL
=4

0.
95

EL=31.0

E
L
=
40

.0
0

1:2.0

1:2.0 1:2.0

EL=41.0

26
.0
0
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.2
0

26
.3
0

1:2.5

EL=36.0

EL=40.38 EL=40.90EL=40.64

EL=41.34

26
.4
0

26
.4
06

1:2.5

30.0

29.0

27.5

28.0

27.0

28.0

28.0

FH
=4
1.
00

1
:2
.5

EL=31.0

EL=36.0

EL=31.0

EL=44.50

EL=44.58

EL=44.79

EL=44.44

EL=44.47

EL=29.00

EL
=4
0.
77

EL=44.87

EL=44.34

E
L
=
4
1
.
00

E
L
=
3
6
.
00

E
L
=
4
1
.
00

1:1
.5

41.
0

42.
0

41.
0

42
.0

43
.0

31.0

1:2.5

EL
=3
6.
00

35.0

37.0

38.0

39.0

40.
0

32.0

34.0

FH
=3
6.
00

1:2.5

EL=44.90

33.0

1:2.5

1:2.5

1:2.5

EL=31.0

EL=36.0

EL=43.5

EL=
42.00

44
.0

44
.7

1:2.5

1:2.0

E
L=
36
.0
0

35

37

E
L=
31
.0
0

E
L=
31
.0
0

1:2.0

1:2.5

26
.1
0

EL=39.68

EL=45.06

既設排水管φ700

450
0

第
Ⅱ
期
埋
立
区
域

第
Ⅰ
期
埋
立
区
域

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:1000

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／浸出水集排水施設計画平面図
S=1：1000

φ
300枝

線

L1=8.5m

i=10.0‰
φ
2
00
枝
線

L4
=
28
.8
m

φ200
枝線　L6=

38.7
m

φ200
枝線　L1=

57.
9m

第Ⅱ期／浸出水集排水施設計画平面図

2期区画取水ピット(1期兼用)
浸出水処理施設

管理事務所 浸出水圧送管

浸出水集排水管（幹線）

凡　　　例
名　　称記　号 備　　考

浸出水集排水管（枝線）

浸出水集排水管（法面部）

竪型集排水管

有孔ポリエチレン管φ700、φ800

有孔ポリエチレン管φ300

有孔ポリエチレン管φ200

有孔ポリエチレン管φ200

浸出水排水管（幹線） 無孔ポリエチレン管φ700～1000

φ
300枝

線

L4=6.7m

i=10.0‰

φ
300枝

線
L3=26.9m

i=10.0‰

1000

Ⅱ-23

φ
300枝

線
L2=16.4m

i=10.0‰

φ
8
00
幹
線
(
無
孔
管
)

L=
9.
2m

i
=7
.5
‰

φ200枝線 L3=43.5m

φ
2
0
0
枝

線
　

L
5
=
3
3
.9
m

φ200枝線 L2=44.8m

第
Ⅰ
期
工
事
で
施
工

φ
1000幹

線
L=1.7m

i=10.‰
(無

孔
管
)

第
Ⅰ
期
浸
出
水
送
水
管
φ
1000幹

線
(無

孔
管
)

L=73.19m

1000

1000
1000

φ
8
00
幹
線
(
有
孔
管
)
　
L=
52
.3
m
 i
=7
.5
‰

φ900幹線(無孔管)L=15.1m i=14.7‰ φ700幹線(有孔管)
L=35.0m i=6.5‰

φ700幹線(無孔)
L=21.1m i=14.7‰

i=10.0‰

i=7.0‰

i=7.5‰

第Ⅰ期浸出水送水管（幹線）無孔ポリエチレン管φ1000
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S=1:60第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(1)

1300 1300

5
0
0

1
0
0
0

5000

1:
1.
5 1:1.5

割栗石

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管

2400

(50～150mm)

120°

3
4
0

5
0
0

5
0
0

9
6
0

2400 2400

φ800浸出水集排水管(幹線)

7200
8
0
0 （有孔管）

ベントナイト混合土(t=50cm) 1:3
.0

1:3.
0

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)t=30cm

1
3
00

200
200

3
0
0

5
0
03
0
0

5
0
0

1:1.01:
1.
0

2400

（有孔管）

80

保護材

850

5
0
08
0
0

3050

1:
1.
5 1:1.5

割栗石

1350

(50～150mm)

3
1
8

3
0
0

5
3
2

1650 1650

φ450浸出水集排水管(枝線)

4
5
0

41

850

（有孔管）

4650

5
0
0

保護材

ベントナイト混合土(t=50cm)

1:3
.0

1:3.
0保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)

t=30cm

1350

8
5
0

200

1:1.0
120°1:

1.
0

3
0
0

50
0

3
0
0

5
0
0

200 外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管

1000

5
0
08
0
0

3800

1:
1.
5

1:1.5

割栗石

1800

(50～150mm)

3
0
8

3
0
0

6
9
2

2100 2100

φ600浸出水集排水管(枝線)

6
0
0

46

1000

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管
（有孔管）

6000

5
0
0

保護材

ベントナイト混合土(t=50cm) 1:3.
0

1:3.
0

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)
t=30cm

1800

1
0
0
0

200

1:1.0
120°1:

1.
0

3
0
0

5
0
0

3
0
0

5
0
0

200

900

5
0
08
0
0

3300

1:
1.
5

1:1.5

割栗石

1500

(50～150mm)

3
1
6

3
0
0

5
8
4

1800 1800

φ500浸出水集排水管(枝線)

5
0
0

42

900

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管
（有孔管）

5100

5
0
0

保護材

ベントナイト混合土(t=50cm)

1:3.
0

1:3
.0

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)
t=30cm

1500

9
0
0

200

1:1.0120°1:
1.
0

3
0
0

5
0
0

3
0
0

5
00

200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(1)

Ⅰ-41
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第Ⅰ期φ1000浸出水送水管(幹線:無孔管)

砕石 20～403
0
0

1
1
64

3
0
0

1
7
64

1850

1:
0.
5

3614

（第Ⅰ期の浸出水ピット先行接続短管部）

Ｈ

Ｂ

h

埋戻し土

無孔管：内圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管HSPE

1
0
00

82

S=1:60第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(2)

750

5
0
08
0
0

2550

1:
1.
5 1:1.5

割栗石

1050

(50～150mm)

120°

3
2
7

3
0
0

4
2
3

1350 1350

φ350浸出水集排水管(枝線)

3
5
0

36
.5

750

（有孔管）

3750

5
0
0

保護材

ベントナイト混合土(t=50cm)

1:3
.0

1:3.
0

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)
t=30cm

1050

7
5
0

200

1:1.0

3
00

5
0
0

3
00

5
0
0

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管

700

5
0
08
0
0

2300

1:
1.
5 1:1.5

割栗石

900

(50～150mm)

120°

3
2
7

3
0
0

3
7
3

1200 1200

φ300浸出水集排水管(枝線)

3
0
0

36.5

700

（有孔管）

3300

5
0
0

保護材

ベントナイト混合土(t=50cm)

1:3
.0

1:3.
0

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)
t=30cm

900

7
0
0

200

1:1.01:
1.
0

3
0
0

50
0

3
0
0

5
0
0

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管

200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(2)

φ800浸出水送水管(幹線:無孔管)

砕石 20～403
0
0

9
6
0

1
5
6
0

3
0
0

Ｈ

無孔管：内圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管HSPE
80

1600

1:
0.
5

3160

Ｂ

h 埋戻し土

8
0
0

（第Ⅱ期の盛土内ピット接続部）

200

1:
1.
0

Ⅰ-42
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S=1:60第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(3)

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／浸出水集排水施設一般図(3)

φ200浸出水集排水管（法面部）

t=10mm 遮光マット固定工 高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）

1:1.5(2.0)

Ａ-Ａ断面図

保護砂材(砂)t=500mm
施工する。
埋立の進捗に合わせて

500 252 500

852

5
0
0

割栗石(50～150mm)

2
0
0

2
5
2

Ａ

Ａ

25
2

1:1.5(2.0)

300
500

300500

2000

20
0

20
0

500

500

1000

1000

（法面ｶﾞｽ抜き管：有孔管）

500

1000

1000

t=10mm遮光マット固定工、@1.5m
L=1.7m/箇所、B=0.5m

高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）

600500 500

※埋立の進捗に合わせて施工する。

平 面 図

ふとん籠

割栗石(150～200mm)
2000×1200×500

2000

1
2
0
0

竪型集排水管φ200

断 面 図

高密度ポリエチレン管（有孔管）

D t

5
0
0

1:
1.
5 1:1.5

割栗石

保護材

(50～150mm)

120°

5
0
0

ふとん籠

割栗石(150～200mm)
2000×1200×500

竪型集排水管φ200

竪
型

集
排

水
管

φ
2
00

設
置

に
つ

い
て

は
、

埋
め

立
て

の
進

捗
に

合
わ

せ
施

工
す

る

高密度ポリエチレン管（有孔管）

t

竪型集排水管詳細図
（底 部）

竪型集排水管詳細図
（小段部）

2
0
0
0

ふ
と

ん
籠

設
置

に
つ

い
て

は
、

埋
め

立
て

の
進

捗
に

合
わ

せ
施

工
す

る

5
0
0

5
0
0

1200

浸出水集排水管
（外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管 有孔管）

ベントナイト混合土(t=50cm)

保護材(安定処理土層)t=30cm

t=10mm 遮光マット固定工

高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）

1:1.5(2.0)

Ａ

Ａ
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2

1:1.5(2.0)
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300500
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20
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0

500
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浸出水集排水管（法面部）は、 埋め立ての進捗に合わせ施工する

埋立完了面
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S=1:60

第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(1)
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外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管
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（有孔管）

51

保護材(t=50cm)

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(1)
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第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(2)

φ1000浸出水送水管(幹線:無孔管)

砕石 20～403
0
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1
1
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64

1850

1:
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φ800浸出水送水管(幹線:無孔管)

砕石 20～403
0
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Ｈ

無孔管：内圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管HSPE
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h 埋戻し土
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（第Ⅰ期の浸出水管：第Ⅱ期の盛土内ピット接続部）

（第Ⅱ期の盛土内ピット接続部）
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外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管
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0
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（無孔管）
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φ700浸出水送水管(幹線:無孔管)
（第Ⅱ期の盛土内ピット接続部）
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淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(2)
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900

7
0
0

200

1:1.01:
1.
0

30
0

5
0
0

3
00

5
00

外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管
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平 面 図

ふとん篭

割栗石(150～200mm)
2000×1200×500

2000

1
2
00

竪型集排水管φ200
高密度ポリエチレン管（有孔管）

竪型集排水管詳細図
（底 部）

竪型集排水管詳細図
（小段部）

S=1:60

第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(3)

φ200浸出水集排水管（法面部）

t=10mm 遮光マット固定工

750

高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）

1:1.5(2.0)

Ａ-Ａ断面図

保護砂材(砂)t=500mm
施工する。
埋立の進捗に合わせて

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／浸出水集排水施設一般図(3)
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（法面ｶﾞｽ抜き管：有孔管）
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t=10mm遮光マット固定工、@1.5m
L=1.7m/箇所、B=0.5m

高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）

600500 500

※埋立の進捗に合わせて施工する。

500

盛土

断 面 図
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浸出水集排水管
（外圧用高耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管　有孔管）

ベントナイト混合土(t=50cm)

保護材(安定処理土層)t=30cm

1:3
.0

1:3.
0

埋立完了面

最終覆土

t=10mm 遮光マット固定工

高密度ポリエチレン管φ200

（有孔管）
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割栗石(150～200mm)
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盛土

浸出水集排水管（法面部）は、 埋め立ての進捗に合わせ施工する
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第Ⅰ期／集水ピット一般図(1/2)
S=1:200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:200

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／集水ピット一般図（1/2）

Ⅰ-44-1
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下
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EL=31.00
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RC-40

Φ700雨水排除専用管底EL=23.300

Ｐ

④地下水ピット
②取水ピットモリタリング

ピット

③地下水

ﾊﾞﾙﾌﾞφ500

①沈砂ピット

DL=20.00

④地下水ピット ②取水ピット
モリタリング
ピット

③地下水

①沈砂ピット

φ500地下水集水管

Φ500地下水管EL=24.200

EL=31.50

φ1000浸出水集水管EL=26.660

第1期/Φ1000浸出水管EL=26.660
完全水密蓋設置(第Ⅱ期埋立時解放)

既設管と同口径
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(FRP)φ750
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(FRP)φ750

700

ＰＰＰ

Ｐ
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φ500地下水集水管

φ1000浸出水集水管
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ﾊﾞﾙﾌﾞφ1000スラブ上操作器

床ステージ
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①

1
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ﾊﾞﾙﾌﾞΦ500
※地下水遮断ﾊﾞﾙﾌﾞ
※地下水水質異常時に遮断

緊急遮断バルブφ1000

1
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0

1200
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1
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φ500地下水集水管

φ1000浸出水集水管

1
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1
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0

マンホール蓋
(FRP)□600*700

700

ベントナイト混合土(t=50cm)

保護材(ｾﾒﾝﾄ安定処理土層)t=30cm

EL=26.638

φ400地下水集水管

φ300地下水集水管

12501250

φ300地下水集水管

φ500地下水集水管

Φ300地下水管EL=24.400
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第Ⅰ期／集水ピット一般図(2/2)
S=1:200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:200

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／集水ピット一般図（2/2）

Ⅰ-44-2

Ｇ-Ｇ

1:2.0
EL=26.638

1:2
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DL=20.00

第1期Φ1000浸出水管EL=26.660

緊急遮断バルブφ1000
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00

Ｅ-Ｅ

1:2.0

EL=26.406

1:2
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DL=20.00

Φ500両ﾌﾗﾝｼﾞ短管 地下水無孔管EL=24.20 L=1.7m
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EL=26.638
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Φ500ダクタイル鋳鉄管
(ﾌﾗﾝｼﾞ付き短管2号)
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EL=26.638

EL=26.406

Φ1000両ﾌﾗﾝｼﾞ短管 浸出水送水管EL=26.660　L=1.7m

Ｐ

Ｐ

700

1.8*0.7

(FRP製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ) 配管ｽﾘｰﾌﾞΦ200

床ステージ

5
00

マンホール蓋
(FRP)φ750

ﾊﾞﾙﾌﾞφ1000スラブ上操作器

1
30
0

マンホール蓋
(FRP)□600*700

600
400

Ｐ

マンホール蓋
(FRP)φ750

マンホール蓋
(FRP)□600*700

後打ちコンクリート

後打ちコンクリート

1:2.01:2
.5

ブチルゴム系接着剤

ブチルゴム系接着剤

ブチルゴム系接着テープ

W=110mm

補強貼りシート

エポキシ樹脂系接着剤

シール材
ハンド融着

ハンド融着

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm)

集水ピット天端　FH=31.5

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)

Ｂ部詳細図

EL=31.00
EL=31.50

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

法面遮水工

Ｂ部詳細図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm　L=(14.7m+3.0m*2)*2枚=41.4m)

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)
n=(73箇所+15箇所*2)=206箇所

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

EL=31.00

EL=31.50

法面遮水工

Ａ部詳細図

1:2.0

Ａ部詳細図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm)

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm
保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

ａ

ａ

ａａ

ａ-ａ

ｼｰﾄ固定工詳細図(集水ﾋﾟｯﾄ)
平面図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm　L=(14.7m+3.0m*2)*2枚=41.4m)

ｂ

ｂ
ｂ-ｂ

Φ400地下水管Φ300地下水管

Φ800浸出水集排水管

EL=26.840

EL=24.20
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Ａ

Ａ-Ａ

Ｐ

再生クラッシャーラン
RC-40

Φ700雨水排除専用管底EL=20.900

④地下水ピット
②取水ピット

モリタリング
ピット

③地下水

①沈砂ピット
EL=40.00

Ｐ

第Ⅱ期／集水ピット一般図(1)
S=1:200

既設管と同口径

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

Ｂ－Ｂ
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⑬＿施設の能力計算書

（３）雨水集排水施設計算書

備考（変更の概要、変更の理由など）

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

・埋立地内の構造に合わせて、雨水集排水施設の配置を変更した。 

・雨水集排水施設の配置変更に伴い、改めて雨水流出量を算出し、施設規模を決定した。 

・雨水流出量の算出に係る流出係数は、H28 事業計画では、林地開発基準の係数を適用してい

たが、今回の計画では、県指針に基づく係数を適用した。（流出量のより大きくなる厳しい条

件を設定） 

 ・雨水集排水施設の配置変更に伴い、改めて下流域への流出量を算出し、防災調整池の容量検

討を行った。この際、H28 事業計画では、降雨強度を 30年確率としていたが、上流区間の確

率規模と整合を取るため、50 年確率に変更した。（流出量のより大きくなる厳しい条件を設

定） 

 ・放流先水路の測量を行い、測量結果に基づき改めて流下能力計算を行った。その結果、防災

調整池のかさ上げは実施せず、下流水路の拡幅により流下能力を確保する対応とした。 



 



⑬(3) 雨水集排水施設（防災調整池含む）

提示資料の要点

雨水集排水施設は、本処分場で集排水される雨水を下流の既設防災調整池まで適切に排水

するために整備する。

雨水集排水路は、本処分場の埋立期間（約 37 年間）を考慮し、50 年に一度の降雨に対し

ても適切に排水できるよう、50 年確率の設計雨量強度を採用し検討を行う。

また、防災調整池についても、上流部に位置する雨水集排水路との関連性を考慮し、同じ

50 年確率の設計雨量強度を採用した。

設計基準、関連基準等

基準省令 第 2 条第 1 項第 4 号

県指針 4-1-17 排水路、4-1-18 防災調整池及び沈砂池、4-1-20 隣接地の雨水等の

処理、5-1-10 排水路等

全都清要領 6 章 雨水集排水施設（pp.313-322）

その他 ・「道路土工－盛土工指針 平成 22 年度」（社団法人日本道路協会）

・「道路土工－排水工指針」（社団法人日本道路協会）

・「鳥取県林地開発許可に係る技術基準等運用規程」(以下「林地開発許可

基準」という。) 

・「防災調節池等技術基準（案）解説と設計実例」（社団法人日本河川協会）

（以下「調整池基準」という。）

施設等の概要・ポイント

雨水集排水施設 ○雨水集排水路 

・排水路は開渠とする。 

・雨水流出量の算定は、合理式を用いて行う。 

・流出係数は、県指針に記載の数値を適用する。 

・洪水到達時間は、県指針に記載の数値を適用する。 

・降水強度は、降雨強度曲線により求める。降水確率年は、埋立期 

間を考慮して設定する。 

・排水路断面は、県指針に記載の方法により決定する。 

○防災調整池 

・降水強度の確率規模は、上流部に位置する雨水集排水路との関連 

性を考慮して設定する。 

・県指針に示されている以外の設計基準は、林地開発許可基準に準 

拠する。 

特記事項 ・県指針では、降水確率年は 30 年を原則とするが、埋立期間等を考慮し

て設定することとされている。そのため、本処分場の埋立期間（約 37

年）を考慮し、設計雨量強度を 50 年に設定した。 

・防災調整池は、既設防災調整池を利用することとした。 
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1．雨水集排水施設

(1)県指針基準

雨水集排水施設の県指針基準は、以下のとおりである。

【県指針（p.9）より】 
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【県指針（p.10）より】 

(2)雨水集排水施設設計

1) 設定条件

雨水集排水施設設計の設定条件は、以下のとおりである。 

○準拠基準：県指針 

○雨水流出量の算定：以下の合理式による算定 

 Ｑ＝1/360・ｆ・ｒ・Ａ 

   Ｑ：雨水流出量（m3/sec） 
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   ｆ：流出係数 

   ｒ：降水強度（到達時間内の平均降水強度）（mm/h） 

   Ａ：集水面積（ha） 

○流出係数： 

・裸地、舗装：1.0 

・耕地：0.8 

・草地：0.8 

・林地：0.7  

ただし、流域において地表状態が混在する場合は、加重平均により算出する。 

○洪水到達時間： 

当該地は流域面積が 6.66ha であり、50ha 以下のため、洪水到達時間を 10 分とす

る。 

○設計雨量強度： 

・50 年確率：ｒ=1,580.3/（t0.7+5.711）=147.4mm/hr 

※t は洪水到達時間である。 

○雨水集排水施設の流下断面計算：以下のマニング式による算出 

 Ｑ＝Ａ・Ｖ 

  Ｑ：流量（m3/s） 

  Ａ：流水断面（m2） 

  Ｖ：平均流速（m/sec） 

 Ｖ＝（１／ｎ）・Ｒ2/3・Ｉ1/2 

  ｎ：粗度係数 

  Ｒ：径深（m）（＝Ａ／Ｓ） 

  Ｓ：潤辺長（m） 

  Ｉ：水路勾配 

○粗度係数： 

・コンクリートＵ型水路（二次製品）：0.013 

・自由勾配側溝：0.014 （コンクリートＵ型水路と現場打ちコンクリートの中間値）

・現場打ちコンクリート：0.015 

○断面の余裕（安全率）： 

・開水路で流速 3.0ｍ/sec 未満は、1.2 

・開水路で流速 3.0ｍ/sec 以上は、2.0 

・暗渠は、2.0 または管径 60cm のどちらか大きい径 

⑬ － （3） ー 4



2) 雨水流量計算書

次頁に雨水流量計算書及び雨水排水全体流域平面図を示す。
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表1 雨水流量計算書（埋立地内・その 1）
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表2 雨水流量計算書（埋立地内・その 2）
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表3 雨水流量計算書（埋立地内・その 3）
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表4 雨水流量計算書（埋立地内・その 4）
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表5 雨水流量計算書（埋立地外周）
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図1 雨水排水全体流域平面図（上流側）
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図2 雨水排水全体流域平面図（下流側）
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3) 雨水集排水施設計画

次図に、雨水集排水施設の平面図及び構造図を示す。
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図3 雨水集排水施設平面図（第Ⅰ期上流側）
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図4 雨水集排水施設平面図（第Ⅰ期下流側）
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図5 雨水集排水施設平面図（第Ⅱ期）
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図6 雨水集排水施設構造図（その 1）
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図7 雨水集排水施設構造図（その 2）
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図8 雨水集排水施設構造図（その 3）
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図9 雨水集排水施設構造図（その 4）
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図10 雨水集排水施設構造図（その 5）
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図11 雨水集排水施設構造図（その 6）
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2．防災調整池

(1)県指針基準

【県指針（p.10）より】 
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(2)防災調整池の検討

1) 基本的な考え方

○防災調整池の上流部に位置する雨水集排水路との関連性を考慮し、雨水排水路と同

じ 50年確率の設計雨量強度を採用した。

○防災調整池は、既設一般廃棄物処分場の防災調整池を利用することとし、開発面積

は、一般廃棄物処分場の面積を含めたものとした。

○林地開発許可基準に基づき、開発行為に伴う下流水路のピーク流量の増加率が、１％

以上となる流域面積を算出し、開発行為の影響範囲の特定を行った。

○開発行為の影響範囲内の水路において、流下能力とピーク流量を比較し、ピーク流

量を流下させることができない箇所は、改修を行うこととした。

○３年確率雨量強度のピーク流量が、下流の流下能力を超えるか否かの確認を行った。

○上記を踏まえ、既設防災調整池で対応できるか否かの検討を行った。

2) 既設防災調整池について

既設防災調整池の容量は、以下のとおりである。

○雨水調整容量：V=3,084㎥

○堆積土砂容量：V=622㎥

次図に、既設防災調整池の構造図を示す。
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図12 既設防災調整池の構造図
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3) 設定条件

防災調整池の検討に係る設定条件は、以下のとおりである。 

○準拠基準：県指針及び林地開発許可基準 

○設計雨量強度：50 年確率/147.4mm/hr 

○洪水到達時間：10 分 

○流出係数：林地開発許可基準より設定する。なお、計画地には、凝灰角礫岩･凝灰岩

の風化土や火山灰質土が主に分布しているため、浸透能普通とする。 

・裸地：0.95（0.9～1.0 の中間値） 

・耕地：0.75（0.7～0.8 の中間値） 

・草地：0.65（0.6～0.7 の中間値） 

・林地：0.55（0.5～0.6 の中間値） 

【林地開発許可基準より】 

○流出係数は、開発前、開発中及び開発後の流出係数を算定する。

○流出係数は、流域において地表状態が混在する場合は、加重平均により算出する。

○開発行為に伴う下流水路のピーク流量の増加率が１％以上となる流域面積を算出し、

開発行為の影響範囲の特定を行う。

○３年確率雨量強度のピーク流量の検証範囲は、前述のピーク流量の増加率１％以上

の流域面積算定式を適用する。

ここで、開発前、開発中及び開発後の時点はそれぞれ次のとおりとした。

・開発前：一般廃棄物処分場の造成前

・開発中：一般廃棄物処分場が埋立中（浸出水処理中）

産業廃棄物処分場を造成中

・開発後：一般廃棄物処分場が埋立完了、浸出水処理完了

産業廃棄物処分場が埋立完了、浸出水処理完了

4) 開発行為の影響範囲の特定

林地開発許可基準に示されている下式により、開発行為に伴う下流水路のピーク流量

の増加率が１％以上となる流域面積を算出し、該当範囲の最下流地点を特定した。
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Ａ＝｛Ａ’×（ｆ’－ｆ）｝／（ｆ×0.01）

Ａ ：開発地を含む流域面積

Ａ’：開発地面積

ｆ”：開発地の開発中の流出係数

ｆ’：開発地の開発後の流出係数

ｆ ：開発地を含む開発前の流出係数

ここで、開発地面積の地表状態による区分は、次表のとおりとなる。

表6 開発地面積の地表状態による区分

区 分 開発前面積(ha) 開発中面積(ha) 開発後面積(ha) 流出係数 

裸地 0.66 4.17 3.17 0.95 

耕地 2.58 0.07 0.07 0.75 

草地 0 0.90 3.30 0.65 

林地 3.42 0.12 0.12 0.55 

合 計 6.66 6.66（5.26） 6.66  

※開発中面積の（5.26）は、一般廃棄物処分場内の雨水を浸出水として集水する範囲（1.40ha）

を除外したもの。

上表に基づき、開発前、開発中及び開発後の流出係数を加重平均により算出する。 

開発前ｆ ＝（0.66×0.95＋2.58×0.75＋3.42×0.55）／6.66＝0.667 

開発中ｆ” ＝（4.17×0.95＋0.07×0.75＋0.90×0.65＋0.12×0.55）／6.66＝0.700 

開発後ｆ’＝（3.17×0.95＋0.07×0.75＋3.30×0.65＋0.12×0.55）／6.66＝0.792 

以上から、開発中の流出係数ｆ”は、開発後の流出係数ｆ’より小さいため、開発後

の流出係数を比較の対象とする。 

上記を踏まえ、開発地を含む流域面積を計算すると 

Ａ＝｛6.66×（0.792－0.667）｝／（0.667×0.01）＝124.7 ha 

となり、ピーク流量の増加率１％以上の流域面積は、124.7ha となる。 

ここで、下流水路の測点毎の流域面積は、測点 No.11 で 39.125ha、No.12 で 150.34ha

であることから、該当範囲内の最下流地点は測点 No.11 となる。 

次図に全体流域図（開発前、開発中、開発後）を示す。 
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図13 全体流域図（開発前）
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図14 全体流域図（開発中）
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図15 全体流域図（開発後）
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5) 下流水路の流下能力の検討

ここでは、測点 No.11 までの現況流下能力と 3年確率によるピーク流量を比較する。

① 現況流下能力の算定

流下能力は、マニング式により算定した。

算定結果を次表に示す。

表7 流下能力の算定結果

                         （単位：m3/s） 

測点 流下能力 測点 流下能力 

No.1 1.940 No.7 3.052 

No.2 － No.8 7.360 

No.3 － No.9 2.104 

No.4 3.601 No.10 1.113 

NO.5 33.336 N0.11 1.438 

No.6 18.446   

※測点 No.2及び No.3は、取水堰により水位が低くなっており除外した。

② 3年確率降雨による開発後のピーク流量算定

算定結果を次表に示す。

表8 開発後のピーク流量算定結果

                          （単位：m3/s）

測点 流下能力 ピーク流量 判定結果 

No.1 1.940 4.693 NG 

No.2 － 4.717 OK 

No.3 － 4.731 OK 

No.4 3.601 4.749 NG 

No.5 33.336 5.733 OK 

No.6 18.446 5.831 OK 

No.7 3.052 6.181 NG 

No.8 7.360 6.190 OK 

No.9 2.104 6.333 NG 

No.10 1.113 7.357 NG 

No.11 1.438 16.910 NG 
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6) 3年確率雨量強度のピーク流量の検証

林地開発許可基準では、防災調整池容量は、「開発行為の施行前において既に 3 年確率

で想定される雨量強度におけるピーク流量が下流における流下能力を超えているか否か

を調査の上、この超える流量も調節できる容量であること。」と記載されている。 

これについては、以下の考え方に基づき検証を行った。

○流下能力の検討は、下流水路における全体流域を対象として、3年確率の雨量強度

のピーク流量が水路の流下能力を超えているか否かの確認を行った。

○開発前、開発中及び開発後のそれぞれの流出係数を算出し、流出係数の最も大きい

時点における流下能力の検証を行った。

  ○流出係数は、流域の地表状態により区分を行い、加重平均により算出した。

  ○流下能力の確認を行う範囲は、ピーク流量増加率１％以上の流域面積の算定式から

決定した。（測点 No.12まで確認）

検証結果：

○測点 No.11までの範囲では、測点 No.1、No.4、No.7、No.9、No.10、No.11は、ピー

ク流量が流下能力を超える。

○測点 No.12では、3年確率の雨量強度に対する流下能力を有している。

次図に比流量対象面積図、次表に流下能力判定表を示す。
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図16 比流量対象面積

a2=0.11ha

a1=6.55ha
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表9 下流水路の流下能力（3年確率降雨強度）判定表

３年降雨強度式 流域面積 流入時間(分) 降雨強度(mm/hr)
50ha以下 10 89.07

流出量 100ha以下 20 65.42
Q=1/360＊ｆ＊Ｉ＊Ａ 500ha以下 30 53.85

全体流域面積 3年降雨強度：Ｉ 全体流域面積：A 平均流出係数：f 流出量：Q

(ha) (mm/hr) (ha) （開発後） （m3/s）

1 26.091 10 89.07 26.091 0.727 4.693 1.940 NG

2 26.190 10 89.07 26.190 0.728 4.717 － －

3 26.305 10 89.07 26.305 0.727 4.731 － －

4 26.402 10 89.07 26.402 0.727 4.749 3.601 NG

5 30.611 10 89.07 30.611 0.757 5.733 33.336 OK

6 31.177 10 89.07 31.177 0.756 5.831 18.446 OK

7 33.046 10 89.07 33.046 0.756 6.181 3.052 NG

8 33.097 10 89.07 33.097 0.756 6.190 7.360 OK

9 33.858 10 89.07 33.858 0.756 6.333 2.104 NG

10 38.975 10 89.07 38.975 0.763 7.357 1.113 NG

11 39.125 10 89.07 39.125 0.764 7.395 1.438 NG

12 150.340 30 53.85 150.340 0.752 16.910 21.387 OK

I=505.9/（ｔ0.6+1.699）

横断図NO. 流入時間(分)：ｔ 判定流下能力（m3/s）
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7) 防災調整池に係る流域面積と平均流出係数

○流域面積：開発地の開発後における地表区分を考慮して設定した。

○平均流出係数：流出係数は、林地開発許可基準に基づき設定した。

  設定値は、前述と同様に以下のとおりとし、加重平均により、平均流出係数を算出

した。 

・裸地：0.95、耕地：0.75、草地：0.65、林地：0.55 

次に、流域面積と平均流出係数の計算結果と流域平面図を示す。

表10 防災調整池に係る流域面積と平均流出係数

流域区分 

集水区域（ha） 

裸地・舗装 草地 耕地 林地 

0.95 0.65 0.75 0.55 

流域 1 1.086 

流域 2 0.591 

流域 3-1 0.371 

流域 3-2 0.474 

流域 4-1 0.333 

流域 4-2 0.676 

流域 4-3 1.15   

流域 4-4 0.137 

流域 5-1 0.148 

流域 5-2 0.064 

流域 5-3 0.108 

流域 6-1 0.254 

流域 6-2 0.074 

流域 6-3 0.237 

流域 6-4 0.068 

流域 6-5 0.155 

流域 6-6 0.031 

流域 7 0.11 

流域 8 0.2 

小計 3.204 3.063 

合計 6.267 

平均流出係数 0.803 
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図17 防災調整池流域平面図（上流側）
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図18 防災調整池流域平面図（下流側）
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8) 許容放流量と防災調整池必要容量の計算

○下流水路の現状の流下能力を踏まえて、水路の許容放流量を算出し、防災調整池の

必要容量を計算する。

○50年確率の設計雨量強度を採用する。

○計算の結果、防災調整池容量を超過した箇所は、測点 No.9、No.10、No.11 である。

○これらの箇所は、流下能力を向上するため、水路の拡幅を行う。

○水路改修した場合の流下能力を踏まえて、再度、許容放流量を算出し、防災調整池の

必要容量を計算する。

○計算の結果、上記測点においても、既設の防災調整池容量で対応可能である。

次表に、下流水路の流下能力・防災調整池必要容量（現状）及び流下能力・防災調整

池必要容量（改修後）の計算結果を示す。
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表11 下流水路の流下能力・防災調整池必要容量（現状）

調整池容量の算定

6.267 ha
6.55 ha
6.66 ha 50年降雨強度式  I=1,580.3/（ｔ0.7+5.711）

※開発後の流出係数は各測点にて設定

比流量 比流量対象面積(調整池分） 比流量対象面積（直接放流分） 流出係数（開発後） 許容放流量 必要調整池容量
(m3/S・ha) (ha) (ha) (m3/S) Ｑ(m3)

※8割水深で計算 A0 A2 3,084m3以下 Ｑ÷3,084ｍ3
1 0.0744 6.267 0.283 0.727 0.487 2,641 〇 0.86
2 - - 棄却
3 - - 棄却
4 0.1364 6.267 0.393 0.727 0.908 1,656 〇 0.54
5 1.0890 6.267 0.393 0.757 7.253 0 〇 0
6 0.5917 6.267 0.393 0.756 3.941 163 〇 0.05
7 0.0924 6.267 0.393 0.756 0.615 2,459 〇 0.8
8 0.2224 6.267 0.393 0.756 1.481 1,074 〇 0.35
9 0.0621 6.267 0.393 0.756 0.414 3,238 × 1.05
10 0.0286 6.267 0.393 0.763 0.190 5,166 × 1.68
11 0.0368 6.267 0.393 0.764 0.245 4,530 × 1.47
12 0.1423 6.267 0.393 0.752 0.948 -

横断図NO. 調整池容量の判定
※簡便法 現容量の何倍必用

面積内訳

調整池の集水面積　A0=

既設調整池容量(m3)　V=3,084m3※直接放流面積=

No.4以降の比流量対象面積Ａ1‘=
No.1比流量対象面積Ａ1=

比流量対象面積-防災調整池の流域面積
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表12 下流水路の流下能力・防災調整池必要容量（改修後）

調整池容量の算定

6.267 ha
6.55 ha
6.66 ha 50年降雨強度式  I=1,580.3/（ｔ0.7+5.711）

※開発後の流出係数は各測点にて設定

比流量 比流量対象面積(調整池分） 比流量対象面積（直接放流分） 流出係数（開発後） 許容放流量 必要調整池容量
(m3/S・ha) (ha) (ha) (m3/S) Ｑ(m3)

※8割水深で計算 A0 A2 3,084m3以下 Ｑ÷3,084ｍ3
1 0.0744 6.267 0.283 0.727 0.487 2,641 〇 0.86
2 - - 0.000 0.000 0.000 棄却
3 - - 0.000 0.000 0.000 棄却
4 0.1364 6.267 0.393 0.727 0.908 1,656 〇 0.54
5 1.0890 6.267 0.393 0.757 7.253 0 〇 0
6 0.5917 6.267 0.393 0.756 3.941 163 〇 0.05
7 0.0924 6.267 0.393 0.756 0.615 2,459 〇 0.8
8 0.2224 6.267 0.393 0.756 1.481 1,074 〇 0.35
9 0.0819 6.267 0.393 0.756 0.545 2,683 水路改修で○ 0.87
10 0.0876 6.267 0.393 0.763 0.583 2,599 水路改修で○ 0.84
11 0.0873 6.267 0.393 0.764 0.581 2,607 水路改修で○ 0.85

現容量の何倍必用

※直接放流面積= 比流量対象面積-防災調整池の流域面積 既設調整池容量(m3)　V=3,084m3

横断図NO. 調整池容量の判定
※簡便法

面積内訳

調整池の集水面積　A0=
No.1比流量対象面積Ａ1=

No.4以降の比流量対象面積Ａ1‘=
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9) 防災調整池の容量計算

前述内容を踏まえ、厳密解析法により算定した防災調整池の必要容量は、Ｖ=3,044.4

㎥となった。

一方、既設防災調整池の容量は、Ｖ=3,084㎥であり、既設防災調整池で対応可能とい

う結果となった。

次に、防災調整池の容量計算結果を示す。詳細は、添付資料【防災調整池計算書】に

示す。
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10) 流出土砂量の算出

○年間流出土砂量

「県指針」に記載されている流出土砂量を以下に示す。

【県指針（p.10）より】

上記に基づき、1ha当たりの流出土砂量を以下のとおり設定する。

・裸地、耕地 400㎥/年

・草地 15㎥/年

・林地 1㎥/年

なお、防災調整池の堆積土砂は、年 4回浚渫するものとし、計画年数を 1/4年とす

る。（防災調整池内に 3ヶ月分の堆積土砂容量を確保）

上記を踏まえ、流出土砂量の算定結果を以下に示す。

表13 流出土砂量の算定（埋立完了時）

区 分 
年間流出土砂量

（㎥/ha/年） 

開発後面積

(ha)

流出土砂量

（㎥） 

裸地 400 3.204 320.4 

耕地 400 0 0 

草地 15 3.063 11.5 

林地 1 0 0.2 

合 計   6.267 331.9 

○流出土砂量：V=400×(3.204+0)/4+15×3.063/4=331.9㎥

よって、既設防災調整池の堆積土砂容量 622㎥未満であり、既設防災調整池で

対応可能である。
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11) オリフィス

オリフィスの条件は、前述した防災調整池の容量計算のとおりである。

○許容放流量：0.52㎥/s 

○オリフィス構造は次のとおりである。

12) 余水吐き

〇洪水流出量：

洪水流出量は、調整池基準より、100年確率降雨強度の 1.2倍の流量とする。

⑬ － （3） ー 43



【調節池基準（p.39）より】

・100年確率降雨強度：

ｒ=1,742.7/（t0.7+5.772）=161.6ｍｍ/hr 
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・洪水流出量：

洪水流出量は、県指針より、雨水流出量の算定式より計算する。

前述より、ｆ=0.803、A=6.267ha

洪水流出量：Q=1/360×0.803×161.6×6.267×1.2＝2.71㎥/s 

○余水吐きの断面：

 ・越流幅： 5.4ｍ（既設防災調整池）

 ・越流水深：以下に示す越流堰の流下能力の算出方法に基づき、計算する。

越流幅：Ｌ＝Q/（C・H3/2）＝2.71/（1.8×0.353/2）＝7.3m 

以上より、既存越流頂高 10.9mから 10.85mに、既存越流幅 5.4ⅿから 7.3ⅿに

改修する必要がある。

次図に、余水吐きの改修平面図と断面図を示す。

【調整池基準】より、越流頂の放流能力は次式で求める。

Q＝C・L・H3/2

C：流量係数（一般に 1.8程度を使用）

Ｌ：越流幅（ｍ）

Ｈ：越流水深、堤頂を基準面とした接近流速水頭を含む全水頭（ｍ）

既設防災調整池の最大越流水深： 0.35m 
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図19 余水吐き改修平面図

図20 余水吐き改修断面図

余水吐き改修平面図

A=995m2 
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3．バイパス水路について

当該地の東側には、県道上流域を流域とする既設排水工が設置されている。この既設排

水工は、下図に示すとおりであり、防災調整池を経由しないで流下している。

この既設排水工は、一部、計画地内にあることから、バイパス水路を新たに設置する必

要がある。

そのため、既設排水工の流下能力を確認し、その流下能力に相当するバイパス水路の検

討を行う。

図21 既設排水の平面図

(1)付替えが必要な範囲

既設排水工の付替えが必要な範囲は、図 20に示す A～Bの範囲とする。

(2)県道下アーチカルバート（1.2m×1.2m）の既設排水の流下能力

既設排水工の流下能力は、以下の条件で算出する。

i = (30.69-30.09)/82.0=0.0073 

開渠 

三面水路（1.2ｍ×1.2ｍ）

暗渠管 

（アーチカルバート（1.2ｍ×1.2ｍ）） 

暗渠管 

（アーチカルバート（1.5ｍ×1.5ｍ）） 

防災調整池を経由しないで流下 

A 

B 
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○算出式：マニングの式

○粗度係数：0.013 

○排水勾配：0.73％（図 20より）

〇断面積 A=1.255m2(ｱｰﾁｶﾙﾊﾞｰﾄ全断面積) 

〇潤辺Ｐ=4.145m、径深 R=A/P=1.255/4.145=0.303 

〇流速 V=1/0.013×0.3032/3×0.00731/2=2.965m/s 

○既設排水工の流下能力：Q=A×V＝2.965×1.255=3.721㎥/sec 

(3)バイパス水路の検討

バイパス水路は、既設排水工の流下能力を満足する排水工とする。

鳥取県指針の排水路の規定では、暗渠管を設置する場合、以下の規定が示されている。

バイパス水路は、埋立地底部付近に配置する必要があるため、暗渠構造を基本とし、

清掃その他の維持管理のため、内空高は 1.5m以上を確保する構造とする。

1) バイパス水路の種類の検討

バイパス水路として適用の可能性がある種類は、以下のとおりである。

○プレキャストアーチカルバート

○高耐圧ポリエチレン管

① プレキャストアーチカルバートの検討

道路土工 カルバート工指針には、プレキャストアーチカルバート（1.5ｍ×1.5ｍ）

の最大適用土被りを H=9.3ｍ(18KN/m3土被り)と規定している。以下に道路土工 カル

バート工指針の抜粋を示す。
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表14 最大土被り規定

本計画の土被りは、横断図（No.24）で確認すれば、H=14.18ｍ(18KN/m3換算土被り)

であるため、プレキャストアーチカルバートの適用は不可である。

図22 土被りの確認断面

② 高耐圧ポリエチレン管の検討

道路土工指針には、高耐圧ポリエチレン管（φ1.5ｍ）の最大適用土被りを H=14.5ｍ

(19KN/m3土被り)と規定している。以下に道路土工 カルバート工指針の抜粋を示す。
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表15 最大土被り規定

本計画の土被りは、横断図（No.24）で確認すれば、H=13.43ｍ(19KN/m3換算土被り)

であるため、バイパス管は、高耐圧ポリエチレン管とする。

図23 土被りの確認断面
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2) 高耐圧ポリエチレン管の流下能力

高耐圧ポリエチレン管の流下能力は、以下の条件で算出する。

○算出式：マニングの式

○粗度係数：0.010 

○排水勾配：0.33％

○高耐圧ポリエチレン管の流下能力：5.28㎥/sec 

既設排水工の流下能力 3.721㎥/secに対して、バイパス水路の流下能力は、5.28㎥/sec

であるため、バイパス水路は、上流域の排水機能を有した水路である。次頁以降に図面

を示す。

3) 立木・砂等の流入防止措置について

バイパス水路は暗渠管であるため、立木・砂の流入を防止するためには、県道の下部

に設置されている既設アーチカルバートの上流端部で措置をとる必要がある。

現地確認の結果、上流端部には、集水桝が設置され、沈砂機能は確保されていると考

えられるが、立木の流入防止策は図られていない。

そのため、本設計では、既設アーチカルバートの上流端部に金網を設置し、立木の流

入を防止する措置をとるものとする。
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図24 バイパス水路平面図、縦断図
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図25 バイパス管一般図(1) 
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図26 バイパス水路一般図（1）

図27 バイパス水路一般図（2）
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（４）地下水集排水施設計算書 

 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

・地質調査、地下水位観測で得られた最新の結果を用いて、施設能力の再計算を行った。 

 

 

  



 



⑬（4） 地下水集排水施設計算書

提示資料の要点

地下水が適切に排水できない場合は、盤膨れによる遮水工損傷のおそれがある。遮水工へ

の損傷を回避するため、遮水工下部の地下水を有効的に集め、排出することができる堅固で

耐久力を有する地下水集排水施設を設ける。

設計基準、関連基準等

基準省令 第 2条第 1項第 4号（第１条１項第 5号ハ）

県指針 4-3-6地下水集排水設備

全都清要領 4章 地下水集排水施設（pp.225-235）

その他 ・「道路土工－排水工指針」（社団法人日本道路協会）

施設等の概要・ポイント

埋立地内の遮水工の下部に堅固な集排水管を設置し、周辺地下水を有効的に集め、地下水

の影響により、遮水工等を損傷することがないように排水する。

地下水集排水施設の設計のポイントは、以下のとおりである。

◯法面から発生する地下水及び湧水を集水するため、埋立地法面の法尻部に設置する。

◯小段排水溝で集水された、廃棄物に接触していない雨水を埋立地底面の支線（枝線）へ

導水するため、埋立地法面の背面部に設置する。

◯埋立地法尻部で集水された地下水を埋立地底面部地下水集排水管（幹線）へ導水する。

幹線に対して、概ね 20ｍピッチに配置する。

◯廃棄物圧、動荷重、基礎反力により損傷しない構造とするため、底面部は、高耐圧ポリ

エチレン管、法面部は、高密度ポリエチレン管とする。

◯貯留構造物の下部は、無孔管とする。

◯管径は、200㎜以上とし、水理計算から十分な径を設定する。

施設の概要は、次表のとおりである。
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表1 施設概要

種類 

埋立地法尻部地下水集排水管 

埋立地法面竪型地下水集排水管 

雨水排除専用管 

埋立地底面部地下水集排水管 （枝線） 

埋立地底面部地下水集排水管 （幹線） 

地山部（県道側）の地下水集排水管 

材質・管径 

底面部管：高耐圧ポリエチレン管 

埋立地法面竪型管：高密度ポリエチレン管 

管径：200mm以上 

放流ルート 
地下水集排水管→集水ピット（地下水モニタリングピット）→（既設地

下水集排水管を経由）→防災調整池 

補足メモ 

集水ピットの地下水モニタリングピットで、常時、水素イオン濃度（pH）

と電気伝導度（EC）を計測し、異常値が検出された場合、水処理施設へ

送水する。 

図面類

図面番号 図面名 

Ⅰ-62 地下水集排水施設計画平面図（Ⅰ期） 

Ⅱ-35 地下水集排水施設計画平面図（Ⅱ期） 

Ⅰ-65 地下水集排水施設一般図（Ⅰ期） 

Ⅱ-39 地下水集排水施設一般図（Ⅱ期） 

Ⅰ-44-1、44-2 集水ピット一般図（Ⅰ期） 

Ⅱ-30、31 集水ピット一般図（Ⅱ期） 
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1．地下水集排水施設

(1)県指針基準

地下水集排水施設の県指針基準は、以下のとおりである。

【県指針（p.31）より】 
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(2)地下水集排水施設設計

1) 布設計画

地下水集排水施設の布設計画は、次図のとおりである。

図1 地下水集排水施設布設計画平面図（第Ⅰ期）

図2 地下水集排水施設布設計画平面図（第Ⅱ期）
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2) 地下水集排水施設の構造

地下水集排水施設の構造は、県指針に「地下水集排水設備の構造例」が示されている。

本処分場の地下水集排水施設の構造は、県指針に準じた構造とした。

3) 地下水集排水施設の管種

地下水集排水施設の管種は、県指針に「管材は、十分な強度と耐腐食性を有するもの」

と明記されている。また、「全都清要領」のｐ.227 に「幹線や枝線のような線状の暗渠

排水溝に用いる有孔管としては、従来有孔ヒューム管や有孔塩ビ管が多く使われてきた

が、この他にもポーラス状コンクリート管、有孔ポリエチレン管、有孔コルゲート管、

フィルター付き暗渠排水管、網状管、ヘチマ構造管、集束暗渠管など様々な製品が使用

可能である。」と示されている。本処分場の地下水集排水施設は、土被り高さが最大 23.718

ｍと大きく、十分な強度が必要であり、底面部の地下水集排水管は、高耐圧ポリエチレ

ン管を採用することとした。

また、埋立地法面竪型地下水集排水管は、施工性、経済性を考慮し、合成樹脂管であ

る高密度ポリエチレン管（ポリエチレンダブル管）を採用することとした。また、ポリ

エチレン管の性質として耐腐食性に優れていることが挙げられる。

参考に、全都清要領のｐ.227の抜粋を示す。

【全都清要領ｐ.227の抜粋】

4) 地下水集排水施設の管径

地下水集排水施設の管径は、県指針で「径 200mm以上とし、水理計算により地下水や

湧水を排除するのに十分な径とすること。」とされている。

本処分場の地下水集排水施設の管径は、県指針に準拠し、200mm以上とする。

なお、管径の詳細は、以降に示す。
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5) 地下水量の計算

① 対象流量

地下水量は、後述する「既設地下水集排水管に排水される水量」より、以下のとお

りとする。

〇産業廃棄物最終処分場の地下水量：0.029㎥/sec 

② 地下水量の区分

各区画毎の地下水量は、埋立地底面の面積按分により算定した。

埋立地底面の面積は、次図のとおりである。

図3 埋立地底面面積の区分

以上より、各区画の地下水量は、次表のとおりである。

表1 地下水量の算定

区分
面積

（㎡）
割合

地下水量
(㎥/sec）

A1-1 1,787 31.31% 0.0091

A1-2 1,806 31.65% 0.0092

A2-1 834 14.61% 0.0042

A2-2 1,280 22.43% 0.0065

計 5,707 100.00% 0.029
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6) 地下水集排水施設の流量計算の基本的な考え方

地下水集排水施設の流量計算の基本的な考え方は、以下のとおりである。

◯「埋立地内の地下水集排水管」の流量計算を行う。

○「埋立地内の地下水集排水管」の対象は、雨水排除量と地下水量とする。

○「集水ピットから既設地下水集排水管までの地下水放流管」の流量計算を行う。

◯「集水ピットから既設地下水集排水管までの地下水放流管」の対象は、前述の雨水

排除量と地下水量に加え、不要となった浸出水量とする。

◯雨水排除量は、合理式にて、地下水集排水施設の能力は、マニング式より算出する。

7) 地下水集排水管の流量計算（埋立地内）

① 雨水排除量

(a)算出式

雨水排除量は、合理式より算出する。

Q＝1/360・f・r・A 

Ｑ:雨水排除量（㎥/s）

ｆ:流出係数

ｒ:設計雨量強度(mm/hr)（50年確率）

Ａ:集水区域面積(ha) 

(b)流出係数（ｆ）

流出係数は、雨水集排水施設設計と同じ 1.0（裸地）とする。

(c)設計雨量強度（ｒ）

設計雨量強度は、50年確率としｒ=147.4mm/hrとする。

(d)集水区域面積（Ａ）

雨水排除量の集水区域面積は、次図のとおりである。

なお、埋立地底面の雨水は、全量浸出水となることから集水区域面積より除外する。
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Pl pl p 

図4 集水区域面積（第Ⅰ期）

図5 集水区域面積（第Ⅱ期）

1-1 

1-2 

2-1

2-2
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表2 雨水排除量

② 地下水量

地下水量は、前述したとおりである。

次表に示す。

表3 地下水量の算定

区分
面積

（㎡）
割合

地下水量
(㎥/sec）

A1-1 1,787 31.31% 0.0091

A1-2 1,806 31.65% 0.0092

A2-1 834 14.61% 0.0042

A2-2 1,280 22.43% 0.0065

計 5,707 100.00% 0.029

-1 -2 -3 (m3/s)

A1 153 265 328 746 0.0305

A2 142 184 184 510 0.0209

A3 345 345 267 957 0.0392

A4 323 324 244 891 0.0365

小計 0.1271

A5 143 217 217 577 0.0236

A6 220 393 332 945 0.0387

A7 252 215 467 0.0191

A8 274 329 603 0.0247

小計 0.1061

合計（第Ⅰ期） 0.2332

A7 407 436 299 1,142 0.0468

A8 380 334 714 0.0292

A9 507 491 998 0.0409

小計 0.1169

A10 335 429 764 0.0313

A11 338 338 0.0138

A12 488 488 0.0200

小計 0.0651

合計（第Ⅱ期） 0.1820

0.4152

番号 計
雨水排除量

合計
（第Ⅰ期）+第Ⅱ期

1-2

2-1

2-2

1-1

集水面積(m2)
区画
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③ 地下水集排水管の流下能力

(a)地下水集排水管の流下能力算出式

地下水集排水管の流下能力の算出式は、以下の式より算出する。

Ｑ＝Ｓ×Ｖ

ここで

Ｓ：流水断面積（ｍ2）

Ｖ：平均流速（ｍ/ｓ）

平均流速は、マニング公式によって算出する。

Ｖ＝１／ｎ×Ｒ2/3×Ｔ1/2

ここで

Ｖ：平均流速（ｍ/ｓ）

Ｔ：排水勾配

Ｒ：径深（ｍ）＝Ｓ／Ｐ

Ｓ：流水断面積（ｍ2） 

Ｐ：潤辺長（ｍ）（水路断面の水に触れる壁の長さ）

ｎ：粗度係数（水路形式、材料、潤辺の性状によって値が異なる。）

(b)水勾配（T）

地下水集排水管の排水勾配は、布設計画により設定する。

(c)粗度係数（ｎ）

地下水集排水管の粗度係数は、「道路土工排水工指針」p.21を参考に 0.010とする。

次表に「道路土工排水工指針」に示されている粗度係数を示す。

表4 粗度係数
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(d)通水断面積（S）

地下水集排水管の通水断面は、9割水深とする。

(e)安全率

安全率は、通水断面積を 9割水深としていることから、1.2倍以上とする。

④ 地下水集排水管の流量計算（埋立地内）

前述の内容を踏まえ、地下水集排水管（埋立地内）の流量計算結果を示す。

いずれの管も流出量に対して、十分な流下能力を有している。

表5 地下水集排水管の流量計算（埋立地内）

-1 -2 -3 (m3/s) (m3/s) (m3/s) φ200 φ250 φ300 φ400

A1 153 265 328 746 0.0305 0.0048 0.0560 OK 1.84

A2 142 184 184 510 0.0209 0.0048 0.0301 OK 1.44

A3 345 345 267 957 0.0392 0.0048 0.0560 OK 1.43

A4 323 324 244 891 0.0365 0.0150 0.0532 OK 1.46

小計 0.1271 0.00908 0.13618 0.0074 0.2478 OK 1.82

A5 143 217 217 577 0.0236 0.0100 0.0435 OK 1.84

A6 220 393 332 945 0.0387 0.0150 0.0532 OK 1.38

A7 252 215 467 0.0191 0.0048 0.0301 OK 1.58

A8 274 329 603 0.0247 0.0048 0.0301 OK 1.22

小計 0.1061 0.00918 0.11528 0.0087 0.2687 OK 2.33

合計（第Ⅰ期） 0.2332 0.01826 0.25146

A7 407 436 299 1,142 0.0468 0.0200 0.0615 OK 1.31

A8 380 334 714 0.0292 0.0150 0.0532 OK 1.82

A9 507 491 998 0.0409 0.0150 0.0532 OK 1.30

小計 0.1169 0.00651 0.12341 0.0167 0.3723 OK 3.02

A10 335 429 764 0.0313 0.0100 0.0435 OK 1.39

A11 338 338 0.0138 0.0048 0.0301 OK 2.18

A12 488 488 0.0200 0.0048 0.0301 OK 1.51

小計 0.0651 0.00424 0.06934 0.0065 0.1080 OK 1.56

合計（第Ⅱ期） 0.1820 0.01074 0.19274

0.4152 0.02900 0.44420

1-1

1-2

2-1

2-2

合計
（第Ⅰ期）+第Ⅱ期

結果結果 安全率区画 計番号
雨水排除量

幹線

流下能力勾配
小計

枝線

流下能力

枝線

流下能力

幹線

流下能力
集水面積(m2) 地下水量
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8) 地下水集排水管の流量計算（集水ピットから既設地下水集排水管まで）

① 対象流量の設定

集水ピットから既設地下水集排水管までの対象となる水量は、以下のとおりである。

表6 対象流量の設定

② 雨水排除量

雨水排除量は、前述の表-2に示すとおりである。

◯第Ⅰ期：0.2332㎥/sec 

◯第Ⅱ期：0.1820㎥/sec 

◯合 計：0.4152㎥/sec 

③ 地下水量の算定方法

一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物最終処分場の地下水量の算定には、「全都清

要領」の p.229 に準拠し、「埋立地全体を大きな井戸と見なす方法」の算定式を用いる。 

「全都清要領」に示されている井戸想定の概念図及び地下水量の算定式を次に示す。 

図6 井戸想定の概念図

第Ⅰ期埋立開始時 ◯ ◯ ◯ - -

第Ⅰ期埋立完了時 - ◯ ◯ - ◯

第Ⅱ期埋立開始時 ◯ ◯ - - -

第Ⅱ期埋立完了時 - ◯ - ◯ -

区分 雨水排除量
第Ⅱ期予定地

雨水流出量

処理不要

浸出水量

第Ⅰ・Ⅱ期境界箇所

雨水流出量

本処分場箇所

地下水量
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算定式は次のとおりである。 

Ｑ＝4×ｋ×r×（Ｈ－ｈ0）  

  Ｑ：地下水量（ｍ3/s）  

ｋ：透水係数（ｍ/s）  

ｒ：井戸の半径（ｍ）（ｒ=（Ａ/π）＾1/2、Ａ：埋立地底面の面積） 

Ｈ：原地下水頭（ｍ）  

ｈ0：井戸の水位（ｍ） 

④ 地下水量の算定

(a)透水係数

一般廃棄物最終処分場範囲では新たな調査が行われていないため、事業計画書と同

様に、平成 20 年度の地質調査結果より設定された透水係数を適用する。 

◯一般廃棄物最終処分場の透水係数：5.39×10-4cm/sec 

表7 事業計画書に示される一般廃棄物最終処分場の透水係数

産業廃棄物最終処分場の透水係数は、事業計画書では、表-8 に示すとおり 7.61×

10-4cm/sec として設定されているが、令和 4 年度に実施した地質調査結果を含め想定

される当該地に分布する地層の透水係数を表-9 に示し、適用する透水係数について検

討を行う。 

表8 事業計画書に示される産業廃棄物最終処分場の透水係数
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表9 透水係数（地質調査報告書より）

種類・状態
提案値

(m/sec）
備考

盛土　砂質土 5.57×10-7 クレーガーの推定式

盛土　粘性土 3.66×10-7 クレーガーの推定式

盛土　粘性土 1.97×10-6 クレーガーの推定式

粘性土
やや柔らかいもの 9.13×10-6 現場透水試験結果

粘性土
やや柔らかいもの 2.11×10-6

同時期に堆積したと
考えられる粘性土の
L2cと同等とする

砂質土
密実でないもの 1.34×10-5 クレーガーの推定式

砂質土
密実と密実でない

ものの中間
1.34×10-5

同時期に堆積したと
考えられる砂質土の
L1pcと同等とする

粘性土
やや柔らかいもの 2.11×10-6 現場透水試験結果

10未満が主体の層 DL 2.14×10-5 現場透水試験結果

10～30が主体の層 DH 2.14×10-5
固結度の低いN値10未満
の層と同等とすることで

安全側と考える

30以上が主体の層 CL 2.95×10-7 現場透水試験結果

10未満が主体の層 DL 1.01×10-7 現場透水試験結果

10～30が主体の層 DH 1.01×10-7
固結度の低いN値10未満
の層と同等とすることで

安全側と考える

30以上が主体の層 CL 1.01×10-7
固結度の低いN値10未満
の層と同等とすることで

安全側と考える

L1pc

L2s

L2c

M1

M2

地層

L1c

道路盛土

B2

B3c

Ac

本検討では、計算上安全側（水量が多く算出される）となる、調査結果から想定さ

れる透水係数を適用する。 

〇産業廃棄物最終処分場の透水係数：2.14×10-5m/sec（2.14×10-3cm/sec） 
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(b)井戸の半径

井戸の半径は、埋立地底面の面積より算出する。

埋立地底面の面積は、次図のとおりである。

図7 埋立地底面の面積

一般廃棄物の埋立地底地の面積は、8,390ｍ2、産業廃棄物最終処分場の埋立地底面

の面積は、5,707ｍ2である。 

そのため、井戸の半径は、以下のとおりとなる。 

○一般廃棄物最終処分場の井戸半径：52ｍ（（8,390/3.14）＾0.5＝51.69≒52ｍ） 

◯産業廃棄物最終処分場の井戸半径：43ｍ（（5,707/3.14）＾0.5＝42.63≒43ｍ） 

(c)原地下水頭と井戸の水位の差

産業廃棄物最終処分場の原地下水頭と井戸の水位差は、ボーリング調査における掘

削時の確認水位及び水位観測結果とその地点における処分場造成時の計画掘削高とを

比べ、水位差が最大となる値を採用した。地下水位と計画掘削高の整理を次表及び次

図に示す。 

この結果、供用時には R4-B-6 付近で水位差が最大となり水位差は 7.65m 程度とな

る。また、地盤対策施工中には、さらに 3m 程度の掘削を行うこととなる。しかし、こ

れを考慮し、対策範囲にある地点の水位差に 3m 加えたとしても、水位差の最大値に変

わりはない。 

よって、産業廃棄物最終処分場における水位の差は 8m とした。 

A=8,390 ㎡（一般廃棄物最終処分場）

A=5,707 ㎡（産業廃棄物最終処分場） 
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表10 本処分場内のボーリング地点における地下水位と計画掘削高

図8 本処分場内のボーリング地点における地下水位と計画掘削高との関係

地盤標高 水位標高
ボーリング地点の

計画掘削高
供用時の水位差 施工中の水位差

T.P.(m) T.P.(m) T.P.(m)
水位面が高くなると

マイナス表示

地盤対策時の

3m掘削を考慮

H20-B-3 45.50 40.96 44.50 3.54 - ボーリング掘削時の確認水位

H24.No.1 31.50 28.20 29.80 1.60 - 水位観測による最高水位

H27-B-3 39.15 30.20 40.27 10.07 - ボーリング掘削時の確認水位

R1-B-4 28.57 23.01 27.40 4.39 1.39 ボーリング掘削時の確認水位

R1-B-5 35.60 33.28 28.60 -4.68 - ボーリング掘削時の確認水位

R1-B-6 42.10 30.54 30.50 -0.04 - ボーリング掘削時の確認水位

R1-B-7 25.62 21.07 29.40 8.33 5.33 ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-1 31.49 28.29 29.60 1.31 -1.69 ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-2 29.61 19.41 26.40 6.99 3.99 ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-3 34.94 30.87 35.90 5.03 - ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-5 25.01 20.96 29.20 8.24 5.24 ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-6 34.83 34.53 26.88 -7.65 - ボーリング掘削時の確認水位

R4-B-7 44.00 39.46 41.20 1.74 - 水位観測による最高水位

R4-B-8 37.63 35.23 40.00 4.77 - ボーリング掘削時の確認水位

孔名 備考

掘削に伴う水位差が最大となる 

橙のハッチング：第Ⅰ期の地盤対策範囲 

緑のハッチング：第Ⅱ期の地盤対策範囲 
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また、一般廃棄物最終処分場範囲において、水位が観測できている既往の調査結果

としては H20-B-2 がある。H20-B-2 の地下水位と計画掘削高の整理を次表及び次図に

示す。 

この結果、一般廃棄物最終処分場における水位の差は 10.8m となり、安全側を考慮

し 11m とした。 

表11 一般廃棄物最終処分場内のボーリング地点における地下水位と計画掘削高

図9 測点 No.18における想定横断図

○一般廃棄物最終処分場の水位差：11ｍ 

◯産業廃棄物最終処分場の水位差：8ｍ 

地盤標高 水位標高
ボーリング地点の

計画掘削高

計画掘削高さと

水位面の関係

T.P.(m) T.P.(m) T.P.(m)
水位面が高くなると

マイナス表示

H20-B-2 28.60 7.80 10.00 -10.8 ボーリング掘削時の確認水位

孔名 備考
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(d)地下水量

前述を踏まえた本処分場の地下水量は、以下のとおりである。 

◯一般廃棄物最終処分場の地下水量 

⇒4☓5.39×10-4×1/100☓52☓11.0＝0.0123323ｍ3/sec≒0.0123ｍ3/sec 

◯産業廃棄物最終処分場の地下水量 

⇒4☓2.14×10-3×1/100☓43☓8.0＝0.0294464ｍ3/sec≒0.029ｍ3/sec 

⑤ 第Ⅱ期予定地の雨水量

第Ⅱ期予定地の雨水量算出の流域図は、次図のとおりである。 

図10 第Ⅱ期予定地の流域図

合理式により雨水量を算出する。合理式に用いる設定条件は前述の値を用いる。 

 Ｑ＝1/360×f×r×Ａ＝1/360×1.0×147.4×0.8268＝0.33852 

表12 第Ⅱ期予定地の雨水量

区分
集水面積

(m2)

雨水流出量

（㎥/sec）

第Ⅱ期予定地
（現況への雨水量） 8,268 0.3385
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⑥ 処理が不要になった浸出水量

本処分場の処理が不要になった浸出水量は、以下のとおりである。 

○最大年（平成元年）：1,307 ㎥/日 

○最大月間年（平成 30 年）：1,725 ㎥/日 

〇最大月間年②（平成 9 年）：1,220 ㎥/日 

以上により、処理が不要となった浸出水量（埋立終了時）は、最大年（平成 30 年）の

浸出水量が最も多いと考えられることから、1,725 ㎥/日＝0.0199 ㎥/sec≒0.02 ㎥/sec

とする。 

⑦ 第Ⅰ・Ⅱ期境界箇所の雨水流出量

第Ⅰ・Ⅱ期境界箇所の雨水流出量算出の流域図は、次図のとおりである。 

図11 第Ⅰ・Ⅱ期境界箇所の流域図

合理式により雨水量を算出する。合理式に用いる設定条件は前述の値を用いる。 

Ｑ＝1/360×f×r×Ａ＝1/360×1.0×147.4×0.8221＝0.33660 

表13 第Ⅰ・Ⅱ期境界箇所の雨水量

区分
集水面積

(m2)

雨水流出量

（㎥/sec）

第Ⅰ・Ⅱ期境界の
雨水流出量 8,221 0.3366
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9) 流出量のまとめ

前述した地下水量、雨水排除量、処理が不要となった浸出水量を総括すれば、次表の

とおりとなる。 

表14 流出量のまとめ

（㎥/sec）

第Ⅰ期埋立開始時 0.2332 0.01826 0.3385 - - 0.58996

第Ⅰ期埋立完了時 - 0.01826 0.3385 - 0.3366 0.69336

第Ⅱ期埋立開始時 0.1820 0.0290 - - - 0.21100

第Ⅱ期埋立完了時 - 0.0290 - 0.0200 - 0.04900

計区分 雨水排除量
本処分場箇所

地下水量
第Ⅱ期予定地
雨水流出量

処理不要
浸出水量

第Ⅰ・Ⅱ期
境界箇所

雨水流出量

10) 地下水集排水管の流量計算結果

前述した内容を踏まえた集水ピットから既設地下水集排水管までの流量計算結果は、

次表のとおりである。 

    いずれの管も流出量に対して、十分な流下能力を有している。 

表15 地下水集排水施設の流量計算

幹線

流下能力

φ700

第Ⅰ期埋立開始時 0.23320 0.01826 0.33850 - - 0.58996 0.00500 0.851 OK

第Ⅰ期埋立完了時 - 0.01826 0.33850 - 0.33660 0.69336 0.00500 0.851 OK

第Ⅱ期埋立開始時 0.18200 0.02900 - - - 0.21100 0.00500 0.851 OK

第Ⅱ期埋立完了時 - 0.02900 - 0.02000 - 0.04900 0.00500 0.851 OK

第Ⅱ期予定地
雨水流出量

処理不要
浸出水量

第Ⅰ・Ⅱ期
境界箇所

雨水流出量
勾配区分 雨水排除量

本処分場箇所
地下水量

計 結果
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11) 地下水集排水施設の布設位置、管径及び機能

地下水集排水施設の布設位置、管径及び機能を次表に示す。

表16 地下水集排水施設の布設位置、管径及び機能

布設位置 管 径 機 能

埋立地法尻部 

地下水集排水管 

φ200mm 

φ300mm 

法面から発生する地下水及び湧水を集水す

るため、埋立地法面の法尻部に設置する。 

埋立地法面竪型 

地下水集排水管 
φ200mm 

小段排水溝で集水された、廃棄物に接触し

ていない雨水を埋立地底面の支線へ導水す

るため、埋立地法面の背面部に設置する。 

雨水・地下水排除 

専用管 
φ700mm 

区画埋立を行うため、未埋立エリアの雨水

及び地下水をモニタリング後に排水するた

めの専用管で、集水ピットから接続桝の間

に配置する。 

埋立地底面部 

地下水集排水管(幹線) 

φ300mm 

φ400mm 

φ500mm 

地下水を集水ピットへ導水する。 

埋立地底面部 

地下水集排水管(枝線) 

φ200mm 

φ250mm 

埋立地法尻部で集水された地下水を埋立地

底面部地下水集排水管（幹線）へ導水する。

幹線に対して、概ね 20ｍピッチに配置する。 

(3)排水ルート

排水ルートの概要は、以下のとおりである。

○第Ⅰ期：地下水集水⇒第Ⅰ期集水ピット⇒既設地下水集排水管に排水⇒防災調整池へ

○第Ⅱ期：地下水集水（第Ⅰ期の地下水を含む）⇒第Ⅱ期集水ピット⇒既設地下水集排

水管に排水⇒防災調整池へ

なお、第Ⅰ期埋立終了後は、第Ⅰ期と第Ⅱ期の集水ピットを排水管により接続し、第

Ⅰ期の地下水は、第Ⅱ期の集水ピットを経由し排水する。
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図12 地下水排水ルート（第Ⅰ期）

図13 地下水排水ルート（第Ⅱ期）
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(4)小段排水

本処分場は、雨水を積極的に地下水へ排水し、浸出水量の削減を図るため、小段排水を

設けることとした。

小段排水は、小段部に設置するシート固定工を利用して設置する。その排水口は埋立の

進行に合わせて（埋立高さが小段高さを越える段階）、適切な遮水材を用いて、確実な方法

で閉塞する。

小段排水の設置箇所は次のとおりである。

図14 小段排水設置箇所（第Ⅰ期）
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図15 小段排水設置箇所（第Ⅱ期）

(5)既設地下水集排水管

1) 既設地下水集排水管の布設状況

一般廃棄物最終処分場の底面には、ポリエチレンダブル管φ700mmの既設地下水集排

水管（延長 348.63m）が布設されている。

この既設地下水集排水管の下流端部は、防災調整池に接続されており、上流端部には

集水桝が設置されている。

次図に、既設地下水集排水管の平面図、縦断図を示す。

図16 既設地下水集排水管の平面図
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図17 既設地下水集排水管の縦断図

2) 既設地下水集排水管に排水される水量

既設地下水集排水管に排水される水量は、表-14 に示す水量に、一般廃棄物最終処分

場の地下水量を追加したものである。

次表に、既設地下水集排水管に排水される水量のまとめを示す。本表から既設地下水

集排水管に排水される量が最大となるのは、第Ⅰ期埋立完了時の 0.70566ｍ3/secである。

表17 既設地下水集排水管に排水される水量

第Ⅰ期埋立開始時 0.23320 0.01826 0.01230 0.33850 - - 0.60226

第Ⅰ期埋立完了時 - 0.01826 0.01230 0.33850 - 0.33660 0.70566

第Ⅱ期埋立開始時 0.18200 0.02900 0.01230 - - - 0.22330

第Ⅱ期埋立完了時 - 0.02900 0.01230 - 0.02000 - 0.06130

計

一般廃棄物最
終処分場箇所
地下水量
（追加）

区分 雨水排除量
本処分場箇所
地下水量

第Ⅱ期予定地
雨水流出量

処理不要
浸出水量

第Ⅰ・Ⅱ期
境界箇所
雨水流出量

3) 既設地下水集排水管の流下能力

① 既設地下水集排水管の流下能力算出式

既設地下水集排水管の流下能力は、以下の式より算出する。

Ｑ＝Ｓ×Ｖ

ここで

Ｓ：流水断面積（ｍ2）

Ｖ：平均流速（ｍ/ｓ）

平均流速は、マニング公式によって算出する。

Ｖ＝１／ｎ×Ｒ2/3×Ｔ1/2

ここで

Ｖ：平均流速（ｍ/ｓ）

既設集水桝 既設地下水集排水管 
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Ｔ：排水勾配

Ｒ：径深（ｍ）＝Ｓ／Ｐ

Ｓ：流水断面積（ｍ2）

Ｐ：潤辺長（ｍ）（水路断面の水に触れる壁の長さ）

ｎ：粗度係数（水路形式、材料、潤辺の性状によって値が異なる。）

既設地下水集排水管φ700の流量計算の条件を以下に示す。

(a)排水勾配（T）

既設地下水集排水管の排水勾配は、縦断図より、下流端部（FH=8.55ｍ）、上流部

（FH=14.15ｍ）、延長（L=299.12ｍ）であり、排水勾配は、以下のとおり設定する。

T=（14.15-8.55）/299.12×100＝1.87％

図18 既設地下水管の縦断図

(b)粗度係数（ｎ）

既設地下水集排水管は、φ700 の高密度ポリエチレンダブル管である。この管の粗

度係数は、「道路土工排水工指針」p.21を参考に 0.010とする。

次表に「道路土工排水工指針」に示されている粗度係数を示す。
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表18 粗度係数

4) 通水断面積（S）

既設地下水集排水管（φ700）の通水断面は、8割水深とする。

5) 流下能力（Q）

既設地下水集排水管の流下能力は、以下のとおりとなる。

Ｖ＝１／ｎ×Ｒ2/3×Ｔ1/2＝1／0.010×0.2132/3×（1.87/100）1/2＝4.877ｍ/sec 

Ｑ＝Ｓ×Ｖ＝0.33×4.877＝1.609≒1.61ｍ3/sec  

6)既設地下水集排水管の流下能力の確認

以上より、雨水排除量、地下水量等の流出量 0.70566ｍ3/sec（最大）に対して、既設

地下水集排水管の流下能力は 1.61ｍ3/secであり、十分な流下能力を有している。
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2．地下水管理について

○万一、遮水工に異常が生じ、浸出水が埋立地外へ漏れ出した場合、最初に埋立地下部

の地下水に変化が生じる可能性が高い。埋立廃棄物は、燃え殻・ばいじんが多くを占

めるため、それらに含まれる成分を考慮すると、浸出水は塩類を非常に多く含む水質

であることが予想される。

○第Ⅰ期埋立において、地下水集排水管で集水された地下水は、地下水と浸出水の一体

構造の集水ピットの地下水モニタリングピットに集水される。

○地下水モニタリングピットでは、集水された地下水の pH と EC を自動計測し、この

水質検査の結果、問題のない地下水は、地下水ピットへ導水された後、既設地下水集

排水管（φ700）へ放流する。

○地下水の水質異常を認めた場合は、地下水モニタリングピットと地下水ピットの間の

止水バルブを閉じ、（通常は、「開」とし、pHと ECを計測結果により自動で「閉」と

する。）既設地下水集排水管への放流は行わない。

○止水バルブは、地表より操作できる仕様とする。

○水質異常を認めた場合の地下水モニタリングピットの地下水は、隣接する浸出水集水

ピットへポンプアップした後、浸出水処理施設で処理を行う。

○第Ⅰ期埋立は、約 10年間で埋立終了となる予定であるが、その後、第Ⅰ期集水ピット

の上部は、第Ⅱ期埋立として埋立を行う。（第Ⅰ期集水ピット内で配管接続の上、ピッ

トは、砕石等を充填し閉塞させる。）

○第Ⅱ期埋立時には、第Ⅰ期集水ピットのメンテナンス等（ポンプ等の交換）が困難と

なることから、第Ⅰ期集水ピットから第Ⅱ期集水ピットへ地下水管、浸出水管を連結

させる。

○第Ⅰ期集水ピット埋設時には、第Ⅰ期集水ピットの機能を第Ⅱ期集水ピットに集約さ

せ、第Ⅱ期埋立時に閉塞させる。

○第Ⅱ期埋立の地下水は、第Ⅰ期、第Ⅱ期埋立の地下水が集水されるが、地下水の管理

は、第Ⅰ期集水ピットと同様とする。
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名　　称記　号 備　　考
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第Ⅰ期／地下水集排水施設計画平面図

S=1：1000

産業廃棄物管理型最終処分場

鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:1000

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／地下水集排水施設計画平面図

Ⅰ-62

φ400幹線(無孔管)
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i=4.8‰

φ500幹線(無孔管)
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淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業
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淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場

鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:1000

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／地下水集排水施設計画平面図

凡　　　例

名　　称記　号 備　　考

既設地下水集排水管

小段雨水排水口

Ⅱ-35

備　　考

有孔ポリエチレン管φ200

有孔ポリエチレン管φ700

無孔ポリエチレン管φ700

有孔ポリエチレン管φ300、φ400

有孔ポリエチレン管φ200

無孔ポリエチレン管φ300、φ400、φ500

有孔ポリエチレン管φ200

第Ⅱ期／地下水集排水施設計画平面図

S=1：1000
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S=1:60

第Ⅰ期／地下水集排水施設一般図
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淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場

鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:60

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／地下水集排水施設一般図
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S=1:60第Ⅱ期／地下水集排水施設一般図
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第Ⅰ期／集水ピット一般図(1/2)

S=1:200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業
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鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:200

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺
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業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／集水ピット一般図（1/2）
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第Ⅰ期／集水ピット一般図(2/2)

S=1:200

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場
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図面番号1:200

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅰ期／集水ピット一般図（2/2）

Ⅰ-44-2

Ｇ-Ｇ

1
:
2
.
0

EL=26.638

1
:
2
.
5

DL=20.00

第1期Φ1000浸出水管EL=26.660

緊急遮断バルブφ1000

3
0
0

Ｅ-Ｅ

1
:
2
.
0

EL=26.406

1
:
2
.
5

DL=20.00

Φ500両ﾌﾗﾝｼﾞ短管 地下水無孔管EL=24.20 L=1.7m

1250

1000 1250

5
0
0

EL=26.638

600 1400

1
2
5
0

Φ500ダクタイル鋳鉄管

(ﾌﾗﾝｼﾞ付き短管2号)

Ｆ-Ｆ

1
:
2
.
0

1
:
2
.
5

DL=20.00

500

5
0
0

2
0
0

1500 1500

3
0
0
0

EL=26.638

EL=26.406

Φ1000両ﾌﾗﾝｼﾞ短管 浸出水送水管EL=26.660　L=1.7m

Ｐ

Ｐ

700

1.8*0.7

(FRP製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ)
配管ｽﾘｰﾌﾞΦ200

床ステージ

5
0
0

マンホール蓋

(FRP)φ750

ﾊﾞﾙﾌﾞφ1000スラブ上操作器

1
3
0
0

マンホール蓋

(FRP)□600*700

600

400

Ｐ

マンホール蓋

(FRP)φ750

マンホール蓋

(FRP)□600*700

後打ちコンクリート

後打ちコンクリート

1
:
2
.
0

1
:
2
.
5

ブチルゴム系接着剤

ブチルゴム系接着剤

ブチルゴム系接着テープ

W=110mm

補強貼りシート

エポキシ樹脂系接着剤

シール材

ハンド融着

ハンド融着

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm)

集水ピット天端　FH=31.5

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)

Ｂ部詳細図

EL=31.00

EL=31.50

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

法面遮水工

Ｂ部詳細図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm　L=(14.7m+3.0m*2)*2枚=41.4m)

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)

n=(73箇所+15箇所*2)=206箇所

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

EL=31.00

EL=31.50

法面遮水工

Ａ部詳細図

1
:
2
.
0

Ａ部詳細図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm)

アンカーボルト固定(SUS　M6-45,@200mm)

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

遮光マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布入り)t=10mm

遮水シート:LLDPE(ﾒﾀﾛｾﾝ系ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ)t=1.5mm

保護マット:導電性不織布t=10mm

保護マット:短繊維不織布反毛ﾌｪﾙﾄ(基布なし)t=10mm

ａ

ａ

ａａ

ａ-ａ

ｼｰﾄ固定工詳細図(集水ﾋﾟｯﾄ)

平面図

フラットバー(SUSt=3mm,W=40mm　L=(14.7m+3.0m*2)*2枚=41.4m)

ｂ

ｂ

ｂ-ｂ

Φ400地下水管
Φ300地下水管

Φ800浸出水集排水管

EL=26.840

EL=24.20

⑥ － 33

⑬ － (4) － 34

Owner
長方形



Ａ

Ａ-Ａ

Ｐ

再生クラッシャーラン

RC-40

Φ700雨水排除専用管底EL=20.900

④地下水ピット

②取水ピット

モリタリング

ピット

③地下水

①沈砂ピット

EL=40.00

Ｐ

第Ⅱ期／集水ピット一般図(1)

S=1:200

既設管と同口径

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

Ｂ－Ｂ

④地下水ピット

モリタリング

③地下水 ①沈砂ピット

Ⅰ期φ1000浸出水排水管

Ⅱ期φ900浸出水排水管

Ⅰ期Φ500地下水排水管

ピット

Ⅱ期2-2区画φ300地下水集水管

Ⅱ期2-1区画φ400地下水集水管

DL=20.00

Ⅰ期Φ1000浸出水排水管

Ⅱ期2-2区画φ300地下水排水管 EL=23.950

EL=23.970

Ⅱ期Φ900浸出水排水管

EL=26.050

Ⅰ期φ500地下水排水管 EL=23.813

Ⅱ期2-1区画φ400地下水排水管 EL=23.613

Ｐ

Ｃ-Ｃ

Ａ

ピット

Ｅ-Ｅ

EL=40.00

止水バルブφ700

Ｄ-Ｄ

EL=40.00

1
2
0
3

既設排水管接続桝へ

Ⅱ期Φ700雨水排除(地下水排水)管 EL=20.900

Ｄ Ｆ ＧＥ

Ｄ Ｆ
Ｇ

Ｅ

止水バルブφ700

再生クラッシャーラン

RC-40

再生クラッシャーラン

RC-40

DL=20.00

淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備事業

産業廃棄物管理型最終処分場

鳥取県環境管理事業センター

図面番号1:200

公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／集水ピット一般図（1）

Ⅱ-30

900

1300

②取水ピット

550 1000

Ⅱ期　Φ700地下水排水管

700

600

7
0
0

3
0
0

1
2
0
0

DL=20.00

Ⅰ期φ500地下水排水管 EL=23.813

Ⅱ期2-1区画φ400地下水排水管 EL=22.100

Ⅱ期2-2区画φ300地下水排水管 EL=23.950

Ｄ Ｆ ＧＥ

Ｄ Ｆ
Ｇ

Ｅ

1200

1
8
0
0

1
3
0
0

9
0
0

1
3
0
0

1200

1
8
0
0

7
5
0

9
0
0

1
2
0
0

200
9002800

12001200

④地下水ピット

モリタリング

③地下水

①沈砂ピット

ピット

②取水ピット

1800

1800

1800

700

1200

1200

1200

1800

1800

400

Ⅱ期φ900浸出水集排水管

900

1300

700

1
2
0
0

1200

1
8
0
0

1
3
0
0

9
0
0

1
3
0
0

1200

1
8
0
0

9
0
0

1
2
0
0

1800

200
9002800

7
0
0

1300

4
6
0
0

マンホール蓋

(FRP)φ600

Ｐ

3
0
0

7
0
0

7
2
0

600

1200

1200

1200

6
6
0
0

1200

マンホール蓋

(FRP)□600*720

マンホール蓋

(FRP)□600*700

850850

1.8*0.7開口

(FRP製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ)

7
0
0

7
0
0

3
0
0

1150600600

ＰＰＰ

配管ｽﾘｰﾌﾞΦ200

1800

1800

1800

1800

マンホール蓋

(FRP)φ600

マンホール蓋

(FRP)φ600

マンホール蓋

(FRP)φ600

ＰＰＰＰ

Ｐ

200

1300760

6
0
0

4
0
0

マンホール蓋

(FRP)□600*720

配管ｽﾘｰﾌﾞΦ200

400 400

1000 550

Ⅰ期Φ500地下水排水管

Ⅱ期2-1区画φ400地下水集水管

550 1000 1000 550

Ⅱ期2-2区画φ300地下水集水管

7
0
0

2
0
0

3
9
5
0

1
2
5
0

1
0
0
0

床ステージ

600

400

1300

3
0
0

ﾊﾞﾙﾌﾞφ700スラブ上操作器

ﾊﾞﾙﾌﾞφ1000スラブ上操作器

ﾊﾞﾙﾌﾞφ900スラブ上操作器

ﾊﾞﾙﾌﾞφ1000,900スラブ上操作器

緊急遮断バルブφ900

緊急遮断バルブφ1000

バルブφ700

1
0
0
0

3
0
0

1
0
0
0

Ｐ

1
0
0
0

Ⅰ期φ1000浸出水排水管

Ａ Ａ

Ⅱ期　Φ700地下水排水管

Ⅰ期Φ1000浸出水排水管

EL=23.970

⑬ － (4) － 35



第Ⅱ期／集水ピット一般図(2)
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公益財団法人 鳥取県環境管理事業センター事業主体

縮　　尺

図 面 名

業 務 名

事 業 名

第Ⅱ期／集水ピット一般図（2）
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⑬＿施設の能力計算書

（５）防災調整池計算書

備考（変更の概要、変更の理由など）

・⑬(3)雨水集排水施設計算書の説明に委ねることとし、本章での説明は省略する。



 



⑬(5) 防災調整池

提示資料の要点
当該基準に関する説明は、別章⑬(3)雨水排水路の説明によるものとする。

【県指針 P.11】

⑬ － (5) － 1



 



 

 

⑬＿施設の能力計算書 

 

（６）埋立ガス処理施設検討書 

 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

埋立地のレイアウト変更により、竪型ガス抜き管設置箇所を見直した。 

 

 

  



 



⑬（6） 埋立ガス処理施設 

♦提示資料の要点 

埋立地内部で発生するガス（埋立ガス）を排除するため、埋立地内に設置する竪型集排水

管を通気のための施設とする。 

♦設計基準、関連基準 

基準省令 第 2 条第 2 項第 3 号（＝第 1 条第 2 項第 16 号） 

県指針 4-3-7 ガス抜き設備 

全都清要領 9 章 埋立ガス処理施設（pp.401～416） 

その他 なし 

♦概要・ポイント 

○埋立ガスは、周辺の生活環境に支障のない方法で大気に放出させる。 

○埋立ガスは、浸出水集排水管（法面部）及び竪型集排水管（いずれも浸出水の集排水と

ガス抜きの兼用）により、速やかに大気に放出させる。（当該設備の構造は、本資料後段

で示す。） 

○当該設備は、浸出水集排水管の幹線・枝線に接続させるものとし、適切な配置密度で設

置し、準好気性の雰囲気を保たせるものとする。なお、竪型集排水管は所定の箇所数を

満たす 16 箇所を設置する。 

○当該設備は、十分な強度と耐腐食性を有する管材を用いる。 

○概要は下表のとおり。 

設置密度 合計 16 箇所（面積 22,100m

2

） 

埋立地内に、2,000m

2

当たり１箇所以上となるように設置 

管径 φ200ｍｍ以上 

材質 高密度ポリエチレン管（有孔管） 

 

♦図面類 

図面番号 図面名 

Ⅰ-39 浸出水集排水施設計画平面図（Ⅰ期） 

Ⅱ-23 浸出水集排水施設計画平面図（Ⅱ期） 

 

♦根拠資料 

資料名 備考 

なし  
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1．埋立ガス処理施設設計 

(1) 県指針基準 

埋立ガス処理施設の県指針基準は、以下のとおりである。 

【県指針（p.32、p.18、p.19）より】 
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(2) 敷設計画 

竪型集排水管（ガス抜き管）の配置は、16 箇所（埋立面積 22,100 ㎡÷2,000 ㎡/箇所≒ 

12 箇所以上が必要である。）とする。詳細は以下に示す。 

〇第Ⅰ期：埋立面積 12,224 ㎡、ガス抜き管設置数 8 箇所、１本当り面積 1,528 ㎡ 

〇第Ⅱ期：埋立面積 9,866 ㎡、ガス抜き管設置数 8 箇所、１本当り面積 1,233 ㎡ 

また、ガス抜き管の敷設箇所は次図のとおりである。 

図1 第Ⅰ期／埋立ガス処理施設の敷設箇所 

図2 第Ⅱ期／埋立ガス処理施設の敷設箇所 
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(3) 基本構造

1)底部の竪型集排水管

○竪型集排水管は、φ200mm の高密度ポリエチレン管（有孔管）とし、県指針 4-3-7

③エによりガス抜き管を兼ねるものとする。 

○竪型集排水管は、自立できるように管の周囲をふとん篭等で固定することを基本

とするが、埋め立ての進捗に合わせて施工する。 

○竪型集排水管は、「全都清要領」（p.328）の「竪型集排水管を埋立ガス処理施設と

兼用する場合は、浸出水集排水管と連結することが望ましい。」に従い、浸出水集

排水管に接続させる。
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2) 法面部の浸出水集排水管、小段部の竪型集排水管 

 

  

        

○浸出水集排水管及び竪型集排水管は、φ200mm の高密度ポリエチレン管（有孔管）とし、

県指針 4-3-7③エによりガス抜き管を兼ねるものとする。 

○竪型集排水管は、自立できるように管の周囲をふとん篭等で固定することを基本とする

が、埋め立ての進捗に合わせて施工する。 

○竪型集排水管は、「全都清要領」（p.328）の「竪型集排水管を埋立ガス処理施設と兼用す

る場合は、浸出水集排水管と連結することが望ましい。」に従い、浸出水集排水管に接

続させる。 

 

遮光マット固定工 
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⑬＿施設の能力計算書 

 

（７）浸出水処理設備設計計算書 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

・水処理工程の選定、運転時間など、主たる設計の考え方に変更なし。 

・詳細設計による施設条件の変更等（例：調整槽容量 7,100→7,480m3以上）に伴い全体の再計

算を実施した。 
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⑭＿浸出水処理設備に係る

水量・水質の根拠書類



 



 

 

⑭＿浸出水処理設備に係る 

水量・水質の根拠書類 

 

（１）浸出水処理計画書 

 

（埋立期別計画・埋立順序等を踏まえた 

浸出水調整設備規模、浸出水処理設備能力に関する計算書） 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

H28 事業計画時の考え方に基づき、次のとおりの設計変更を行った。 

・最終処分場の構造・設備指針及び維持管理指針（県指針）の反映  

H28 事業計画では平成 21 年改正版の県指針に準拠していたが、本変更計画では平成 30 年 7

月版における変更を反映させている。 

・降水量データの更新  

H28 事業計画では平成 26 年を最終年とする過去 37 年間（昭和 53 年～平成 26 年）の降水時

系列より設定していたが、本変更計画ではこれに加え、令和 4 年を最終年とする過去 45 年（昭

和 53 年～令和 4 年）の降水時系列を用いた。 

・埋立計画  

令和５年度に実施した詳細設計に基づき、改めて検討した埋立計画を施設規模算定に反映さ

せた。 

 

 

  



 



⑭(1) 浸出水処理計画書

提示資料の要点

埋立地内から浸出水集水ピットを経由して送水された浸出水の水量及び水質の変動を調整

することができる耐水構造の浸出水調整池（以下、「浸出水調整槽」という）を設置する。

＜設計基準、関連基準等＞

基準省令 第 2条第 1項第 4号（＝第１条第１項第５号へ）

県指針 4-3-5浸出液処理設備

全都清要領 8章 浸出水処理施設（pp.341-400）

はじめに

「H28事業計画書」の見直しを行った主な項目及びその内容は次のとおりである。

見直し部分 備考 

1 最終処分場の構造・設備指針及び

維持管理指針（「県指針」）の反映 

「H28 事業計画書」では平成 21 年改正版、本計画

書では平成 30 年 7 月版を反映 

2 施設規模算定に係る降水量データ

の更新 

「H28 事業計画書」では平成 26 年を最終年とする

過去 37 年間（昭和 53 年～平成 26 年）の降水時

系列より設定していた。 

 本計画書では、「H28 事業計画書」に加え、令和

4 年を最終年とする過去 45 年（昭和 53 年～令和

4 年）の降水時系列とした。

3 埋立計画 令和 5 年度に実施した詳細設計に基づき改めて検

討した埋立計画を施設規模算定に反映した。 

なお、「H28事業計画書」で示した、浸出水処理能力（Ⅰ期：35ｍ3／日、Ⅱ期：70ｍ3／

日）は決定事項とし、上記の変更を踏まえ、浸出水調整槽の必要容量を検討した。
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1．浸出水処理施設規模算定の考え方

(1)施設規模に関する技術基準等

浸出水処理施設規模に関する技術基準は、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の

最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項について」であるが、

当基準によれば、浸出水処理施設規模は浸出水量と調整池容量等を勘案して設定し、少な

くとも日平均降雨（水）量に対応した規模とすることが明記されている。

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の

運用に伴う留意事項について（公布日：平成 10 年 7 月 16 日、環水企 301・衛環 63） 

一七 浸出液処理設備(第五号ヘ) 

～中略～ 

浸出液処理設備の規模は、保有水等集排水設備により集められる保有水等の量、調整池の

容量等を勘案して設定すること。なお、浸出水処理設備の処理能力は、少なくとも当該地域

における日平均降雨量に対応したものとすること。 

特に、環境省の交付金事業とする事業にあたっては、ぞれぞれの交付取扱要領において、

「別に定める廃棄物処理施設の性能指針等に適合していること。」と規定されており、「性

能指針」に基づいた施設計画を図ることになる。

ちなみに、当「性能指針」によれば、調整池容量は、「既往日降水量、蒸発量等を用いた

計算結果により、埋立地の底部に保有水等が貯水されないように維持できる容量が確保さ

れていること」として明記されている。

廃棄物最終処分場性能指針（抜粋） 

6 調整池の容量 

(1) 性能に関する事項 

～中略～ 

(2) 性能に関する事項の確認方法 

設計図書及び使用する材料・製品の仕様等により、以下の性能に関する事項の適正を確認

すること。 

ア 埋立地の気象条件に適合した近接する気象観測所等の観測結果から求めた既往日降水

量、蒸発量等を用いた計算結果(ただし、埋立地に人工的に散水する場合は、計画する散

水量。)により、埋立地の底部に保有水等が貯水されないように維持できる容量が確保さ

れていること。 

一方、鳥取県では、「最終処分場の構造・設備指針及び維持管理指針（平成 30年 7月」

（以下、「県指針」という）が制定されており、浸出水処理施設及び浸出水調整設備の構造

については、以下のように規定されている。
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(2)「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010改訂版」

「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010改訂版」（以下、「設計要領」とい

う」は、「性能指針」に基づいた施設基準を定めたガイドライン（解説書）であり、浸出水

処理施設の施設規模に関する具体的な算定方法が示されている。

ここで、「設計要領」における浸出水処理施設規模に関する技術基準と「県指針」を整理

して表 1に示す。

「設計要領」（p.346,345 より） 

浸出水処理施設規模（計画流入水量）は、計画流入水量の範囲（後述）の最大値と

最小値の間で設定し、これに対して日々発生する浸出水を滞りなく処理できるよう、

浸出水処理施設の能力を超える浸出水量を浸出水調整設備に貯留できるように調整

設備容量を求めるものである。 

水収支計算に用いる日降水時系列は、原則として最終処分場の存在する地域の気

象台や測候所の埋立期間と同じ期間（年間）の直近の年降水量データの最大年および

最大月間降水量が発生した年（以下、最大月間降水年という。）の日降水時系列を用

いるものとし、このとき、両者を比較して最大調整設備容量が大きい方で、かつ、内

部貯留を生じない規模の浸出水調整設備容量とする。 

水収支計算の結果、12 月末日に浸出水調整貯水量が残存している場合にあって

は、残存量を初期値として、同じ日降水時系列を用いて再度水収支計算を行い、最大

浸出水調整設備容量を求め、これを浸出水調整設備容量とする。埋立期間が 15年以

下の最終処分場においても、直近の年降水データ 15 年間の最大年および最大月間

降水年の日降水時系列を用いる。 

浸出水処理設備の計画流入水量の設定 日浸出水量の時系列設定

浸出水調整設備貯水量の時系列計算 

浸出水調整設備容量 

（＝最大浸出水調整設備貯水量）の決定 
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表1 浸出水処理施設規模に関する技術基準

技術基準
廃棄物最終処分場整備の

計画・設計・管理要領 2010改訂版

最終処分場の構造・設備指針

及び維持管理指針

発行年月 平成 22年 5月 平成 30年 7月

位置づけ 「性能指針」に対する技術基準書 鳥取県の指針

施設規模

決定方法

・計画流入水量と浸出水調整設備は相互

に関連するため同時に検討。

・単年の水収支（調整設備容量出し入れ）

計算を行って決定。

・年間降水量が最大となる１年間の降水

量（以下、最大年と言う）及び最大月間

降水量が発生した年（以下、最大月間降

水年という）を比較して、最大調整設備

容量の大きい方、かつ、内部貯留を生じ

ない規模。

・12 月末日に浸出水調整量が残存してい

る場合は、同じ日降水時系列を用いて連

続計算を行って最大調整設備容量を求

める。

・浸出液調整設備容量は、日浸出液量と浸出

液処理設備の処理能力との間で水量収支を

考え設定すること。

・埋立期間と同じ期間（年数）の直近の年降水

量データの最大年及び最大月間降水量が発

生した年（以下、最大月間降水年という）の

日降水時系列を用いるものとし、両者を比

較して最大調整設備容量が大きい方、かつ、

内部貯留を生じない規模の浸出液調整設備

容量とする。

・（巻末資料 10）12 月末日に浸出水調整量が

残存している場合は、同じ日降水時系列を

用いて連続計算を行って最大調整設備容量

を求める。

対象降水量 ・原則として埋立期間と同じ年数のデー

タ（埋立期間が 15年以下の時は 15年）

から最大年及び最大月間降水年のデー

タを使用。

・同左

浸出係数 ・当該気象観測所の月間データ（降水量、

平均気温、日照時間）により、可能蒸発

量を BlaneyCriddle 法により可能蒸発量

を算定。

・実蒸発量は、可能蒸発量の 60％として算

定した数値。

・（巻末資料 10）該気象観測所の月間データ

（降水量、平均気温、日照時間）により、可

能蒸発量を BlaneyCriddle法により可能蒸発

量を算定。

・（巻末資料 10）実蒸発量は、可能蒸発量の

60％として算定した数値。

浸出水量

計算

・日浸出水量時系列計算

・合理式または時間遅れを考慮した水収

支モデル

・日浸出水量時系列計算

・合理式（※巻末資料 10では、時間遅れを考

慮した水収支モデルは省略されている。）

調整設備

容量

・最大年及び最大月間降水年においても

内部貯留を生じない規模の浸出水調整

設備容量とする。

・同左
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2．浸出水量算出条件の検討

(1)埋立地における水収支

埋立地における水収支を図 1-1-1に示す。水収支を整理すると次式で表現される。

 Si＋G＋W－（So＋Q）＋（I－E）×A／1000＝ΔCw＋ΔRw 

                  埋立地における水収支計算の基礎となる式

図1 埋立地における水収支（出典：設計要領）

上式により浸出水の発生量を厳密に求めることができるが、蒸発量や表面流出量の算出

には不確定なパラメータが多く、必ずしも満足のいく計算方法は確立されていないのが現

状である。

そこで、浸出水量の日発生量は、近似的な水収支モデルである合理式に基づいて算出す

るものとする。

 Q＝1／1000×I×（C1×A1＋C2×A2）  ・・・合理式

Q：浸出水量（m3）

I：降水量（mm）

C1：埋立中区画のうち廃棄物部分の浸出係数

C2：埋立終了後の浸出係数（表流水排除）

A1：埋立中区画のうち廃棄物部分の面積（m2）

A2：埋立終了後の面積（m2）

以上より、水収支計算の計算条件として、①降水量、②浸出係数、③埋立面積を設定す

る必要がある。
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(2)浸出水量等算出条件の整理

1)気象観測所と降水量データ

計画地近傍の気象観測地点としては、計画地西方に米子特別地域気象観測所（以下、

米子観測所という）がある。表 2に米子観測所及び計画地の位置を示す。

表2 気象観測所の概要

観測所名 所在地 緯度・経度 標高

米子観測所 米子市博労町
北緯 35度 26.0分

東経 133度 20.3分
6.5ｍ

出典：（仮称）淀江産業廃棄物最終処分場建設工事 事業計画書(1/2)

施設規模検討で使用する降水量データは、技術基準等により、埋立期間と同じ期間（年

間）の直近の年降水量データとされている。

このため、令和 4年を最終年とする過去 37年で検討することになるが、「H28事業計

画書」で検討した昭和 53 年から昭和 60 年の 8 年間を加えた過去 45 年間の降水量デー

タを整理して、表 3に示す。
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表3 月別降水量（過去 45年）

表 3より、計画地周辺の平均的な年間降水量は約 1,760mmである。また、年間降水量

が最も多いのは平成元年の 2,292.0mmであり、月間降水量が最も多いのは平成 30年 9月

の 557.0mmとなっている。

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

昭和53年 (1978年) 150.0 135.0 104.0 55.0 76.0 180.0 57.0 35.5 211.5 161.5 142.0 186.0 1,493.5

54年 (1979年) 114.0 184.0 102.0 86.0 121.0 181.5 135.0 98.5 350.0 237.0 134.0 75.0 1,818.0

55年 (1980年) 182.0 36.0 154.0 110.0 240.0 89.0 357.0 339.0 28.5 233.5 155.0 175.0 2,099.0

56年 (1981年) 97.5 121.0 55.5 152.0 121.0 403.5 277.5 131.0 135.5 122.5 203.0 91.0 1,911.0

57年 (1982年) 193.0 74.0 126.5 117.0 69.5 56.0 107.5 191.5 263.5 40.5 95.0 76.5 1,410.5

58年 (1983年) 123.0 137.5 187.0 136.5 119.5 136.5 333.0 265.0 341.5 89.0 177.0 200.5 2,246.0

59年 (1984年) 145.5 124.0 82.5 118.5 82.5 266.0 95.5 29.5 129.0 102.0 142.5 147.0 1,464.5

60年 (1985年) 141.5 130.5 167.5 193.5 129.5 307.0 264.0 7.5 267.0 105.0 82.0 87.5 1,882.5

61年 (1986年) 83.0 117.5 122.0 86.5 153.0 181.0 293.0 46.0 55.0 141.0 47.5 146.0 1,471.5

62年 (1987年) 137.0 93.0 164.5 50.0 81.0 203.0 228.0 143.5 118.0 295.5 123.0 96.5 1,733.0

63年 (1988年) 69.0 138.0 140.0 86.0 125.5 247.0 267.5 172.5 267.5 122.5 103.0 64.5 1,803.0

平成元年 (1989年) 180.0 271.0 148.5 56.5 138.0 123.5 204.5 264.5 457.0 192.5 151.5 104.5 2,292.0

2年 (1990年) 211.0 112.5 111.5 175.0 134.5 106.5 158.5 74.0 369.5 225.5 214.5 75.5 1,968.5

3年 (1991年) 130.0 152.0 197.5 146.0 80.5 332.5 374.5 100.5 117.0 85.5 111.0 167.5 1,994.5

4年 (1992年) 144.0 147.0 158.5 152.0 81.0 78.0 81.0 167.0 114.0 161.5 110.0 111.5 1,505.5

5年 (1993年) 161.0 163.0 90.5 47.0 145.0 299.0 388.5 306.0 220.5 59.5 112.5 133.5 2,126.0

6年 (1994年) 175.0 156.0 102.5 76.0 96.0 138.5 7.0 61.5 457.0 147.0 56.5 116.0 1,589.0

7年 (1995年) 207.0 176.0 118.0 85.0 210.0 58.0 420.5 143.5 84.0 44.5 80.5 197.0 1,824.0

8年 (1996年) 114.0 98.0 142.0 44.0 81.0 269.5 87.0 67.0 155.0 79.0 102.0 89.0 1,327.5

9年 (1997年) 111.5 86.5 73.0 132.5 184.5 190.0 530.0 148.5 421.0 61.0 137.0 105.0 2,180.5

10年 (1998年) 189.5 117.5 56.5 156.0 160.0 132.5 237.5 105.5 218.0 266.0 90.0 42.5 1,771.5

11年 (1999年) 93.0 136.0 162.5 109.5 114.0 342.5 157.5 100.0 155.5 82.5 138.5 151.0 1,742.5

12年 (2000年) 192.5 113.5 122.0 100.0 82.5 129.5 71.0 23.0 378.0 154.5 238.5 61.0 1,666.0

13年 (2001年) 140.5 111.5 148.5 39.5 185.0 243.5 166.5 136.5 241.0 187.5 189.0 171.5 1,960.5

14年 (2002年) 231.0 79.0 160.0 80.0 163.0 65.0 212.0 53.5 104.0 90.5 153.5 151.5 1,543.0

15年 (2003年) 180.5 81.5 157.0 182.0 159.5 100.5 363.5 268.5 189.5 37.0 178.5 176.5 2,074.5

16年 (2004年) 144.5 75.0 110.5 68.5 272.0 106.5 74.5 125.5 342.5 363.0 48.5 206.5 1,937.5

17年 (2005年) 90.5 138.5 129.5 30.5 54.5 20.0 354.0 78.5 115.0 122.0 163.0 200.0 1,496.0

18年 (2006年) 106.0 137.5 164.5 97.5 160.5 127.5 510.0 13.0 123.0 118.0 140.5 115.0 1,813.0

19年 (2007年) 90.0 112.0 88.0 41.5 68.5 154.0 324.5 173.0 61.0 95.5 30.0 93.0 1,331.0

20年 (2008年) 138.0 165.0 124.0 132.5 108.5 267.5 82.5 245.0 155.0 52.5 103.5 125.0 1,699.0

21年 (2009年) 225.0 103.5 99.5 115.5 36.5 212.0 316.5 59.0 76.0 97.5 234.0 91.5 1,666.5

22年 (2010年) 114.5 120.5 190.0 141.0 89.5 138.5 214.0 57.0 145.0 154.5 103.0 261.5 1,729.0

23年 (2011年) 221.5 122.5 117.0 107.5 378.5 129.5 175.5 88.0 431.0 84.5 60.0 251.5 2,167.0

24年 (2012年) 168.5 108.0 172.0 85.0 97.0 130.5 150.5 131.5 123.5 107.5 124.5 166.0 1,564.5

25年 (2013年) 106.5 74.0 70.5 119.5 38.5 172.0 284.0 261.0 263.0 278.0 153.0 151.5 1,971.5

26年 (2014年) 181.0 91.0 157.5 69.5 74.0 75.5 109.5 377.5 54.0 221.5 140.0 117.0 1,668.0

27年 (2015年) 185.5 74.5 124.0 200.5 57.0 151.5 142.5 78.5 167.5 42.5 171.5 185.0 1,580.5

28年 (2016年) 195.0 148.5 58.0 126.0 75.0 212.0 73.0 153.5 347.5 108.0 135.0 211.5 1,843.0

29年 (2017年) 199.0 186.0 67.0 96.5 36.5 123.0 148.0 131.5 270.5 360.5 93.5 82.5 1,794.5

30年 (2018年) 146.5 65.0 181.5 110.0 194.5 173.5 244.5 47.5 557.0 43.5 50.0 152.5 1,966.0

令和元年 (2019年) 80.5 76.0 140.5 108.0 35.0 187.0 154.5 139.5 119.0 121.5 54.5 107.5 1,323.5

2年 (2020年) 91.5 108.5 164.5 189.0 54.5 326.0 362.0 10.0 224.0 106.5 40.0 186.0 1,862.5

3年 (2021年) 102.5 83.5 111.0 63.0 178.5 111.5 449.5 384.5 126.5 97.5 90.5 129.5 1,928.0

4年 (2022年) 95.0 45.0 101.5 114.5 24.0 92.5 243.5 212.0 182.5 117.0 40.5 94.0 1,362.0

146.2 118.4 127.2 106.4 119.2 172.7 228.6 138.8 216.3 138.1 121.0 136.1 1,768.9

231.0 271.0 197.5 200.5 378.5 403.5 530.0 384.5 557.0 363.0 238.5 261.5 2,292.0

69.0 36.0 55.5 30.5 24.0 20.0 7.0 7.5 28.5 37.0 30.0 42.5 1,323.5

平 均

最 大

最 小

事
業
計
画
書
の
対
象
範
囲
（
計
画
時
点
で
の
過
去
3
7
年
間
）

本
計
画
書
の
対
象
範
囲
（
計
画
時
点
で
の
過
去
3
7
年
間
）
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2)降水時系列の抽出

水収支計算に用いる降水時系列は、「設計要領」及び「県指針」に従い、過去 37年間

で年降水量データが最大となる年（以下、最大年という）及び最大月間降水量が発生し

た（以下、最大月間降水年という。）を抽出する。

表 3 に示す令和４年以前の過去 37 年の降水量データでは、年間降水量としては

2,292.0mmを記録した平成元年が、月間降水量としては 557.0mmを記録した平成 30年 9

月が最も多い。

このため、最大年は平成元年、最大月間降水年は平成 30年となり、水収支計算におい

てはこれらの降水時系列を用いるものとする。ただし、「H28事業計画書」における最大

月間降水年は平成 9 年（7 月の 530.0mm）であったことから、平成 9 年の降水時系列も

最大月間降水年②として解析に用いるものとする。

表 4に平成元年、表 5に平成 30年、表 6に平成 9年の日降水量データを示す。

表4 最大年（平成元年）の日降水量

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1日 3.0 9.0 0.0 0.0 7.0 -- 0.0 17.0 17.0 -- 19.0 0.0

2日 0.0 11.5 -- -- -- -- 0.0 19.5 134.5 48.0 0.5 0.0

3日 0.0 2.0 0.0 -- -- -- 4.5 0.0 34.5 7.0 -- --

4日 0.5 1.5 46.5 -- -- -- 0.0 0.0 -- 2.5 -- --

5日 -- -- 3.5 -- -- 4.0 -- 0.0 11.0 -- -- --

6日 -- 0.5 1.0 -- 6.0 -- -- 3.0 2.5 25.5 0.0 0.0

7日 11.5 0.0 40.0 0.0 6.0 -- -- 1.0 4.0 0.0 10.0 9.0

8日 15.5 19.5 24.0 8.0 -- 25.0 1.5 -- 2.5 32.5 27.0 25.5

9日 0.0 33.5 0.0 -- -- 29.0 68.5 -- 11.0 -- 24.0 1.0

10日 -- 27.5 -- 2.0 4.0 6.0 0.5 -- 44.0 1.5 0.0 0.0

11日 17.5 0.0 0.0 21.0 43.0 0.5 23.5 -- 0.0 16.0 -- 0.0

12日 11.0 4.0 0.0 1.0 1.0 -- 55.5 -- 16.0 0.0 6.0 2.5

13日 1.0 3.0 4.5 -- 0.0 -- 23.5 48.0 25.5 1.5 39.0 0.0

14日 17.0 0.0 0.0 0.5 9.5 7.5 -- 18.5 1.0 9.5 3.0 16.0

15日 1.5 0.5 0.0 13.0 4.0 2.5 2.5 13.5 0.0 -- 8.0 4.5

16日 -- 35.0 2.0 6.5 0.0 8.5 16.0 26.0 3.0 12.0 0.0 --

17日 -- 26.0 2.5 0.0 10.0 -- 0.0 -- -- 6.0 1.5 0.0

18日 14.0 13.5 -- -- 4.0 5.0 -- 1.0 10.0 0.5 3.0 5.5

19日 18.5 0.0 -- -- 13.5 0.0 -- -- 74.5 9.0 1.0 0.5

20日 8.0 0.5 0.0 -- 0.0 1.5 0.0 -- 0.5 14.0 0.0 2.0

21日 1.5 5.5 1.0 -- 0.5 0.0 -- -- 4.0 -- -- 3.0

22日 0.0 4.0 3.5 0.0 0.0 -- 8.5 -- 41.5 -- -- 0.0

23日 28.0 3.0 0.5 0.5 0.5 0.0 -- 3.0 4.0 -- 1.5 4.0

24日 1.5 17.0 5.5 1.5 -- 6.5 -- 27.0 -- -- 0.5 1.0

25日 -- 42.0 7.5 -- 5.0 0.0 -- 14.5 5.0 -- 0.0 0.0

26日 0.0 9.5 -- -- 24.0 -- 0.0 0.0 -- -- -- 2.5

27日 21.0 -- -- 0.0 -- 22.5 0.0 66.5 -- -- -- 1.0

28日 8.5 2.5 6.5 -- -- 5.0 0.0 2.5 11.0 1.0 7.0 0.0

29日 0.0 0.0 -- -- -- -- -- 0.0 -- 0.5 8.0

30日 -- -- 2.5 -- -- -- 3.5 -- -- 0.0 3.0

31日 0.5 0.0 -- 0.0 0.0 6.0 15.5 合計

計 180.0 271.0 148.5 56.5 138.0 123.5 204.5 264.5 457.0 192.5 151.5 104.5 2,292.0

備考表中「--」は、降水量がない場合を示す。
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表5 最大月間降水年（平成 30年）の日降水量

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1日 0.0 0.0 1.5 -- -- -- -- -- 68.5 0.0 0.0 --

2日 0.0 1.5 -- -- 17.0 -- -- -- -- 0.0 -- 0.0

3日 1.0 4.0 -- -- 5.5 -- 0.0 -- -- -- -- 27.5

4日 3.0 20.0 -- 3.5 9.0 -- 1.5 -- 45.5 -- 0.0 14.5

5日 0.0 3.5 45.5 0.0 -- 4.5 119.0 -- -- 1.0 -- 1.5

6日 3.5 2.0 0.0 18.5 13.5 17.5 84.5 -- 0.5 1.5 0.0 2.0

7日 1.0 5.0 -- 14.0 33.5 -- 33.0 -- 18.0 0.0 -- 0.0

8日 10.5 1.0 14.0 0.0 1.0 19.0 5.5 0.0 15.0 -- -- 1.0

9日 5.0 -- 4.0 3.0 0.0 0.0 -- 0.5 65.0 -- 1.0 2.5

10日 28.0 12.5 -- -- -- 0.0 -- -- 39.5 7.0 -- --

11日 3.0 3.5 0.0 5.0 -- 34.0 0.0 -- 1.0 4.5 0.0 7.0

12日 2.5 1.0 -- -- -- 6.0 0.0 0.0 0.0 -- 4.0 17.5

13日 3.5 1.0 -- -- 36.5 3.0 -- -- 31.5 0.0 8.5 3.5

14日 0.0 -- -- 1.5 -- -- -- -- 11.5 2.5 2.0 7.0

15日 0.0 0.0 6.5 3.0 -- -- -- 0.0 4.0 -- 0.5 1.0

16日 13.5 0.0 25.0 -- -- -- -- 6.0 0.5 -- -- 2.0

17日 30.5 0.5 -- 0.0 -- -- -- 0.0 2.5 0.0 6.0 2.5

18日 0.5 0.0 -- -- 36.5 -- -- -- -- 0.0 0.0 0.5

19日 -- -- 26.5 -- 0.5 5.0 -- -- -- 7.5 18.0 --

20日 0.0 -- 4.5 -- -- 16.0 -- -- 15.0 -- 0.5 0.5

21日 0.0 5.0 44.0 -- -- -- -- 0.0 6.0 -- -- 7.0

22日 5.0 2.0 10.0 -- -- -- -- -- 3.0 -- 7.5 0.5

23日 5.5 -- -- 0.0 16.0 0.0 -- 0.5 -- 5.5 1.5 4.0

24日 4.5 -- -- 58.0 -- 0.0 -- 0.0 1.0 0.5 -- 4.5

25日 6.0 -- -- 3.5 -- -- -- 8.5 0.0 -- 0.0 --

26日 8.0 1.0 -- 0.0 -- 2.0 -- -- 0.0 1.5 -- 0.0

27日 7.5 -- -- -- -- 1.5 -- -- 0.0 2.0 -- 2.5

28日 2.5 1.5 -- -- -- 31.5 0.0 2.0 0.0 -- 0.0 24.5

29日 0.5 -- -- 0.0 15.0 1.0 -- 51.5 6.5 0.0 6.0

30日 1.5 -- -- 11.0 18.5 -- 0.0 177.5 -- 0.5 13.0

31日 0.0 -- 14.5 -- 30.0 3.5 0.0 合計

計 146.5 65.0 181.5 110.0 194.5 173.5 244.5 47.5 557.0 43.5 50.0 152.5 1,966.0

備考表中「--」は、降水量がない場合を示す。
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表6 最大月間降水年②（平成 9年）の日降水量

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1日 4.5 1.5 16.5 -- -- -- 0.0 0.0 0.0 -- 2.5 10.5

2日 1.5 0.0 0.0 15.0 -- 2.0 50.0 0.0 -- 0.5 -- 4.5

3日 0.0 8.0 2.5 30.0 1.0 0.0 -- 0.5 17.0 -- -- 16.0

4日 0.5 0.5 -- 21.0 0.0 6.0 -- 0.0 3.5 0.5 0.0 --

5日 5.0 0.0 -- 10.5 6.5 3.5 2.5 43.5 0.0 7.5 8.0 --

6日 12.5 6.0 0.0 2.0 -- 34.5 0.0 16.5 45.0 -- -- 2.0

7日 34.0 0.0 0.0 3.5 0.5 -- 30.5 8.0 31.5 -- 0.0 8.0

8日 5.5 -- -- -- 39.0 0.5 29.0 -- 6.5 1.0 -- 5.5

9日 0.0 -- -- 0.0 0.0 0.5 34.5 3.0 -- -- -- 0.0

10日 12.0 -- 2.0 -- -- 0.0 39.5 0.5 -- -- -- 3.0

11日 4.5 22.0 1.0 -- -- 0.0 34.0 14.0 0.0 7.0 -- 8.5

12日 -- 12.5 -- -- -- -- 110.5 2.5 20.5 3.5 6.5 0.5

13日 -- 2.0 0.0 -- 24.0 -- 3.5 60.0 15.5 -- 10.5 2.5

14日 1.0 -- 14.5 -- 15.5 -- -- 0.0 4.0 10.5 6.0 0.0

15日 0.0 3.5 2.0 -- 45.5 0.0 0.0 0.0 17.0 0.0 3.5 0.0

16日 0.5 0.0 6.5 -- -- 0.5 6.0 -- 125.5 -- 0.0 --

17日 0.0 3.0 3.0 -- -- -- 73.5 -- 10.0 -- 19.0 1.0

18日 0.0 6.0 -- 3.5 -- -- -- -- 2.0 0.0 15.5 4.5

19日 0.0 1.0 0.0 -- 11.5 3.5 -- -- 0.5 -- 0.0 --

20日 -- 1.5 0.0 -- 20.0 8.0 -- 0.0 0.5 -- -- 0.0

21日 8.0 5.0 0.0 13.0 2.5 -- -- -- 0.0 -- 1.5 0.0

22日 4.5 0.0 0.0 7.5 1.5 -- -- 0.0 0.0 -- 8.0 0.0

23日 2.5 -- 6.5 0.5 -- -- -- -- 64.5 0.0 0.0 2.0

24日 0.0 -- 0.0 0.0 0.0 -- -- 0.0 1.0 -- -- 3.0

25日 0.0 11.5 -- -- 4.0 0.0 -- 0.0 32.5 -- 2.5 0.0

26日 0.5 2.5 6.5 -- 8.5 0.0 63.0 -- 7.0 0.0 18.0 --

27日 0.0 -- 1.5 -- 0.0 1.0 2.5 -- 11.5 4.5 4.5 --

28日 3.0 -- -- 17.0 -- 130.0 49.0 -- 5.5 0.0 0.5 0.5

29日 3.0 7.5 -- 4.5 -- 1.5 -- -- 0.0 23.5 1.5

30日 8.0 3.0 9.0 0.0 -- 0.5 -- -- 6.0 7.0 14.5

31日 0.5 -- -- -- -- 20.0 17.0 合計

計 111.5 86.5 73.0 132.5 184.5 190.0 530.0 148.5 421.0 61.0 137.0 105.0 2,180.5

備考表中「--」は、降水量がない場合を示す。
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3)浸出係数

埋立中の浸出水の損失は蒸発量 E1と仮定でき、浸出係数は下記のように表現できる。

C1＝1－（E1／I）

また、埋立終了後の浸出係数は、先に示した蒸発量 E1に加え、最終覆土を行うことに

よる表流水分が損失となる。これは、最終覆土の土質、勾配等により異なるが、一般的

に 0.4 といわれていることより、埋立終了後の浸出係数 C2は以下のように表現できる。

C2＝C1×（1－0.4）＝0.6C1

これに、月別の蒸発量を勘案して月別の浸出係数を計算する。蒸発に影響を与える因

子として、気温、日照時間、降水量、風等があり、これらを用いた各種手法による可能

蒸発量の計算方法があるが、本計画では「設計要領」に示されている月別浸出係数の目

安の算出式で用いられている、Blaney Criddle法により算出する。

Eｔ＝0.254×K×Cj×tj Cj＝dj／Σdj×100％

Eｔ ：月間可能蒸発量（mm）

  ｄj ：月間日照時間（hr）

Cj ：年間日照時間に対する月間日照時間の割合（％）

  ｔj ：月間平均気温（華氏（°F））   F＝1.8C＋32 

K ：植被による係数、樹林地等で 0.6～0.8（0.6とする）

蒸発量の計算結果を表 7に示す。ここで、実蒸発量について、「設計要領」及び「県設

備指針」では「可能蒸発量の 60～70％が実蒸発量といわれている」とされており、実蒸

発量は可能蒸発量の 60％として計算されていることから、実蒸発量は可能蒸発量の 60％

と設定する。なお、蒸発量の計算に必要となる平均気温（表 8）及び日照時間（表 9）は、

降水量と同様に米子観測所過去 37年間のデータの平均値を用いた。

表7 月別蒸発量

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年値

40.3 41.2 46.8 55.8 64.6 71.2 79.0 81.0 73.2 63.1 53.8 44.8 59.6

73.9 88.4 140.9 185.1 207.8 165.3 170.7 205.6 145.5 157.2 118.4 85.2 1,744.0

4.2 5.1 8.1 10.6 11.9 9.5 9.8 11.8 8.3 9.0 6.8 4.9 100.0

26.0 31.8 57.6 90.2 117.3 102.9 117.8 145.5 93.1 86.7 55.6 33.3 957.8

15.6 19.1 34.5 54.1 70.4 61.7 70.7 87.3 55.9 52.0 33.4 20.0 574.7

146.8 118.5 128.3 103.2 119.1 166.2 234.1 139.1 216.4 138.5 116.6 137.5 1,764.3

15.6 19.1 34.5 54.1 70.4 61.7 70.7 87.3 55.9 52.0 33.4 20.0 574.7

ET（=Et×0.6）

Et（mm/月）

降水量（mm）

蒸発量（mm）

Cj=dj/∑dj×100

日照時間（hr）

平均気温（F）
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表8 日平均気温

（単位：℃）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均

昭和61年 (1986年) 2.1 2.1 6.5 12.8 16.7 20.7 23.6 26.8 21.8 14.9 10.6 7.9 13.9

62年 (1987年) 5.1 5.5 7.1 12.1 17.1 21.4 26.1 25.9 21.2 17.3 12.1 7.6 14.9

63年 (1988年) 5.9 3.7 6.7 12.2 16.6 21.2 24.0 25.8 22.0 15.7 9.9 6.7 14.2

平成元年 (1989年) 6.5 5.8 8.0 13.2 17.0 20.2 24.7 25.7 22.3 15.7 12.0 7.5 14.9

2年 (1990年) 3.8 7.0 8.5 12.7 17.6 22.9 26.7 27.8 23.3 16.8 13.4 7.9 15.7

3年 (1991年) 4.5 3.8 7.8 12.6 17.2 22.2 25.8 24.9 22.7 17.0 11.2 8.3 14.8

4年 (1992年) 5.6 5.2 8.2 13.4 16.3 20.2 25.5 26.4 22.8 16.6 11.6 8.1 15.0

5年 (1993年) 5.4 6.1 6.8 12.2 17.0 20.9 23.4 23.5 21.0 15.5 12.6 7.1 14.3

6年 (1994年) 4.7 4.5 6.0 14.1 19.1 21.1 27.9 29.1 23.0 17.7 13.1 7.9 15.7

7年 (1995年) 4.3 3.9 8.3 12.9 17.0 19.8 26.2 28.3 21.4 17.3 10.4 5.2 14.6

8年 (1996年) 4.5 3.5 7.0 10.6 17.4 21.9 25.6 26.4 21.6 16.9 11.9 7.1 14.5

9年 (1997年) 4.4 4.3 8.6 12.6 18.4 22.0 25.1 26.9 21.5 16.2 12.8 7.7 15.0

10年 (1998年) 4.9 6.6 8.8 15.1 19.3 21.3 26.2 27.4 23.9 19.0 12.2 8.6 16.1

11年 (1999年) 5.3 4.5 9.0 12.9 18.2 21.6 24.6 27.3 24.9 17.8 12.2 6.9 15.4

12年 (2000年) 5.1 3.5 7.8 13.0 18.1 21.6 27.5 27.5 23.4 17.4 12.2 7.8 15.4

13年 (2001年) 3.8 5.3 7.8 13.3 19.1 22.1 27.0 26.9 21.8 17.6 11.3 6.7 15.2

14年 (2002年) 5.5 5.7 10.0 15.1 17.8 22.0 27.1 27.6 22.8 17.1 9.4 7.0 15.6

15年 (2003年) 3.8 5.7 7.1 13.6 18.1 22.4 23.2 26.0 23.6 16.5 14.1 7.6 15.1

16年 (2004年) 4.2 6.5 8.4 14.2 19.4 22.3 27.9 26.8 23.5 17.0 13.5 8.2 16.0

17年 (2005年) 4.6 4.0 7.3 14.5 16.7 23.4 25.4 27.4 24.2 17.6 11.8 3.8 15.1

18年 (2006年) 4.3 4.9 7.1 12.5 18.1 21.6 25.5 28.2 21.7 18.5 12.9 7.2 15.2

19年 (2007年) 5.7 6.9 8.5 12.9 18.4 22.2 23.8 28.5 25.2 18.2 11.9 8.2 15.9

20年 (2008年) 4.8 3.4 8.5 13.2 17.6 20.6 27.4 26.7 22.9 18.0 11.7 7.7 15.2

21年 (2009年) 3.9 7.0 8.7 13.4 17.9 22.1 25.2 25.4 22.0 17.4 12.2 7.1 15.2

22年 (2010年) 4.7 6.5 8.3 11.6 17.3 22.0 26.8 29.8 25.0 18.3 11.4 7.0 15.7

23年 (2011年) 1.8 5.7 6.3 12.0 18.1 23.2 26.6 27.5 23.3 17.6 14.3 6.1 15.2

24年 (2012年) 4.1 3.1 7.6 14.0 17.4 21.3 27.1 28.9 24.3 17.5 11.5 5.0 15.2

25年 (2013年) 3.6 4.9 9.6 12.2 18.0 22.6 28.3 28.3 23.0 18.9 11.2 6.1 15.6

26年 (2014年) 4.9 4.9 8.6 12.8 18.7 22.0 26.4 25.8 22.0 17.2 12.5 5.1 15.1

27年 (2015年) 5.1 5.4 8.3 13.9 19.5 21.6 25.8 26.1 21.2 16.6 13.4 8.3 15.4

28年 (2016年) 4.6 5.6 9.2 14.6 19.1 22.7 26.9 27.1 23.4 18.6 12.2 8.7 16.1

29年 (2017年) 4.6 5.2 7.6 14.6 19.6 20.9 28.0 27.6 22.2 17.6 11.5 5.5 15.4

30年 (2018年) 3.6 3.5 9.7 14.6 19.1 22.0 28.1 28.8 22.7 17.4 12.4 7.6 15.8

令和元年 (2019年) 5.8 6.8 9.0 12.6 19.4 21.8 25.8 27.9 24.5 18.6 12.6 8.5 16.1

2年 (2020年) 7.6 6.7 9.8 11.8 18.7 23.4 24.5 29.5 23.8 17.0 13.3 6.7 16.1

3年 (2021年) 4.4 7.4 10.3 13.5 18.4 22.5 27.1 26.9 23.8 18.4 12.2 7.4 16.0

4年 (2022年) 4.5 3.8 10.0 14.4 18.8 23.8 27.3 28.2 24.0 17.0 13.6 5.8 15.9

4.6 5.1 8.2 13.2 18.1 21.8 26.1 27.2 22.9 17.3 12.1 7.1 15.3平 均
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表9 日照時間

表 7の蒸発量と降水量から算出した月別浸出係数を表 10に示す。

表10 月別浸出係数

（単位：ｈ）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

昭和61年 (1986年) 70.7 72.0 152.1 178.6 193.9 151.6 127.3 250.4 153.5 120.6 106.9 84.6 1,662.2

62年 (1987年) 79.8 105.6 83.5 198.2 208.4 233.7 159.7 160.6 160.7 166.6 131.4 131.6 1,819.8

63年 (1988年) 92.8 79.0 112.1 196.8 191.5 163.8 102.5 198.7 137.5 166.8 107.3 94.7 1,643.5

平成元年 (1989年) 81.1 62.2 135.6 208.3 195.6 163.1 181.1 168.1 100.0 162.4 103.5 102.2 1,663.2

2年 (1990年) 55.1 80.1 144.0 156.4 224.7 199.2 223.6 286.8 115.5 148.8 124.2 102.3 1,860.7

3年 (1991年) 55.6 66.2 106.8 177.0 172.0 104.5 119.7 146.6 149.3 127.8 128.2 86.7 1,440.4

4年 (1992年) 72.6 78.6 95.4 174.8 187.8 196.3 190.4 155.6 147.5 154.6 110.5 76.5 1,640.6

5年 (1993年) 49.8 77.0 132.1 172.6 195.4 121.6 108.2 103.8 127.6 132.3 82.3 93.5 1,396.2

6年 (1994年) 82.4 69.6 131.2 207.5 216.5 158.8 291.4 287.5 163.0 149.6 124.2 84.2 1,965.9

7年 (1995年) 58.4 89.8 114.7 156.2 164.9 110.2 156.2 253.1 126.4 164.2 135.0 53.8 1,582.9

8年 (1996年) 77.9 75.5 114.3 187.6 219.6 112.7 201.6 218.6 175.2 165.2 79.3 114.1 1,741.6

9年 (1997年) 78.5 98.6 166.0 174.6 145.1 ] 197.6 165.5 226.7 113.6 210.4 121.0 77.3 1,629.8

10年 (1998年) 71.6 80.8 150.2 154.0 204.6 105.2 176.7 155.3 141.4 129.4 116.2 124.4 1,609.8

11年 (1999年) 85.9 85.8 128.2 157.5 261.5 152.7 124.0 160.9 128.6 168.4 114.6 103.7 1,671.8

12年 (2000年) 55.4 81.0 156.4 180.6 210.3 152.4 243.8 241.4 168.2 135.3 99.8 116.5 1,841.1

13年 (2001年) 53.1 81.9 136.6 204.1 201.1 155.5 240.3 237.4 143.7 162.4 125.8 80.8 1,822.7

14年 (2002年) 73.4 92.7 179.8 170.9 161.5 224.3 180.6 194.2 186.8 163.2 116.3 49.2 1,792.9

15年 (2003年) 63.6 78.1 143.6 139.6 213.1 141.3 79.4 170.5 155.1 193.1 93.7 68.6 1,539.7

16年 (2004年) 91.4 137.5 162.1 217.6 167.4 190.4 230.8 183.2 93.0 146.0 138.2 109.3 1,866.9

17年 (2005年) 79.8 66.2 128.7 225.1 247.5 194.8 138.8 178.0 147.7 143.4 140.7 78.8 1,769.5

18年 (2006年) 71.5 75.8 138.7 126.1 156.2 183.5 109.2 277.1 170.8 195.0 108.5 74.9 1,687.3

19年 (2007年) 85.8 125.9 136.9 199.0 225.1 138.3 118.7 251.0 153.0 177.5 136.0 77.6 1,824.8

20年 (2008年) 67.3 72.6 144.4 177.7 216.3 122.3 220.7 193.0 146.4 174.7 122.0 110.5 1,767.9

21年 (2009年) 71.2 88.3 140.2 221.0 169.9 170.2 77.6 153.3 177.3 160.8 92.3 77.7 1,599.8

22年 (2010年) 90.3 80.6 94.3 138.4 192.8 187.3 182.2 257.0 162.9 125.3 128.1 96.5 1,735.7

23年 (2011年) 65.7 110.8 137.2 176.1 164.5 145.9 168.3 208.2 168.4 161.3 99.2 49.7 1,655.3

24年 (2012年) 58.6 68.9 95.5 188.3 204.0 151.8 222.6 256.5 148.6 179.1 99.8 81.4 1,755.1

25年 (2013年) 72.6 81.1 168.2 177.2 251.0 160.3 227.0 230.7 185.9 138.9 124.2 65.7 1,882.8

26年 (2014年) 103.4 72.0 143.1 204.8 267.3 141.7 184.7 77.4 189.4 164.2 138.6 68.4 1,755.0

27年 (2015年) 57.3 75.8 168.2 183.4 253.5 159.3 135.8 188.4 142.4 216.8 88.2 79.4 1,748.5

28年 (2016年) 58.6 105.8 157.5 175.3 223.3 156.1 189.1 270.9 93.0 109.9 100.6 92.7 1,732.8

29年 (2017年) 90.0 101.7 164.4 211.4 230.6 236.3 171.7 218.0 171.0 108.9 137.6 63.2 1,904.8

30年 (2018年) 75.1 124.7 209.7 192.2 184.5 176.0 257.2 264.2 93.6 148.1 119.7 56.9 1,901.9

令和元年 (2019年) 93.0 82.2 138.1 175.6 284.7 169.0 152.4 200.8 150.0 132.1 138.9 75.3 1,792.1

2年 (2020年) 59.3 105.5 161.1 212.9 201.1 208.7 80.9 253.5 139.8 167.0 136.0 88.1 1,813.9

3年 (2021年) 103.9 137.9 179.4 220.6 177.5 166.4 223.0 148.8 121.0 185.7 139.8 89.6 1,893.6

4年 (2022年) 81.8 103.7 161.2 232.5 240.8 214.6 152.5 180.0 135.9 162.3 171.8 70.4 1,907.5

73.9 88.4 140.9 185.1 207.8 165.3 170.7 205.6 145.5 157.2 118.4 85.2 1,738.4平 均

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年値

0.89 0.84 0.73 0.48 0.41 0.63 0.70 0.37 0.74 0.62 0.71 0.85 0.67

0.53 0.50 0.44 0.29 0.25 0.38 0.42 0.22 0.44 0.37 0.43 0.51 0.40

Ｃ１

Ｃ２
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4)集水区域と埋立計画（区画埋立）

埋立計画における埋立期別の集水区域の面積を表 11に示す。

浸出水処理施設規模の検証は、埋立中区画面積と埋立完了区画面積に 0.6 を乗じた面

積の和が最大となる時期が、浸出水量の発生が最大となるため、以下の２ケースとする。

 ケース１ 第Ⅰ期-5 

 ケース２ 第Ⅱ期-11 

表11 区画埋立における概要図と面積等

第Ⅰ期
埋立中区画 埋立完了区画 A1換算の面積 水収支計算
A1　（m2） A2　（m2） A1+A2*0.6（m2） の対象期別

第Ⅰ期-1 5,834 - 5,834
第Ⅰ期-2 3,394 2,439 4,857
第Ⅰ期-3 5,382 2,265 6,741
第Ⅰ期-4 4,550 3,092 6,405
第Ⅰ期-5 5,161 4,386 7,793 ○
第Ⅰ期-6 4,125 5,595 7,482
第Ⅰ期-7 3,292 7,034 7,512
第Ⅰ期-8 1,725 9,044 7,151

第Ⅱ期
埋立中区画 埋立完了区画 A1換算の面積 水収支計算
A1　（m2） A2　（m2） A1+A2*0.6（m2） の対象期別

第Ⅱ期-1 4,640 10,750 11,090
第Ⅱ期-2 3,197 12,243 10,543
第Ⅱ期-3 5,801 11,874 12,925
第Ⅱ期-4 5,037 13,344 13,043
第Ⅱ期-5 5,104 13,387 13,136
第Ⅱ期-6 5,789 10,892 12,324
第Ⅱ期-7 8,858 10,798 15,337
第Ⅱ期-8 7,258 14,056 15,692
第Ⅱ期-9 8,017 13,302 15,998
第Ⅱ期-10 8,656 12,663 16,254
第Ⅱ期-11 9,598 12,492 17,093 ○
第Ⅱ期-12 9,489 12,601 17,050
第Ⅱ期-13 0 22,090 13,254

期別

期別
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5)処理能力

「H28事業計画書」（章末に付属書として示す）において、浸出水処理施設の処理能力

は第Ⅰ期で 35 m3/日、第Ⅱ期で 70m3/日と決定しているため、表 11に示した各埋立期別

における最大調整設備容量を確認する。

6)計算フロー

埋立地における水収支モデルでの合理式により、抽出した降水時系列に基づき、日々

の浸出水量の算出は図 2に示す計算フローで行う。

図2 調整容量出し入れ計算フロー（出典：設計要領）
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7)日浸出水量時系列の計算式

日浸出水量時系列の計算は次式のとおりである。

（合理式） Ｑj＝1／1000×Ｉ×（Ｃ1×Ａ1＋Ｃ2×Ａ2）

  Ｑj：抽出降水時系列の日浸出水量（m3／日）

  Ｉj：抽出降水時系列の日降水量（mm／日）

  Ｃ1：埋立中区画のうち廃棄物部分の浸出係数

  Ｃ2：埋立終了後の浸出係数（表流水排除）

  Ａ1：埋立中区画のうち廃棄物部分の面積（m2）

  Ａ2：埋立終了後の面積（m2）

8)浸出水処理施設規模の算出条件のまとめ

以上の算出条件を整理して、表 12に示す。

表12 算出条件のまとめ

項 目 H28 事業計画書 本計画書 

気象データ 米子観測所 

過去 37 年 

昭和 53 年～平成 26 年 

同左 

過去 37 年（※1）

昭和 61 年～令和 4 年（※1）

※1 降水時系列については、「H28 事業計画

書」で用いた昭和 53 年から昭和 60 年を

加えた過去 45 年にて検証。 

日降水時系列 最大年：平成元年 

最大月間降水年：平成 9 年 

同左 

最大月間降水年①：平成 30 年 

最大月間降水年②：平成 9 年 

浸出係数 蒸発量計算：Blaney Criddle 法 

平均気温：米子観測 37 年平均 

日照時間：米子観測 37 年平均 

実蒸発量：可能蒸発量の 60％ 

蒸発量計算：同左 

平均気温：同左（※2） 

日照時間：同左（※2）

実蒸発量：同左 

※2：データ期間は昭和 61 年～令和 4 年 

集水区域 第Ⅰ期 埋立 6 段階目 

第Ⅱ期 埋立 7 段階目 

第Ⅰ期 埋立 5 段階目（第Ⅰ期-5） 

第Ⅱ期 埋立 11 段階目（第Ⅱ期-11） 

処理能力 第Ⅰ期 35m3/日 

第Ⅱ期 70m3/日 

第Ⅰ期 同左 

第Ⅱ期 同左 

水収支計算 合理式 同左 
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3．必要調整容量の決定

(1)水収支計算結果

全埋立期別において水収支計算を行った結果を表 13に示す。

また、下表及び表 11より、浸出水処理施設規模の検証は、第Ⅰ期 5段階、第Ⅱ期 11段

階の埋立期別となる。

表13 水収支計算結果

表 13より、第Ⅱ期 11段階及び 12段階において、「H28事業計画書」で定めた浸出水調

整設備容量（7,100m3）を超える結果となったことから、「性能指針」及び「県指針」に基づ

き、調整容量を増強し施設規模は次のとおり決定する。

なお、第Ⅰ期及び第Ⅱ期の整備方針は、以下に示す「H28 事業計画書」の考え方を適用

する。

施設規模と整備方針 
第 Ⅰ 期 水処理 35 m3/日、浸出水調整設備容量 7,480 m3以上 
第 Ⅱ 期 水処理増設 35 m3/日（最終規模）70 m3/日、浸出水調整設備増設なし 
整備方針 浸出水調整設備は第Ⅱ期で必要となる最終的な容量 7,480m3 を第Ⅰ期（初

期）で整備し、第Ⅱ期では増設しない。 
効  果 第Ⅱ期で必要となる浸出水調整設備を予め確保しておくことで、第Ⅰ期時

の安全性が担保できる。また、第Ⅰ期の浸出液の水質実績を、第Ⅱ期の設備
計画に反映してより適切な設備導入ができる等のメリットがある。

第Ⅰ期
埋立中区画 埋立完了区画
A1　（m2） A2　（m2） 最大年(H1) 最大月間(H30) 最大月間②(H9)

第Ⅰ期-1 5,834 - 1,116.9 1,384.5 1,549.1
第Ⅰ期-2 3,394 2,439 796.2 965.5 1,108.7
第Ⅰ期-3 5,382 2,265 1,433.2 1,763.0 2,272.1
第Ⅰ期-4 4,550 3,092 1,296.1 1,619.3 1,996.7
第Ⅰ期-5 5,161 4,386 2,190.9 2,203.1 3,126.0
第Ⅰ期-6 4,125 5,595 1,824.2 2,069.1 2,870.7
第Ⅰ期-7 3,292 7,034 1,854.7 2,078.3 2,892.6
第Ⅰ期-8 1,725 9,044 1,601.5 1,921.2 2,595.4

第Ⅱ期
埋立中区画 埋立完了区画
A1　（m2） A2　（m2） 最大年(H1) 最大月間(H30) 最大月間②(H9)

第Ⅱ期-1 4,640 10,750 2,027.4 2,499.6 2,840.0
第Ⅱ期-2 3,197 12,243 1,848.2 2,264.6 2,593.3
第Ⅱ期-3 5,801 11,874 2,619.0 3,274.2 4,078.5
第Ⅱ期-4 5,037 13,344 2,657.6 3,320.5 4,171.7
第Ⅱ期-5 5,104 13,387 2,695.8 3,359.8 4,247.3
第Ⅱ期-6 5,789 10,892 2,426.2 3,022.0 3,589.4
第Ⅱ期-7 8,858 10,798 4,085.3 4,297.5 6,045.5
第Ⅱ期-8 7,258 14,056 4,487.3 4,440.1 6,329.5
第Ⅱ期-9 8,017 13,302 4,849.1 4,571.2 6,581.1
第Ⅱ期-10 8,656 12,663 5,150.2 4,681.2 6,790.5
第Ⅱ期-11 9,598 12,492 6,233.0 5,036.3 7,474.9
第Ⅱ期-12 9,489 12,601 6,174.3 5,018.0 7,439.2
第Ⅱ期-13 0 22,090 2,728.1 3,389.8 4,328.7

期別

期別 最大調整容量(m3)　※処理能力:35m3/日

最大調整容量(m3)　※処理能力:70m3/日
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（補足）浸出水処理施設規模設定に関する確認

H28事業計画にて、浸出水処理施設の処理能力を第Ⅰ期で 35 m3/日、第Ⅱ期で 70m3/日と

していたが、前述の検討で得られた結果から、改めて図のとおり水収支計算結果※を整理し

てみる。（※計画流入水量の設定範囲（60～230 m3/日）において、計画流入水量を 10 m3/日

ずつ変動させ、水収支計算から得られる最大調整容量をプロットしたもの。）

これにより、処理能力を 70m3/日とした場合が、最大調整容量の削減効果が最大限期待で

きることから、処理能力 70m3/日で設定するのが合理的であることを確認した。

図3 計画流入水量と最大調整容量の関係
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2)浸出水調整槽の分割

浸出水調整槽は、①～③の観点から容量に応じて水槽を分割するものとし、その容量

及び容量設定の考え方は表 14のとおりとする。

① 埋立期別や降水量に伴い変動する水量に対応させる。

② 浸出水の腐敗防止のための予備ばっ気に係る維持管理費を低減させる。

③ 維持管理性を向上させる（槽内防食塗装のメンテナンス及び更新等効率化）。

表14 浸出水調整槽の分割容量と設定根拠

必要容量 設定及び用途の考え方

第 1槽目 3,000 m3以上 ■第Ⅰ期、第Ⅱ期、埋立終了後の常用

 ・第Ⅰ期時の常用水槽

 ・第Ⅱ期時の常用水槽

 ・埋立終了後の常用水槽

第 2槽目 3,000m3以上

（計 6,000m3）

■第Ⅰ期時の余剰用、第Ⅱ期時の常用、埋立終了後の常用

 ・第Ⅰ期時の余剰用水槽

 ・第Ⅱ期-1から 7段階までの概ね常用水槽

 ・埋立終了後の常用水槽（第 1槽目と併せて）

第 3槽目 1,480m3以上

（計 7,480m3）

■第Ⅰ期時、埋立終了後の非常用、第Ⅱ期時の常用

・第 1期時及び埋立終了後の非常用水槽

 ・第Ⅱ期-7段階以降での常用水槽（第 1、2槽目と併せて）

3)第Ⅰ期埋立休止区画におけるキャッピングについて

「H28 事業計画書」では、第Ⅰ期の埋立休止区画（一定高さまで埋め立てた後、一定

期間埋立が休止される区域）を表流水排除区域として約 3,000m2の範囲にキャッピング

を行い、浸出水量の削減を図る計画としており、浸出水調整設備容量は 7,100m3）であっ

た。

今回の詳細設計を踏まえた埋立計画の見直し等により、第Ⅰ期埋立休止区画のキャッ

ピングを前提としない場合でも浸出水調整設備容量は 7,480m3となったため、安全性の

向上を図るため本計画書では容量を 380m3増加させ、キャッピングを前提としない施設

規模での計画とした。なお、第Ⅱ期埋立地に移行し、埋立の進行に伴って計画水量以上

の浸出水量が発生した場合には、必要に応じて、第Ⅰ期埋立休止面にキャッピングを行

う等、浸出水削減対策を講じるものとする。
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4．埋立計画図
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浸出水処理計画書 

浸出水処理施設規模算定の考え方 

(1) 施設規模に関する技術基準等 

浸出水処理施設規模に関する技術基準は、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の

最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項について」であるが、

当基準によれば、浸出水処理施設規模は浸出水量と調整池容量等を勘案して設定し、少な

くとも日平均降雨（水）量に対応した規模とすることが明記されている。 

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の

運用に伴う留意事項について（公布日：平成 10 年 7 月 16 日、環水企 301・衛環 63） 

一七 浸出液処理設備(第五号ヘ) 

～中略～ 

浸出液処理設備の規模は、保有水等集排水設備により集められる保有水等の量、調整池の

容量等を勘案して設定すること。なお、浸出水処理設備の処理能力は、少なくとも当該地域

における日平均降雨量に対応したものとすること。 

 

特に、環境省の循環型社会形成推進交付金事業や国庫補助事業とする事業にあたっては、

ぞれぞれの交付取扱要領において、「別に定める廃棄物処理施設の性能指針等に適合して

いること。」と規定されており、「性能指針」に基づいた施設計画を図ることになる。 

ちなみに、当「性能指針」によれば、調整池容量は、「既往日降水量、蒸発量等を用いた

計算結果により、埋立地の底部に保有水等が貯水されないように維持できる容量が確保さ

れていること」として明記されている。 

廃棄物最終処分場性能指針（抜粋） 

6 調整池の容量 

(1) 性能に関する事項 

～中略～ 

(2) 性能に関する事項の確認方法 

設計図書及び使用する材料・製品の仕様等により、以下の性能に関する事項の適正を確認

すること。 

ア 埋立地の気象条件に適合した近接する気象観測所等の観測結果から求めた既往日降水

量、蒸発量等を用いた計算結果(ただし、埋立地に人工的に散水する場合は、計画する散

水量。)により、埋立地の底部に保有水等が貯水されないように維持できる容量が確保さ

れていること。 

 

 

⑭ ー (1) ー 32



 付属：H28事業計画における計画書  

 

一方、鳥取県では、「最終処分場の構造・設備指針及び維持管理指針（施行；平成 18 年

6 月 6 日、最終改定；平成 21 年 3 月 30 日）」（以下、「県指針」という）が制定されており、

浸出水処理施設及び浸出水調整設備の構造については、以下のように規定されている。 
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(2) 「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版」 

「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版」（以下、「設計要領」とい

う」は、「性能指針」に基づいた施設基準を定めたガイドライン（解説書）であり、浸出水

処理施設の施設規模に関する具体的な算定方法が示されている。 

 

 

ここで、「設計要領」における浸出水処理施設規模に関する技術基準と県指針を整理して

表 1-1-1 に示す。 

 

「設計要領」（p.346,345 より） 

浸出水処理施設規模（計画流入水量）は、計画流入水量の範囲（後述）の最大値と

最小値の間で設定し、これに対して日々発生する浸出水を滞りなく処理できるよう、

浸出水処理施設の能力を超える浸出水量を浸出水調整設備に貯留できるように調整

設備容量を求めるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

水収支計算に用いる日降水時系列は、原則として最終処分場の存在する地域の気

象台や測候所の埋立期間と同じ期間（年間）の直近の年降水量データの最大年および

最大月間降水量が発生した年（以下、最大月間降水年という。）の日降水時系列を用

いるものとし、このとき、両者を比較して最大調整設備容量が大きい方で、かつ、内

部貯留を生じない規模の浸出水調整設備容量とする。 

水収支計算の結果、12 月末日に浸出水調整貯水量が残存している場合にあって

は、残存量を初期値として、同じ日降水時系列を用いて再度水収支計算を行い、最大

浸出水調整設備容量を求め、これを浸出水調整設備容量とする。埋立期間が 15 年以

下の最終処分場においても、直近の年降水データ 15 年間の最大年および最大月間

降水年の日降水時系列を用いる。 

浸出水処理設備の計画流入水量の設定 日浸出水量の時系列設定 

浸出水調整設備貯水量の時系列計算 

浸出水調整設備容量 

（＝最大浸出水調整設備貯水量）の決定 
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表1-1-1 浸出水処理施設規模に関する技術基準 

技術基準 
廃棄物最終処分場整備の 

計画・設計・管理要領 2010 改訂版 

最終処分場の構造・設備指針 

及び維持管理指針 

発行年月 平成 22 年 5 月 平成 21 年 3 月 30 日（最終改定） 

位置づけ 「性能指針」に対する技術基準書 鳥取県の指針 

施設規模 

決定方法 

・計画流入水量と浸出水調整設備は相互に

関連するため同時に検討。 

・単年の水収支（調整設備容量出し入れ）計

算を行って決定。 

・年間降水量が最大となる１年間の降水量

（以下、最大年と言う）及び最大月間降水

量が発生した年（以下、最大月間降水年と

いう）を比較して、最大調整設備容量の大

きい方、かつ、内部貯留を生じない規模。 

・12 月末日に浸出水調整量が残存している

場合は、同じ日降水時系列を用いて連続

計算を行って最大調整設備容量を求め

る。 

・浸出液調整設備容量は、日浸出液量と浸出

液処理設備の処理能力との間で水量収支

を考え設定すること。 

・埋立期間と同じ期間（年数）の降水量全体

の中で年間最大降水量の１年間の降水量

を用いる。 

対象降水量 ・原則として埋立期間と同じ年数のデータ

（埋立期間が 15 年以下の時は 15 年）か

ら最大年及び最大月間降水年のデータを

使用。 

・原則として埋立期間と同じ期間（年間）の

直近の年降水量データの最大年の日降水

量時系列を使用。 

浸出係数 ・当該気象観測所の月間データ（降水量、平

均気温、日照時間）により、可能蒸発量を

BlaneyCriddle 法により可能蒸発量を算

定。 

・実蒸発量は、可能蒸発量の 60％として算

定した数値。 

・0.69 を標準とすること。 

・（巻末資料 10）該気象観測所の月間データ

（降水量、平均気温、日照時間）により、

可能蒸発量を BlaneyCriddle 法により可能

蒸発量を算定。 

・（巻末資料 10）実蒸発量は、可能蒸発量の

60％として算定した数値。 

浸出水量 

計算 

・日浸出水量時系列計算 

・合理式または時間遅れを考慮した水収支

モデル 

・日浸出水量時系列計算 

・合理式（※巻末資料 10 では、時間遅れを

考慮した水収支モデルは省略されてい

る。） 

調整設備 

容量 

・最大年及び最大月間降水年においても内

部貯留を生じない規模の浸出水調整設備

容量とする。 

・最大年において埋立地内に内部貯留を生

じない規模の浸出液調整設備容量とする

こと。 

・埋立地外貯留槽の規模は、浸出液処理設備

の規模（日最大処理水量）の 10 日分以上

とすること。 

その他 － ・調整池は埋立地外に設けるとともに、これ

を超える浸出液量は埋立地内貯溜も可能

なものとすること。 
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浸出水量算出条件の検討 

(1) 埋立地における水収支 

埋立地における水収支を図 1-1-1 に示す。水収支を整理すると次式で表現される。 

 

 Si＋G＋W－（So＋Q）＋（I－E）×A／1000＝ΔCw＋ΔRw 

                  埋立地における水収支計算の基礎となる式 

 

図1-1-1 埋立地における水収支（出典：設計要領） 

 

上式により浸出水の発生量を厳密に求めることができるが、蒸発量や表面流出量の算出

には不確定なパラメータが多く、必ずしも満足のいく計算方法は確立されていないのが現

状である。 

そこで、浸出水量の日発生量は、近似的な水収支モデルである合理式に基づいて算出す

るものとする。 

 

 Q＝1／1000×I×（C1×A1＋C2×A2）  ・・・合理式 

   Q：浸出水量（m3） 

   I：降水量（mm） 

   C1：埋立中区画のうち廃棄物部分の浸出係数 

   C2：埋立終了後の浸出係数（表流水排除） 

   A1：埋立中区画のうち廃棄物部分の面積（m2） 

   A2：埋立終了後の面積（m2） 

 

以上より、水収支計算の計算条件として、①降水量、②浸出係数、③埋立面積を設定す

る必要がある。 
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(2) 浸出水量等算出条件の整理 

1) 気象観測所と降水量データ 

計画地近傍の気象観測地点としては、計画地西方に米子特別地域観測所※（以下、米子

観測所という）がある。表 1-1-2 に米子観測所及び計画地の位置を示す。 

 

表1-1-2 気象観測所の概要 

観測所名 所在地 緯度・経度 標高 

米子観測所 米子市博労町 
北緯 35 度 26.0 分 

東経 133 度 20.3 分 
6.5ｍ 

 

出典：（仮称）淀江産業廃棄物最終処分場建設工事 事業計画書(1/2) 

 

施設規模検討で使用する降水量データは、技術基準等により、埋立期間と同じ期間（年

間）の直近の年降水量データとして、平成 26 年を最終年とする過去 37 年の降水量デー

タを整理して、表 1-1-3 及び図 1-1-1、1-1-2 に示す。 

表 1-1-3 より、計画地周辺の平均的な年間降水量は約 1,780mm である。また、年間降

水量が最も多いのは平成元年の 2,292.0mm、月間降水量が最も多いのは平成 9 年 7 月の

530.0mm となっている。 
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表1-1-3 月別降水量（過去 37 年） 

 

 

 

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

昭和53年 (1978年) 150.0 135.0 104.0 55.0 76.0 180.0 57.0 35.5 211.5 161.5 142.0 186.0 1,493.5

54年 (1979年) 114.0 184.0 102.0 86.0 121.0 181.5 135.0 98.5 350.0 237.0 134.0 75.0 1,818.0

55年 (1980年) 182.0 36.0 154.0 110.0 240.0 89.0 357.0 339.0 28.5 233.5 155.0 175.0 2,099.0

56年 (1981年) 97.5 121.0 55.5 152.0 121.0 403.5 277.5 131.0 135.5 122.5 203.0 91.0 1,911.0

57年 (1982年) 193.0 74.0 126.5 117.0 69.5 56.0 107.5 191.5 263.5 40.5 95.0 76.5 1,410.5

58年 (1983年) 123.0 137.5 187.0 136.5 119.5 136.5 333.0 265.0 341.5 89.0 177.0 200.5 2,246.0

59年 (1984年) 145.5 124.0 82.5 118.5 82.5 266.0 95.5 29.5 129.0 102.0 142.5 147.0 1,464.5

60年 (1985年) 141.5 130.5 167.5 193.5 129.5 307.0 264.0 7.5 267.0 105.0 82.0 87.5 1,882.5

61年 (1986年) 83.0 117.5 122.0 86.5 153.0 181.0 293.0 46.0 55.0 141.0 47.5 146.0 1,471.5

62年 (1987年) 137.0 93.0 164.5 50.0 81.0 203.0 228.0 143.5 118.0 295.5 123.0 96.5 1,733.0

63年 (1988年) 69.0 138.0 140.0 86.0 125.5 247.0 267.5 172.5 267.5 122.5 103.0 64.5 1,803.0

平成元年 (1989年) 180.0 271.0 148.5 56.5 138.0 123.5 204.5 264.5 457.0 192.5 151.5 104.5 2,292.0

2年 (1990年) 211.0 112.5 111.5 175.0 134.5 106.5 158.5 74.0 369.5 225.5 214.5 75.5 1,968.5

3年 (1991年) 130.0 152.0 197.5 146.0 80.5 332.5 374.5 100.5 117.0 85.5 111.0 167.5 1,994.5

4年 (1992年) 144.0 147.0 158.5 152.0 81.0 78.0 81.0 167.0 114.0 161.5 110.0 111.5 1,505.5

5年 (1993年) 161.0 163.0 90.5 47.0 145.0 299.0 388.5 306.0 220.5 59.5 112.5 133.5 2,126.0

6年 (1994年) 175.0 156.0 102.5 76.0 96.0 138.5 7.0 61.5 457.0 147.0 56.5 116.0 1,589.0

7年 (1995年) 207.0 176.0 118.0 85.0 210.0 58.0 420.5 143.5 84.0 44.5 80.5 197.0 1,824.0

8年 (1996年) 114.0 98.0 142.0 44.0 81.0 269.5 87.0 67.0 155.0 79.0 102.0 89.0 1,327.5

9年 (1997年) 111.5 86.5 73.0 132.5 184.5 190.0 530.0 148.5 421.0 61.0 137.0 105.0 2,180.5

10年 (1998年) 189.5 117.5 56.5 156.0 160.0 132.5 237.5 105.5 218.0 266.0 90.0 42.5 1,771.5

11年 (1999年) 93.0 136.0 162.5 109.5 114.0 342.5 157.5 100.0 155.5 82.5 138.5 151.0 1,742.5

12年 (2000年) 192.5 113.5 122.0 100.0 82.5 129.5 71.0 23.0 378.0 154.5 238.5 61.0 1,666.0

13年 (2001年) 140.5 111.5 148.5 39.5 185.0 243.5 166.5 136.5 241.0 187.5 189.0 171.5 1,960.5

14年 (2002年) 231.0 79.0 160.0 80.0 163.0 65.0 212.0 53.5 104.0 90.5 153.5 151.5 1,543.0

15年 (2003年) 180.5 81.5 157.0 182.0 159.5 100.5 363.5 268.5 189.5 37.0 178.5 176.5 2,074.5

16年 (2004年) 144.5 75.0 110.5 68.5 272.0 106.5 74.5 125.5 342.5 363.0 48.5 206.5 1,937.5

17年 (2005年) 90.5 138.5 129.5 30.5 54.5 20.0 354.0 78.5 115.0 122.0 163.0 200.0 1,496.0

18年 (2006年) 106.0 137.5 164.5 97.5 160.5 127.5 510.0 13.0 123.0 118.0 140.5 115.0 1,813.0

19年 (2007年) 90.0 112.0 88.0 41.5 68.5 154.0 324.5 173.0 61.0 95.5 30.0 93.0 1,331.0

20年 (2008年) 138.0 165.0 124.0 132.5 108.5 267.5 82.5 245.0 155.0 52.5 103.5 125.0 1,699.0

21年 (2009年) 225.0 103.5 99.5 115.5 36.5 212.0 316.5 59.0 76.0 97.5 234.0 91.5 1,666.5

22年 (2010年) 114.5 120.5 190.0 141.0 89.5 138.5 214.0 57.0 145.0 154.5 103.0 261.5 1,729.0

23年 (2011年) 221.5 122.5 117.0 107.5 378.5 129.5 175.5 88.0 431.0 84.5 60.0 251.5 2,167.0

24年 (2012年) 168.5 108.0 172.0 85.0 97.0 130.5 150.5 131.5 123.5 107.5 124.5 166.0 1,564.5

25年 (2013年) 106.5 74.0 70.5 119.5 38.5 172.0 284.0 261.0 263.0 278.0 153.0 151.5 1,971.5

26年 (2014年) 181.0 91.0 157.5 69.5 74.0 75.5 109.5 377.5 54.0 221.5 140.0 117.0 1,668.0

148.2 122.7 129.1 102.2 127.3 172.8 228.9 137.5 209.1 141.0 128.9 134.5 1,782.2

231.0 271.0 197.5 193.5 378.5 403.5 530.0 377.5 457.0 363.0 238.5 261.5 2,292.0

69.0 36.0 55.5 30.5 36.5 20.0 7.0 7.5 28.5 37.0 30.0 42.5 1,327.5

平 均

最 大

最 小

⑭ ー (1) ー 38



 付属：H28事業計画における計画書  

 

2) 降水時系列の抽出 

水収支計算に用いる降水時系列は、「設計要領」に従い、過去 37 年間で年降水量デー

タが最大となる年（以下、最大年という）及び最大月間降水量が発生した（以下、最大

月間降水年という。）を抽出する。 

表 1-1-3 に示す過去 37 年の降水量データでは、年間降水量としては 2,292.0mm を記

録した平成元年が、月間降水量としては 530.0mm を記録した平成 9 年 7 月が最も多い。 

このため、最大年は平成元年、最大月間降水年は平成 9 年となり、水収支計算におい

てはこの年の降水時系列を用いるものとする。 

表 1-1-4 に平成元年、表 1-1-5 に平成 9 年の日降水量データを示す。 

 

表1-1-4 最大年（平成元年）の日降水量 

 

 

 

 

 

（単位：mm）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1日 3.0 9.0 0.0 0.0 7.0 -- 0.0 17.0 17.0 -- 19.0 0.0

2日 0.0 11.5 -- -- -- -- 0.0 19.5 134.5 48.0 0.5 0.0

3日 0.0 2.0 0.0 -- -- -- 4.5 0.0 34.5 7.0 -- --

4日 0.5 1.5 46.5 -- -- -- 0.0 0.0 -- 2.5 -- --

5日 -- -- 3.5 -- -- 4.0 -- 0.0 11.0 -- -- --

6日 -- 0.5 1.0 -- 6.0 -- -- 3.0 2.5 25.5 0.0 0.0

7日 11.5 0.0 40.0 0.0 6.0 -- -- 1.0 4.0 0.0 10.0 9.0

8日 15.5 19.5 24.0 8.0 -- 25.0 1.5 -- 2.5 32.5 27.0 25.5

9日 0.0 33.5 0.0 -- -- 29.0 68.5 -- 11.0 -- 24.0 1.0

10日 -- 27.5 -- 2.0 4.0 6.0 0.5 -- 44.0 1.5 0.0 0.0

11日 17.5 0.0 0.0 21.0 43.0 0.5 23.5 -- 0.0 16.0 -- 0.0

12日 11.0 4.0 0.0 1.0 1.0 -- 55.5 -- 16.0 0.0 6.0 2.5

13日 1.0 3.0 4.5 -- 0.0 -- 23.5 48.0 25.5 1.5 39.0 0.0

14日 17.0 0.0 0.0 0.5 9.5 7.5 -- 18.5 1.0 9.5 3.0 16.0

15日 1.5 0.5 0.0 13.0 4.0 2.5 2.5 13.5 0.0 -- 8.0 4.5

16日 -- 35.0 2.0 6.5 0.0 8.5 16.0 26.0 3.0 12.0 0.0 --

17日 -- 26.0 2.5 0.0 10.0 -- 0.0 -- -- 6.0 1.5 0.0

18日 14.0 13.5 -- -- 4.0 5.0 -- 1.0 10.0 0.5 3.0 5.5

19日 18.5 0.0 -- -- 13.5 0.0 -- -- 74.5 9.0 1.0 0.5

20日 8.0 0.5 0.0 -- 0.0 1.5 0.0 -- 0.5 14.0 0.0 2.0

21日 1.5 5.5 1.0 -- 0.5 0.0 -- -- 4.0 -- -- 3.0

22日 0.0 4.0 3.5 0.0 0.0 -- 8.5 -- 41.5 -- -- 0.0

23日 28.0 3.0 0.5 0.5 0.5 0.0 -- 3.0 4.0 -- 1.5 4.0

24日 1.5 17.0 5.5 1.5 -- 6.5 -- 27.0 -- -- 0.5 1.0

25日 -- 42.0 7.5 -- 5.0 0.0 -- 14.5 5.0 -- 0.0 0.0

26日 0.0 9.5 -- -- 24.0 -- 0.0 0.0 -- -- -- 2.5

27日 21.0 -- -- 0.0 -- 22.5 0.0 66.5 -- -- -- 1.0

28日 8.5 2.5 6.5 -- -- 5.0 0.0 2.5 11.0 1.0 7.0 0.0

29日 0.0 0.0 -- -- -- -- -- 0.0 -- 0.5 8.0

30日 -- -- 2.5 -- -- -- 3.5 -- -- 0.0 3.0

31日 0.5 0.0 -- 0.0 0.0 6.0 15.5 合計

計 180.0 271.0 148.5 56.5 138.0 123.5 204.5 264.5 457.0 192.5 151.5 104.5 2,292.0

備考表中「--」は、降水量がない場合を示す。
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表1-1-5 最大月間降水年（平成 9 年）の日降水量 

 

 

 

（単位：mm）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1日 4.5 1.5 16.5 -- -- -- 0.0 0.0 0.0 -- 2.5 10.5

2日 1.5 0.0 0.0 15.0 -- 2.0 50.0 0.0 -- 0.5 -- 4.5

3日 0.0 8.0 2.5 30.0 1.0 0.0 -- 0.5 17.0 -- -- 16.0

4日 0.5 0.5 -- 21.0 0.0 6.0 -- 0.0 3.5 0.5 0.0 --

5日 5.0 0.0 -- 10.5 6.5 3.5 2.5 43.5 0.0 7.5 8.0 --

6日 12.5 6.0 0.0 2.0 -- 34.5 0.0 16.5 45.0 -- -- 2.0

7日 34.0 0.0 0.0 3.5 0.5 -- 30.5 8.0 31.5 -- 0.0 8.0

8日 5.5 -- -- -- 39.0 0.5 29.0 -- 6.5 1.0 -- 5.5

9日 0.0 -- -- 0.0 0.0 0.5 34.5 3.0 -- -- -- 0.0

10日 12.0 -- 2.0 -- -- 0.0 39.5 0.5 -- -- -- 3.0

11日 4.5 22.0 1.0 -- -- 0.0 34.0 14.0 0.0 7.0 -- 8.5

12日 -- 12.5 -- -- -- -- 110.5 2.5 20.5 3.5 6.5 0.5

13日 -- 2.0 0.0 -- 24.0 -- 3.5 60.0 15.5 -- 10.5 2.5

14日 1.0 -- 14.5 -- 15.5 -- -- 0.0 4.0 10.5 6.0 0.0

15日 0.0 3.5 2.0 -- 45.5 0.0 0.0 0.0 17.0 0.0 3.5 0.0

16日 0.5 0.0 6.5 -- -- 0.5 6.0 -- 125.5 -- 0.0 --

17日 0.0 3.0 3.0 -- -- -- 73.5 -- 10.0 -- 19.0 1.0

18日 0.0 6.0 -- 3.5 -- -- -- -- 2.0 0.0 15.5 4.5

19日 0.0 1.0 0.0 -- 11.5 3.5 -- -- 0.5 -- 0.0 --

20日 -- 1.5 0.0 -- 20.0 8.0 -- 0.0 0.5 -- -- 0.0

21日 8.0 5.0 0.0 13.0 2.5 -- -- -- 0.0 -- 1.5 0.0

22日 4.5 0.0 0.0 7.5 1.5 -- -- 0.0 0.0 -- 8.0 0.0

23日 2.5 -- 6.5 0.5 -- -- -- -- 64.5 0.0 0.0 2.0

24日 0.0 -- 0.0 0.0 0.0 -- -- 0.0 1.0 -- -- 3.0

25日 0.0 11.5 -- -- 4.0 0.0 -- 0.0 32.5 -- 2.5 0.0

26日 0.5 2.5 6.5 -- 8.5 0.0 63.0 -- 7.0 0.0 18.0 --

27日 0.0 -- 1.5 -- 0.0 1.0 2.5 -- 11.5 4.5 4.5 --

28日 3.0 -- -- 17.0 -- 130.0 49.0 -- 5.5 0.0 0.5 0.5

29日 3.0 7.5 -- 4.5 -- 1.5 -- -- 0.0 23.5 1.5

30日 8.0 3.0 9.0 0.0 -- 0.5 -- -- 6.0 7.0 14.5

31日 0.5 -- -- -- -- 20.0 17.0 合計

計 111.5 86.5 73.0 132.5 184.5 190.0 530.0 148.5 421.0 61.0 137.0 105.0 2,180.5

備考表中「--」は、降水量がない場合を示す。
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3) 浸出係数の設定 

埋立中の浸出水の損失は蒸発量 E1 と仮定でき、浸出係数は下記のように表現できる。 

  C1＝1－（E1／I） 

 

また、埋立終了後の浸出係数は、先に示した蒸発量 E1 に加え、最終覆土を行うことに

よる表流水分が損失となる。これは、最終覆土の土質、勾配等により異なるが、一般的

に 0.4 といわれていることより、埋立終了後の浸出係数 C2 は以下のように表現できる。 

  C2＝C1×（1－0.4）＝0.6C1 

 

これに、月別の蒸発量を勘案して月別の浸出係数を計算する。蒸発に影響を与える因

子として、気温、日照時間、降水量、風等があり、これらを用いた各種手法による可能

蒸発量の計算方法があるが、本計画では「設計要領」に示されている月別浸出係数の目

安の算出式で用いられている、Blaney Criddle 法により算出する。 

 

  Eｔ＝0.254×K×Cj×tj  Cj＝dj／Σdj×100％ 

   Eｔ ：月間可能蒸発量（mm） 

   ｄj ：月間日照時間（hr） 

   Cj ：年間日照時間に対する月間日照時間の割合（％） 

   ｔj ：月間平均気温（華氏（°F））   F＝1.8C＋32 

   K ：植被による係数、樹林地等で 0.6～0.8（0.6 とする） 

 

蒸発量の計算結果を表 1-1-6 に示す。ここで、実蒸発量について、「設計要領」及び

「県設備指針」では「可能蒸発量の 60～70％が実蒸発量といわれている」とされており、

実蒸発量は可能蒸発量の 60％として計算されていることから、実蒸発量は可能蒸発量の

60％と設定する。 

なお、蒸発量の計算に必要となる平均気温（表 1-1-8）及び日照時間（表 1-1-9）は、

降水量と同様に米子観測所過去 37 年間のデータの平均値を用いた。 
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表1-1-6 月別蒸発量 

 

 

表 1-1-6 の蒸発量と降水量から算出した月別浸出係数を表 1-1-7 に示す。浸出係数の

年間値は C1 で 0.68 であり、「県指針」で標準と規定されている 0.69 に近似している。 

 

表1-1-7 月別浸出係数 

 

 

表1-1-8 日平均気温 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年値

39.9 40.5 45.9 55.2 63.9 70.9 78.4 80.4 72.7 62.6 53.2 44.4 59.0

77.7 88.2 140.5 186.2 214.2 165.2 180.4 209.0 152.5 163.2 118.9 90.0 1,786.0

4.4 4.9 7.9 10.4 12.0 9.2 10.1 11.7 8.5 9.1 6.7 5.0 100.0

26.5 30.5 55.0 87.7 116.7 99.9 120.7 143.4 94.6 87.2 54.0 34.1 950.3

15.9 18.3 33.0 52.6 70.0 59.9 72.4 86.1 56.7 52.3 32.4 20.5 570.1

148.2 122.7 129.1 102.2 127.3 172.8 228.9 137.5 209.1 141.0 128.9 134.5 1,782.2

15.9 18.3 33.0 52.6 70.0 59.9 72.4 86.1 56.7 52.3 32.4 20.5 570.1

ET（=Et×0.6）

Et（mm/月）

降水量（mm）

蒸発量（mm）

Cj=dj/∑dj×100

日照時間（hr）

平均気温（F）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年値

0.89 0.85 0.74 0.49 0.45 0.65 0.68 0.37 0.73 0.63 0.75 0.85 0.68

0.53 0.51 0.44 0.29 0.27 0.39 0.41 0.22 0.44 0.38 0.45 0.51 0.41

Ｃ１

Ｃ２

（単位：℃）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均

昭和53年 (1978年) 4.7 3.1 6.5 12.8 17.7 22.5 27.8 27.5 22.3 15.8 11.3 8.1 15.0
54年 (1979年) 6.1 6.3 7.5 11.8 16.2 23.2 24.8 26.5 22.4 17.4 11.4 8.0 15.1
55年 (1980年) 3.8 2.9 6.7 11.5 17.3 22.1 23.3 23.5 21.0 16.0 11.3 4.4 13.7
56年 (1981年) 1.9 3.3 7.6 12.3 16.6 21.0 26.7 25.8 20.7 15.8 9.8 6.5 14.0
57年 (1982年) 3.9 4.2 7.9 12.3 18.8 20.4 23.7 25.6 20.5 16.4 12.8 7.4 14.5
58年 (1983年) 4.9 3.4 7.2 15.1 17.7 20.4 24.7 26.7 23.2 16.2 10.2 5.4 14.6
59年 (1984年) 2.2 1.5 4.6 11.1 16.0 22.3 26.1 27.8 22.1 16.0 11.9 6.0 14.0
60年 (1985年) 2.6 4.5 7.3 12.3 17.4 19.9 25.8 28.8 23.2 17.1 11.3 4.8 14.6
61年 (1986年) 2.1 2.1 6.5 12.8 16.7 20.7 23.6 26.8 21.8 14.9 10.6 7.9 13.9
62年 (1987年) 5.1 5.5 7.1 12.1 17.1 21.4 26.1 25.9 21.2 17.3 12.1 7.6 14.9
63年 (1988年) 5.9 3.7 6.7 12.2 16.6 21.2 24.0 25.8 22.0 15.7 9.9 6.7 14.2

平成元年 (1989年) 6.5 5.8 8.0 13.2 17.0 20.2 24.7 25.7 22.3 15.7 12.0 7.5 14.9
2年 (1990年) 3.8 7.0 8.5 12.7 17.6 22.9 26.7 27.8 23.3 16.8 13.4 7.9 15.7
3年 (1991年) 4.5 3.8 7.8 12.6 17.2 22.2 25.8 24.9 22.7 17.0 11.2 8.3 14.8
4年 (1992年) 5.6 5.2 8.2 13.4 16.3 20.2 25.5 26.4 22.8 16.6 11.6 8.1 15.0
5年 (1993年) 5.4 6.1 6.8 12.2 17.0 20.9 23.4 23.5 21.0 15.5 12.6 7.1 14.3
6年 (1994年) 4.7 4.5 6.0 14.1 19.1 21.1 27.9 29.1 23.0 17.7 13.1 7.9 15.7
7年 (1995年) 4.3 3.9 8.3 12.9 17.0 19.8 26.2 28.3 21.4 17.3 10.4 5.2 14.6
8年 (1996年) 4.5 3.5 7.0 10.6 17.4 21.9 25.6 26.4 21.6 16.9 11.9 7.1 14.5
9年 (1997年) 4.4 4.3 8.6 12.6 18.4 22.0 25.1 26.9 21.5 16.2 12.8 7.7 15.0

10年 (1998年) 4.9 6.6 8.8 15.1 19.3 21.3 26.2 27.4 23.9 19.0 12.2 8.6 16.1
11年 (1999年) 5.3 4.5 9.0 12.9 18.2 21.6 24.6 27.3 24.9 17.8 12.2 6.9 15.4
12年 (2000年) 5.1 3.5 7.8 13.0 18.1 21.6 27.5 27.5 23.4 17.4 12.2 7.8 15.4
13年 (2001年) 3.8 5.3 7.8 13.3 19.1 22.1 27.0 26.9 21.8 17.6 11.3 6.7 15.2
14年 (2002年) 5.5 5.7 10.0 15.1 17.8 22.0 27.1 27.6 22.8 17.1 9.4 7.0 15.6
15年 (2003年) 3.8 5.7 7.1 13.6 18.1 22.4 23.2 26.0 23.6 16.5 14.1 7.6 15.1
16年 (2004年) 4.2 6.5 8.4 14.2 19.4 22.3 27.9 26.8 23.5 17.0 13.5 8.2 16.0
17年 (2005年) 4.6 4.0 7.3 14.5 16.7 23.4 25.4 27.4 24.2 17.6 11.8 3.8 15.1
18年 (2006年) 4.3 4.9 7.1 12.5 18.1 21.6 25.5 28.2 21.7 18.5 12.9 7.2 15.2
19年 (2007年) 5.7 6.9 8.5 12.9 18.4 22.2 23.8 28.5 25.2 18.2 11.9 8.2 15.9
20年 (2008年) 4.8 3.4 8.5 13.2 17.6 20.6 27.4 26.7 22.9 18.0 11.7 7.7 15.2
21年 (2009年) 3.9 7.0 8.7 13.4 17.9 22.1 25.2 25.4 22.0 17.4 12.2 7.1 15.2
22年 (2010年) 4.7 6.5 8.3 11.6 17.3 22.0 26.8 29.8 25.0 18.3 11.4 7.0 15.7
23年 (2011年) 1.8 5.7 6.3 12.0 18.1 23.2 26.6 27.5 23.3 17.6 14.3 6.1 15.2
24年 (2012年) 4.1 3.1 7.6 14.0 17.4 21.3 27.1 28.9 24.3 17.5 11.5 5.0 15.2
25年 (2013年) 3.6 4.9 9.6 12.2 18.0 22.6 28.3 28.3 23.0 18.9 11.2 6.1 15.6
26年 (2014年) 4.9 4.9 8.6 12.8 18.7 22.0 26.4 25.8 22.0 17.2 12.5 5.1 15.1

4.4 4.7 7.7 12.9 17.7 21.6 25.8 26.9 22.6 17.0 11.8 6.9 15.0平 均
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表1-1-9 日照時間 

 

（単位：ｈ）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

昭和53年 (1978年) 91.5 92.5 178.1 241.5 252.3 187.4 313.6 282.3 157.9 159.0 142.5 126.6 2,225.2
54年 (1979年) 106.9 100.4 180.5 205.1 283.9 159.3 212.7 228.1 160.4 223.5 121.2 118.8 2,100.8
55年 (1980年) 74.2 117.1 178.8 203.5 235.4 160.6 112.6 106.4 161.5 144.4 163.7 69.2 1,727.4
56年 (1981年) 105.6 77.5 175.7 195.2 235.0 131.1 251.7 231.4 188.0 166.9 89.5 108.4 1,956.0
57年 (1982年) 91.3 111.5 179.7 225.5 264.1 236.2 200.0 200.8 147.6 212.1 118.3 94.3 2,081.4
58年 (1983年) 120.3 139.4 148.8 176.8 274.2 233.7 185.0 207.9 152.4 168.9 130.6 99.5 2,037.5
59年 (1984年) 79.1 115.2 142.9 163.1 271.5 209.5 231.5 300.2 185.4 194.2 158.5 88.9 2,140.0
60年 (1985年) 89.4 76.7 143.0 233.1 212.0 163.8 213.7 293.5 150.6 180.8 128.1 89.9 1,974.6
61年 (1986年) 70.7 72.0 152.1 178.6 193.9 151.6 127.3 250.4 153.5 120.6 106.9 84.6 1,662.2
62年 (1987年) 79.8 105.6 83.5 198.2 208.4 233.7 159.7 160.6 160.7 166.6 131.4 131.6 1,819.8
63年 (1988年) 92.8 79.0 112.1 196.8 191.5 163.8 102.5 198.7 137.5 166.8 107.3 94.7 1,643.5

平成元年 (1989年) 81.1 62.2 135.6 208.3 195.6 163.1 181.1 168.1 100.0 162.4 103.5 102.2 1,663.2
2年 (1990年) 55.1 80.1 144.0 156.4 224.7 199.2 223.6 286.8 115.5 148.8 124.2 102.3 1,860.7
3年 (1991年) 55.6 66.2 106.8 177.0 172.0 104.5 119.7 146.6 149.3 127.8 128.2 86.7 1,440.4
4年 (1992年) 72.6 78.6 95.4 174.8 187.8 196.3 190.4 155.6 147.5 154.6 110.5 76.5 1,640.6
5年 (1993年) 49.8 77.0 132.1 172.6 195.4 121.6 108.2 103.8 127.6 132.3 82.3 93.5 1,396.2
6年 (1994年) 82.4 69.6 131.2 207.5 216.5 158.8 291.4 287.5 163.0 149.6 124.2 84.2 1,965.9
7年 (1995年) 58.4 89.8 114.7 156.2 164.9 110.2 156.2 253.1 126.4 164.2 135.0 53.8 1,582.9
8年 (1996年) 77.9 75.5 114.3 187.6 219.6 112.7 201.6 218.6 175.2 165.2 79.3 114.1 1,741.6
9年 (1997年) 78.5 98.6 166.0 174.6 145.1 ] 197.6 165.5 226.7 113.6 210.4 121.0 77.3 1,629.8

10年 (1998年) 71.6 80.8 150.2 154.0 204.6 105.2 176.7 155.3 141.4 129.4 116.2 124.4 1,609.8
11年 (1999年) 85.9 85.8 128.2 157.5 261.5 152.7 124.0 160.9 128.6 168.4 114.6 103.7 1,671.8
12年 (2000年) 55.4 81.0 156.4 180.6 210.3 152.4 243.8 241.4 168.2 135.3 99.8 116.5 1,841.1
13年 (2001年) 53.1 81.9 136.6 204.1 201.1 155.5 240.3 237.4 143.7 162.4 125.8 80.8 1,822.7
14年 (2002年) 73.4 92.7 179.8 170.9 161.5 224.3 180.6 194.2 186.8 163.2 116.3 49.2 1,792.9
15年 (2003年) 63.6 78.1 143.6 139.6 213.1 141.3 79.4 170.5 155.1 193.1 93.7 68.6 1,539.7
16年 (2004年) 91.4 137.5 162.1 217.6 167.4 190.4 230.8 183.2 93.0 146.0 138.2 109.3 1,866.9
17年 (2005年) 79.8 66.2 128.7 225.1 247.5 194.8 138.8 178.0 147.7 143.4 140.7 78.8 1,769.5
18年 (2006年) 71.5 75.8 138.7 126.1 156.2 183.5 109.2 277.1 170.8 195.0 108.5 74.9 1,687.3
19年 (2007年) 85.8 125.9 136.9 199.0 225.1 138.3 118.7 251.0 153.0 177.5 136.0 77.6 1,824.8
20年 (2008年) 67.3 72.6 144.4 177.7 216.3 122.3 220.7 193.0 146.4 174.7 122.0 110.5 1,767.9
21年 (2009年) 71.2 88.3 140.2 221.0 169.9 170.2 77.6 153.3 177.3 160.8 92.3 77.7 1,599.8
22年 (2010年) 90.3 80.6 94.3 138.4 192.8 187.3 182.2 257.0 162.9 125.3 128.1 96.5 1,735.7
23年 (2011年) 65.7 110.8 137.2 176.1 164.5 145.9 168.3 208.2 168.4 161.3 99.2 49.7 1,655.3
24年 (2012年) 58.6 68.9 95.5 188.3 204.0 151.8 222.6 256.5 148.6 179.1 99.8 81.4 1,755.1
25年 (2013年) 72.6 81.1 168.2 177.2 251.0 160.3 227.0 230.7 185.9 138.9 124.2 65.7 1,882.8
26年 (2014年) 103.4 72.0 143.1 204.8 267.3 141.7 184.7 77.4 189.4 164.2 138.6 68.4 1,755.0

77.7 88.2 140.5 186.2 214.2 165.2 180.4 209.0 152.5 163.2 118.9 90.0 1,780.2平 均
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4) 集水区域と埋立計画（区画埋立） 

埋立計画（別途）における埋立期別の集水区域の面積を表 1-1-10 に示す。 

浸出水処理施設規模の算定にあたっては、埋立中区画面積と埋立完了区画面積に 0.6

を乗じた面積の和が最大となる時期が、浸出水量の発生が最大となるため、以下の２ケ

ースとする。 

 

 ケース１ 第Ⅰ期 埋立⑥ 

 ケース２ 第Ⅱ期 埋立⑦ 

 

表1-1-10 区画埋立における概要図と面積等 

 

 

第Ⅰ期

埋立中区画 埋立完了区画 A1換算の面積 計算対象

A1　（m2） A2　（m2） A1+A2*0.6　（m2）

埋立① 3,811.0 0.0 3,811.0

埋立② 5,729.0 1,970.0 6,911.0

埋立③ 3,023.0 5,791.0 6,497.6

埋立④ 3,485.0 6,234.0 7,225.4

埋立⑤ 2,126.0 8,224.0 7,060.4

埋立⑥ 2,685.0 8,382.0 7,714.2 ○

第Ⅱ期

埋立中区画 埋立完了区画 A1換算の面積 計算対象

A1　（m2） A2　（m2） A1+A2*0.6　（m2）

埋立① 3,153.0 11,064.0 9,791.4

埋立② 2,387.0 13,712.0 10,614.2

埋立③ 7,389.0 11,050.0 14,019.0

埋立④ 5,395.0 13,782.0 13,664.2

埋立⑤ 9,371.0 11,526.0 16,286.6

埋立⑥ 8,260.0 13,351.0 16,270.6

埋立⑦ 13,365.0 8,056.0 18,198.6 ○

埋立⑧ 6,943.0 14,977.0 15,929.2

期別

期別
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5) 計画流入水量の設定範囲 

計画流入水量の設定範囲とは、決定する施設規模（浸出水処理施設の処理能力）を定

めるための目安であり、「設計要領」に基づき平均降水量及び月間最大降水量からその範

囲を求める。 

 

・平均浸出水量（平均降水量の日換算値）  ：4.9mm/日 （1,782.2mm÷365 日） 

・最大浸出水量（月間最大降水量の日換算値）：17.1mm/日 （530mm/月÷31） 

 

計画流入水量の設定範囲は、前述の２ケースで算出し、表 1-1-11 に示す。 

同表より、施設規模は第Ⅰ期で 30～80m3/日、第Ⅱ期で 70～210 m3/日の範囲で設定す

る。 

 

表1-1-11 計画流入水量の設定範囲 

 

 

 

【第Ⅰ期　埋立⑥】

（mm/日） 4.9 17.1

埋立中　　C1 0.68 0.68

埋立終了　C2 0.41 0.41

埋立中　　A1 （m2）

埋立完了　A2 （m2）

（m3/日） 26 90

（m3/日） 30

【第Ⅱ期　埋立⑦】

（mm/日） 4.9 17.1

埋立中　　C1 0.68 0.68

埋立終了　C2 0.41 0.41

埋立中　　A1 （m2）

埋立完了　A2 （m2）

（m3/日） 61 212

（m3/日） 70

設定範囲

設定範囲

最大浸出水量平均浸出水量

210

平均浸出水量 最大浸出水量

～

80～

13,365.0

設定範囲

日換算値

浸出係数

集水面積

日換算値

浸出係数

集水面積

浸出水量の目安

2,685.0

8,382.0

浸出水量の目安

設定範囲

8,056.0
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6) 計算フロー 

埋立地における水収支モデルでの合理式により、抽出した降水時系列に基づき、日々

の浸出水量の算出は図 1-1-2 に示す計算フローで行う。 

 

 

図1-1-2 調整容量出し入れ計算フロー（出典：設計要領） 
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7) 日浸出水量時系列の計算式 

日浸出水量時系列の計算は次式のとおりである。 

（合理式） Ｑj＝1／1000×Ｉ×（Ｃ1×Ａ1＋Ｃ2×Ａ2） 

   Ｑj：抽出降水時系列の日浸出水量（m3／日） 

   Ｉj：抽出降水時系列の日降水量（mm／日） 

   Ｃ1：埋立中区画のうち廃棄物部分の浸出係数 

   Ｃ2：埋立終了後の浸出係数（表流水排除） 

   Ａ1：埋立中区画のうち廃棄物部分の面積（m2） 

   Ａ2：埋立終了後の面積（m2） 

 

8) 浸出水処理施設規模の算出条件のまとめ 

以上の算出条件を整理して、表 1-1-12 に示す。 

 

表1-1-12 算出条件のまとめ 

項 目 算出条件 

気象データ 米子観測所 

過去 37 年 

昭和 53 年～平成 26 年 

日降水時系列 最大年（平成元年） 

最大月間降水年（平成 9 年） 

浸出係数 蒸発量計算：Blaney Criddle 法 

平均気温：米子観測 37 年平均 

日照時間：米子観測 37 年平均 

実蒸発量：可能蒸発量の 60％ 

集水区域 第Ⅰ期 埋立⑥ 

第Ⅱ期 埋立⑦ 

計画流入水量 

設定範囲 

第Ⅰ期 30～80m3/日 

第Ⅱ期 70～210m3/日 

水収支計算 合理式 
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浸出水処理施設規模の決定 

(1) 水収支計算結果 

1) ケース１（第Ⅰ期 埋立⑥） 

水収支計算結果を整理して、表 1-1-13 に示す。 

表 1-1-13 のグラフは、計画流入水量の設定範囲（30～80m3/日）において、計画流入

水量を 10m3/日ずつ変動させ、水収支計算から得られる最大調整容量をプロットしたも

のである。 

 

環境省性能指針対応（グラフ赤線） 

最大調整容量は、最大年より最大月間降水年を用いた結果の方が大きくなる。また、

最大月間降水年において、計画流入水量 50m3/日までは最大調整容量の削減量は大きく

なるが、計画流入水量を 60m3/日以上とした場合は、最大調整容量の削減効果があまり

期待できないことがわかる。 

・浸出水処理施設規模 50m3/日 

・浸出水調整設備容量 1,881m3 以上 

 

県指針（グラフ青線） 

・浸出水処理施設規模 40m3/日 

・浸出水調整設備容量 1,630m3 以上 

 

表1-1-13 計画流入水量と最大調整容量の関係（ケース１） 

   

 

計画
流入水量 最大年 最大月間降水年

（m3/日） （H1年） （H9年）
30 3,322 3,699
40 1,630 2,529
50 1,368 1,881
60 1,148 1,628
70 928 1,428
80 810 1,228

90 - -
100 - -
110 - -
120 - -
130 - -
140 - -

150 - -
160 - -
170 - -
180 - -
190 - -
200 - -
210 - -

最大調整容量（m3）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0 50 100

最
大

調
整

容
量

（m
3
）

計画流入水量（m3/日）

最大年

最大月間降水年

この点までは、最大調整
容量の削減効果が高く、

これ以上の計画流入水

量では削減効果は低い 
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2) ケース２（第Ⅱ期 埋立⑦） 

計画流入水量と最大調整容量を整理して表 1-1-14 に示す。 

 

環境省性能指針対応（グラフ赤線） 

・浸出水処理施設規模 80m3/日 

・浸出水調整設備容量 7,273m3 以上 

 

県指針（グラフ青線） 

・浸出水処理施設規模 90m3/日 

・浸出水調整設備容量 4,033m3 以上 

 

表1-1-14 計画流入水量と最大調整容量の関係（ケース２） 

 

 

 

 

(2) 

【第Ⅱ期　埋立⑦】
計画

流入水量 最大年 最大月間降水年

（m3/日） （H1年） （H9年）
30 - -
40 - -
50 - -
60 14,391 13,639
70 8,213 9,058
80 5,626 7,269
90 4,031 6,349
100 3,613 5,429
110 3,393 4,670
120 3,173 4,360
130 2,953 4,062
140 2,733 3,862
150 2,513 3,662
160 2,293 3,462
170 2,073 3,262
180 1,934 3,062
190 1,904 2,862

200 1,874 2,662
210 1,844 2,483

最大調整容量（m3）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

50 100 150 200

最
大

調
整

容
量

（m
3
）

計画流入水量（m3/日）

最大年

最大月間降水年

この点までは、最大調整

容量の削減効果が高く、
これ以上の計画流入水

量では削減効果は低い 
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浸出水量の削減方法（区画埋立方策） 

1) 表流水排除区画の設定 

浸出水量の削減方法として、第Ⅰ期の埋立休止区画（一定高さまで埋め立てた後、一

定期間埋立てを休止しておく区画）を表流水排除区画として、図 1-1-3 に示す範囲にキ

ャッピングを行うこととする。 

◆ キャッピング範囲の面積 ： 3,031m2 

 

第Ⅰ期の埋立計画を含めて、表 1-1-15、1-1-16 に区画埋立計画を示す。 

 

 

図1-1-3 キャッピングの範囲（案） 
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表1-1-15 第Ⅰ期での区画埋立計画 

埋立① 埋立② 

  

埋立③ 埋立④ 

  

埋立⑤ 埋立⑥ 
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表1-1-16 第Ⅱ期での区画埋立計画 

埋立① 埋立② 

  

埋立③ 埋立④ 

  

埋立⑤ 埋立⑥ 

  

埋立⑦ 埋立⑧ 
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2) 最終埋立計画面のキャッピング 

キャッピングとは、埋立層への雨水の浸透を抑制し、浸出水量を削減するために、埋

立地の表面をシート等で覆うことである。キャッピングには、遮水シート、アスファル

ト等の舗装、ベントナイト混合土の他、キャッピング用シートなどが用いられている。

ここで、キャッピング用シートとは、埋立ガスは通すものの水は通さないという材料、

他がある。 

ところで、一般に埋立処分された廃棄物は、空気と一定の水分があれば、次第に分解

して生物化学的に安定した状態となる。 

そこで、キャッピング材の選定や廃棄物層への水分供給にあたっては、キャッピング

による雨水排水方法や埋立層への水分補給方法（補給管布設あるいはシートに開孔を設

ける等）等、詳細な検討は必要であるが、浸出水処理施設の規模算定に際し、降水量の

約 10％程度を浸出水として見込むものとする。 

 

3) 区画埋立における面積 

第Ⅱ期（第Ⅰ期の埋立休止面）におけるキャッピングを考慮した各段階での集水区域

の面積を表 1-1-17 に示す。 

 

表1-1-17 集水区域の面積（第Ⅱ期） 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ期 キャッピングあり

埋立中区画 埋立完了区画 キャッピング区画

A1　（m2） A2　（m2） A3　（m2）

埋立① 3,153.0 8,033.0 3,031.0

埋立② 2,387.0 10,681.0 3,031.0

埋立③ 7,389.0 8,019.0 3,031.0

埋立④ 5,395.0 10,751.0 3,031.0

埋立⑤ 9,371.0 8,495.0 3,031.0

埋立⑥ 8,260.0 10,320.0 3,031.0

埋立⑦ 13,365.0 5,025.0 3,031.0

埋立⑧ 6,943.0 11,946.0 3,031.0

埋立終了 0.0 21,418.0 0.0

期別
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4) 水収支計算結果（第Ⅱ期のみ） 

集水面積以外は、同条件にて水収支計算を行うにあたって、計画水量の設定範囲は以

下のとおりとなる。 

 

① 計画流入水量の設定範囲 

 

 

 

【第Ⅱ期　埋立⑦】キャッピングあり

（mm/日） 4.9 17.1

埋立中　　C1 0.68 0.68

埋立終了　C2 0.41 0.41

キャッピング　C3 0.10 0.10

埋立中　　A1 （m2）

埋立完了　A2 （m2）

キャッピング　A3 （m2）

（m3/日） 56 196

（m3/日） 60設定範囲 ～ 190

設定範囲

平均浸出水量 最大浸出水量

日換算値

浸出係数

集水面積

13,365.0

5,025.0

3,031.0

浸出水量の目安
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② 計算結果（計画流入水量Ｑと必要調整容量Ｖの関係） 

埋立期別第Ⅱ期の計画流入水量（Q）と必要調整容量（V）の関係から、計画流入水

量 70m3/日のときが、最大調整容量の削減効果が最も高くなっていることから、第Ⅱ

期の浸出水処理能力は、70m3/日が適正であると考えられ、その場合に必要となる調整

設備容量は、7,095m3 以上となる。 

 

○ 第Ⅱ期における施設規模 

  ・浸出水処理施設規模 70m3/日 

  ・浸出水調整設備容量 7,095m3 以上 

 

 【第Ⅱ期　埋立⑦】 　キャッピングあり
計画

流入水量 最大年 最大月間降水年

（m3/日） （H1年） （H9年）
30 - -
40 - -
50 - -
60 10,242 10,561
70 5,950 7,095
80 3,970 6,175
90 3,427 5,255
100 3,162 4,370
110 2,942 4,060
120 2,722 3,759
130 2,502 3,559
140 2,282 3,359
150 2,062 3,159
160 1,842 2,959
170 1,773 2,759
180 1,743 2,559
190 1,713 2,359

200 - -
210 - -

最大調整容量（m3）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

50 100 150 200

最
大

調
整

容
量

（m
3
）

計画流入水量（m3/日）

最大年

最大月間降水年

この点が、最大調整容量の
削減効果が最も高い。 
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③ 浸出水処理施設の整備方針 

本施設では、第Ⅰ期及び第Ⅱ期とした埋立期別とした埋立計画であること、埋立期

間が長期に渡ることから、施設規模（浸出水処理能力 70m3/日、調整設備容量 7,095m3

以上）を全体規模とした段階整備の在り方を定める。 

ここで、段階整備について、浸出水処理設備は増設の容易性や水量及び水質負荷時

の運用面を考慮して２系列化の考え方を適用し、以下の３ケースを比較検討し、以下

に示す段階整備を行うものとする。 

【第Ⅰ期】 浸出水処理施設 35 m3/日 

      浸出水調整設備 7,100 m3 

【第Ⅱ期】 浸出水処理施設 70 m3/日 

 

表1-1-18 段階整備の比較検討 

 ケースＡ ケース B ケース C 

第Ⅰ期 

（約 10 年） 

水処理 35 m3/日 

調整槽 3,500 m3 

水処理 35 m3/日 

調整槽 7,100 m3 

水処理 70 m3/日 

調整槽 7,100 m3 

第Ⅱ期 

 

水処理増設 35m3/日 

（最終規模）70 m3 

調整槽増設 3,600 m3 

（最終容量）7,100 m3 

水処理増設 35 m3/日 

（最終規模）70 m3/日 

調整槽 増設なし 

（最終容量）7,100 m3 

水処理 増設なし 

（最終規模）70 m3/日 

調整槽増設 3,600 m3 

（最終容量）7,100 m3 

考え方 水処理能力は最終的な能力と

なる 70m3/日のうち半分の

35m3/日を整備し、第Ⅱ期で同

規模を増設する。 

調整容量は第Ⅰ期の処理能力

35m3/日で必要となる 3,500m3

を整備し、第Ⅱ期整備時に

3,600m3 を増設する。 

水処理はケースＡと同様 

 

 

 

調整容量は第Ⅱ期で必要とな

る最終的な容量 7,100m3 を第

Ⅰ期（初期）で整備し、第Ⅱ期

では増設しない。 

水処理能力は最終的な能力と

なる 70m3/日を整備する。 

 

調整容量は第Ⅰ期の処理能力

35m3/日で必要となる 3,500m3

を整備し、第Ⅱ期整備時に

3,600m3 を増設する。 

初期投資額 最も安価 Ｃ案より安価 最も高価 

評価 浸出水処理施設等の敷地面積

では、調整槽の段階的整備（第

Ⅱ期時に所定規模の調整槽を

増設する）は、搬入車両動線や

必要となる施工範囲等を踏ま

えると、現実的に困難といえ

る。 

 

 

【評価：×】 

最終容量の調整槽を予め確保

しておくことで、第Ⅰ期時に

十分な緩衝安全が担保でき

る。また、水処理設備について

は、第Ⅱ期計画時に水質条件

等を検証でき、無機塩類対策

など、場合によってはコスト

縮減できるメリットがある。 

 

【評価：○】 

ケースＡと同様。 

また、水処理設備については、

第Ⅰ期時に最終的に必要とな

る規模を整備することになる

ため、水質条件等の検証を行

うことができない。 

 

 

 

【評価：×】 
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表1-1-19 埋立期別ごとの浸出水処理能力（水量）と調整設備容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1-4 第Ⅱ期埋立⑦ 

 

第Ⅰ期

埋立中区画 埋立完了区画 キャッピング区画

A1　（m2） A2　（m2） A3　（m2） 最大年 最大月間降水年 最大年 最大月間降水年

埋立① 3,811.0 0.0 - 446 694 330 301

埋立② 5,729.0 1,970.0 - 1,492 2,334 729 1,129

埋立③ 3,023.0 5,791.0 - 1,317 2,007 674 981

埋立④ 3,485.0 6,234.0 - 1,637 2,593 773 1,248

埋立⑤ 2,126.0 8,224.0 - 1,565 2,464 752 1,189

埋立⑥ 2,685.0 8,382.0 - 2,169 2,989 928 1,428

第Ⅱ期 キャッピングあり

埋立中区画 埋立完了区画 キャッピング区画

A1　（m2） A2　（m2） A3　（m2） 最大年 最大月間降水年

埋立① 3,153.0 8,033.0 3,031.0 1,143 1,687

埋立② 2,387.0 10,681.0 3,031.0 1,408 1,990

埋立③ 7,389.0 8,019.0 3,031.0 2,492 3,743

埋立④ 5,395.0 10,751.0 3,031.0 2,380 3,463

埋立⑤ 9,371.0 8,495.0 3,031.0 3,693 5,565

埋立⑥ 8,260.0 10,320.0 3,031.0 3,674 5,555

埋立⑦ 13,365.0 5,025.0 3,031.0 5,950 7,095

埋立⑧ 6,943.0 11,946.0 3,031.0 3,329 5,284

埋立終了 0.0 21,418.0 0.0 2,587 3,916

備考）埋立終了時にキャッピング除去

最大調整容量（m3）

期別
処理能力：70m3/日

最大調整容量（m3） 最大調整容量（m3）

期別
処理能力：35m3/日 処理能力：70m3/日
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④ 浸出水調整槽の分割 

浸出水調整槽は、下記の観点から容量に応じて水槽を分割するものとするものとし、

その容量及び容量設定の考え方は以下のとおりとする。 

 ・埋立期別や降水量に応じて変動する 

 ・浸出水の水質変動緩和、腐敗防止等のため予備ばっ気が必要 

 ・槽内メンテナンスが必須（槽内仕上げ（塗装）の更新等） 

 

表1-1-20 浸出水調整槽の分割容量と設定根拠 

 容量 設定根拠 

第 1 槽目 3,000m3 第Ⅰ期時の常用、埋立終了後の常用 

・第Ⅰ期時（最大 2,989m3）の貯留量を確保 

第 2 槽目 約 2,050m3 

（計 5,050m3） 

第Ⅰ期時の非常用、第Ⅱ期時の常用、埋立終了後の常用 

・埋立終了時（3,916m3）に対して第 2 槽までで対応可能 

・第Ⅱ期埋立⑥（5,555m3）の段階まで 90％程度対応可能 

・第Ⅰ期及び第Ⅱ期前半までゲリラ豪雨対策として運用可能 

第 3 槽目 約 2,050m3 

（計 7,100m3） 

第Ⅰ期及び第Ⅱ期の非常用、埋立終了後の非常用 

・全体で第Ⅱ期埋立⑦の段階で対応可能 
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年間放流量 

(1) 抽出年 

年間放流量の算定では、施設規模算定のために抽出した平成元年（最大年）、平成 9 年

（最大月間年）の他、当該地域の年間降水量近似年の昭和 63 年（平均年１）及び平成 10

年（平均年２）を抽出した。 

 

表1-1-21 月別降水量（過去 37 年） 

 

（単位：mm）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

昭和53年 (1978年) 150.0 135.0 104.0 55.0 76.0 180.0 57.0 35.5 211.5 161.5 142.0 186.0 1,493.5

54年 (1979年) 114.0 184.0 102.0 86.0 121.0 181.5 135.0 98.5 350.0 237.0 134.0 75.0 1,818.0

55年 (1980年) 182.0 36.0 154.0 110.0 240.0 89.0 357.0 339.0 28.5 233.5 155.0 175.0 2,099.0

56年 (1981年) 97.5 121.0 55.5 152.0 121.0 403.5 277.5 131.0 135.5 122.5 203.0 91.0 1,911.0

57年 (1982年) 193.0 74.0 126.5 117.0 69.5 56.0 107.5 191.5 263.5 40.5 95.0 76.5 1,410.5

58年 (1983年) 123.0 137.5 187.0 136.5 119.5 136.5 333.0 265.0 341.5 89.0 177.0 200.5 2,246.0

59年 (1984年) 145.5 124.0 82.5 118.5 82.5 266.0 95.5 29.5 129.0 102.0 142.5 147.0 1,464.5

60年 (1985年) 141.5 130.5 167.5 193.5 129.5 307.0 264.0 7.5 267.0 105.0 82.0 87.5 1,882.5

61年 (1986年) 83.0 117.5 122.0 86.5 153.0 181.0 293.0 46.0 55.0 141.0 47.5 146.0 1,471.5

62年 (1987年) 137.0 93.0 164.5 50.0 81.0 203.0 228.0 143.5 118.0 295.5 123.0 96.5 1,733.0

63年 (1988年) 69.0 138.0 140.0 86.0 125.5 247.0 267.5 172.5 267.5 122.5 103.0 64.5 1,803.0

平成元年 (1989年) 180.0 271.0 148.5 56.5 138.0 123.5 204.5 264.5 457.0 192.5 151.5 104.5 2,292.0

2年 (1990年) 211.0 112.5 111.5 175.0 134.5 106.5 158.5 74.0 369.5 225.5 214.5 75.5 1,968.5

3年 (1991年) 130.0 152.0 197.5 146.0 80.5 332.5 374.5 100.5 117.0 85.5 111.0 167.5 1,994.5

4年 (1992年) 144.0 147.0 158.5 152.0 81.0 78.0 81.0 167.0 114.0 161.5 110.0 111.5 1,505.5

5年 (1993年) 161.0 163.0 90.5 47.0 145.0 299.0 388.5 306.0 220.5 59.5 112.5 133.5 2,126.0

6年 (1994年) 175.0 156.0 102.5 76.0 96.0 138.5 7.0 61.5 457.0 147.0 56.5 116.0 1,589.0

7年 (1995年) 207.0 176.0 118.0 85.0 210.0 58.0 420.5 143.5 84.0 44.5 80.5 197.0 1,824.0

8年 (1996年) 114.0 98.0 142.0 44.0 81.0 269.5 87.0 67.0 155.0 79.0 102.0 89.0 1,327.5

9年 (1997年) 111.5 86.5 73.0 132.5 184.5 190.0 530.0 148.5 421.0 61.0 137.0 105.0 2,180.5

10年 (1998年) 189.5 117.5 56.5 156.0 160.0 132.5 237.5 105.5 218.0 266.0 90.0 42.5 1,771.5

11年 (1999年) 93.0 136.0 162.5 109.5 114.0 342.5 157.5 100.0 155.5 82.5 138.5 151.0 1,742.5

12年 (2000年) 192.5 113.5 122.0 100.0 82.5 129.5 71.0 23.0 378.0 154.5 238.5 61.0 1,666.0

13年 (2001年) 140.5 111.5 148.5 39.5 185.0 243.5 166.5 136.5 241.0 187.5 189.0 171.5 1,960.5

14年 (2002年) 231.0 79.0 160.0 80.0 163.0 65.0 212.0 53.5 104.0 90.5 153.5 151.5 1,543.0

15年 (2003年) 180.5 81.5 157.0 182.0 159.5 100.5 363.5 268.5 189.5 37.0 178.5 176.5 2,074.5

16年 (2004年) 144.5 75.0 110.5 68.5 272.0 106.5 74.5 125.5 342.5 363.0 48.5 206.5 1,937.5

17年 (2005年) 90.5 138.5 129.5 30.5 54.5 20.0 354.0 78.5 115.0 122.0 163.0 200.0 1,496.0

18年 (2006年) 106.0 137.5 164.5 97.5 160.5 127.5 510.0 13.0 123.0 118.0 140.5 115.0 1,813.0

19年 (2007年) 90.0 112.0 88.0 41.5 68.5 154.0 324.5 173.0 61.0 95.5 30.0 93.0 1,331.0

20年 (2008年) 138.0 165.0 124.0 132.5 108.5 267.5 82.5 245.0 155.0 52.5 103.5 125.0 1,699.0

21年 (2009年) 225.0 103.5 99.5 115.5 36.5 212.0 316.5 59.0 76.0 97.5 234.0 91.5 1,666.5

22年 (2010年) 114.5 120.5 190.0 141.0 89.5 138.5 214.0 57.0 145.0 154.5 103.0 261.5 1,729.0

23年 (2011年) 221.5 122.5 117.0 107.5 378.5 129.5 175.5 88.0 431.0 84.5 60.0 251.5 2,167.0

24年 (2012年) 168.5 108.0 172.0 85.0 97.0 130.5 150.5 131.5 123.5 107.5 124.5 166.0 1,564.5

25年 (2013年) 106.5 74.0 70.5 119.5 38.5 172.0 284.0 261.0 263.0 278.0 153.0 151.5 1,971.5

26年 (2014年) 181.0 91.0 157.5 69.5 74.0 75.5 109.5 377.5 54.0 221.5 140.0 117.0 1,668.0

148.2 122.7 129.1 102.2 127.3 172.8 228.9 137.5 209.1 141.0 128.9 134.5 1,782.2

231.0 271.0 197.5 193.5 378.5 403.5 530.0 377.5 457.0 363.0 238.5 261.5 2,292.0

69.0 36.0 55.5 30.5 36.5 20.0 7.0 7.5 28.5 37.0 30.0 42.5 1,327.5

平 均

最 大

最 小
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(2) 年間放流量 

算定条件は、施設規模算定と同様の合理式及び当該地域の日降水量等に基づく水収支計

算とした。この水収支計算において、1 月 1 日から 12 月 31 日までの浸出水処理量、12 月

31 日に浸出水調整槽に残存する浸出水量を整理して下表に示す。 

◆第Ⅰ期 最大年間放流量は約 11,200m3、平均的な年間放流量は約 9,000m3 

     備考）施設能力面からの最大年間放流量 12,775m3（35m3/日×365 日） 

◆第Ⅱ期 最大年間放流量は約 23,650m3、平均的な年間放流量は約 20,000m3 

     備考）施設能力面からの最大年間放流量 25,550m3（70m3/日×365 日） 

 

 

 

 

25,550 m3/年

処理量 調整残量 処理量 調整残量 処理量 調整残量 処理量 調整残量

埋立① m3/年 13,128 40 12,156 83 10,047 0 9,910 0

埋立② m3/年 14,403 51 13,328 105 11,026 0 10,875 0

埋立③ m3/年 19,689 96 18,177 196 15,085 0 14,856 26

埋立④ m3/年 19,136 91 17,674 187 14,662 0 14,440 23

埋立⑤ m3/年 21,993 1,339 19,263 2,402 17,789 0 17,505 43

埋立⑥ m3/年 21,977 1,330 19,254 2,389 17,769 0 17,484 43

埋立⑦ m3/年 23,643 2,682 20,058 4,381 20,067 0 19,738 58

埋立⑧ m3/年 21,678 1,093 19,111 2,038 17,362 0 17,084 41

埋立終了 m3/年 20,001 99 18,380 281 15,310 0 15,073 28

年最大 m3/年 23,643 - 20,058 - 20,067 - 19,738 -

年平均 m3/年 19,517 - 17,489 - 15,457 - 15,218 -

日平均 m3/日 53 - 48 - 42 - 42 -

第Ⅱ期 ≪処理能力：70m3/日≫ 最大処理可能量：

平均年１（S.63） 平均年２（H.10）
期別 単位

最大年（H.1） 最大月間年（H.9）

12,775 m3/年

処理量 調整残量 処理量 調整残量 処理量 調整残量 処理量 調整残量

埋立① m3/年 5,948 15 5,499 32 4,542 0 4,481 0

埋立② m3/年 10,526 286 9,401 629 8,234 0 8,106 18

埋立③ m3/年 10,114 51 9,226 206 7,741 0 7,623 15

埋立④ m3/年 10,794 511 9,527 963 8,610 0 8,474 20

埋立⑤ m3/年 10,647 398 9,455 796 8,412 0 8,279 19

埋立⑥ m3/年 11,212 855 9,726 1,473 9,191 0 9,042 24

年最大 m3/年 11,212 - 9,726 - 9,191 - 9,042 -

年平均 m3/年 9,873 - 8,806 - 7,788 - 7,668 -

日平均 m3/日 27 - 24 - 21 - 21 -

期別 単位

第Ⅰ期 ≪処理能力：35m3/日≫ 最大処理可能量：

最大年（H.1） 最大月間年（H.9） 平均年１（S.63） 平均年２（H.10）
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⑭＿浸出水処理設備に係る 

水量・水質の根拠書類 

 

（２）浸出水処理設備に係る 

計画流入水質及び放流水質の設定根拠 

 

 

 

 

備考（変更の概要、変更の理由など） 

 

・変更点なし（一部、軽微な語句修正） 

 

 

 

  



 



  

計画流入水質及び放流水質の設定根拠 

１． 計画流入水質 

（１）埋立廃棄物質による浸出水水質への影響 

当事業の埋立対象廃棄物は、燃え殻・ばいじん・石膏ボード（「ガラスくず、コンクリー

トくずおよび陶磁器くず」に分類）等、13 種類の産業廃棄物であり、広域的に流動し、産

業活動の変化によっても性状が異なる廃棄物である。このため、これらの埋立廃棄物質に

よる浸出水水質は、一般廃棄物の埋立地から生じる浸出水とは基質（性状）が異なると考

えた方が望ましい。 

計画埋立対象廃棄物量（埋立対象廃棄物の搬入計画割合）は、平成 25 年度に実施した搬

入希望量に関するアンケート結果に基づき、下表に示すとおりである。 

すなわち、「産業廃棄物焼却施設からの燃え殻」や「ばいじん」が全体の約 66％を占め、

他には「鉱さい」、「廃石膏ボード」、「無機性汚泥」、その他建設系混合廃棄物等を埋立処分

する計画である。 

表1 計画埋立処分量及び廃棄物別の埋立割合 

3,130.0 52.2%

840.0 14.0%

３）汚泥 有機性 30.0 0.5%

無機性 280.0 4.7%

450.0 7.5%

５）紙くず

６）木くず

７）繊維くず

0.0 0.0%

12）ガラスくず等 ※廃石膏ボードに限る 320.0 5.3%

13）がれき類 石綿含有廃棄物

建設混合廃棄物（安定型）

その他

6,000.0 100.0%

安
定
型
廃
棄
物

0.0 0.0%

600.0 10.0%

計

９）廃プラスチック類

10）ゴムくず

11）金属くず

12）ガラスくず等

受入産業廃棄物種類
計画埋立処分量

（ｔ／年）

管
理
型
廃
棄
物

建設系混合廃棄
物（管理型）及び
バルバー粕を含む

350.0 5.8%

４）鉱さい

２）ばいじん

１）燃え殻

８）13号廃棄物

52.2%

14.0%0.5%

4.7%

7.5%

5.8%

5.3%
10.0%

燃え殻
ばいじん
汚泥（有機性）
汚泥（無機性）
鉱さい
紙くず・木くず・繊維くず
ガラスくず等
がれき類

 

上表に示す埋立廃棄物質による浸出水水質への影響を考察すると、「燃え殻」及び「ばい

じん」等が多くを占める場合は、無機塩類の他、ホウ素等が含まれ易いようであり、「汚泥」

や雑多の産業廃棄物が多量になる場合は 1,4－ジオキサン等の溶出にも配慮することが望

ましいと考えられる。 

 

⑭ ー (2) ー 1



  

（２）計画流入水質の設定方法 

浸出水の計画流入（原水）水質は、「設計要領」によれば、一般に「基本的には埋立廃棄

物が類似している他の最終処分場の水質を調査し、その最終処分場と計画対象の埋立構造、

埋立作業、集水面積などの違いを考慮した上で決定する。」とされている。 

 

【設計要領 p363】 

流入水質は、埋立廃棄物や埋立方法によって異なり、計画流入水質を一義的に設定す

ることは難しく、基本的には埋立廃棄物が類似している他の最終処分場の水質を調査

し、その最終処分場と計画対象の埋立構造、埋立作業、集水面積などの違いを考慮した

上で決定する。 

 

一方、旧ガイドラインである「廃棄物最終処分場指針解説」（厚生省水道環境部監修 （社）

全国都市清掃会議）、p.140 には、水処理設備の設計面からみた水質項目として、下表が示

されている。 

 

表2 水処理設備の設計面から水質項目 

 施設設計面からみた評価 項目 

A 
処理方式、施設の規模を定めるために排水基準の設定状況等に

応じ計画原水水質を定める必要のある項目 

BOD、COD、SS、T-N 、

Ca2+、CI-など 

B 処理の必要さえ決めれば、一律的に施設設計できる項目 pH、大腸菌群数など 

C 
他の項目の処理過程で除去されるので、通常の場合、特に計画

原水水質を定める必要のない項目 

Fe2+、Mn2+、その他重金

属、色度など 

                       備考）指針解説の表を一部修正 

 

そこで、本計画において計画流入水質（濃度）を定める水質項目は、前述の考察、上表、

あるいは既設一般廃棄物最終処分場の計画流入水質項目を踏まえ、pH、BOD、COD、SS、

T-N、Ca2+、Cl-とし、その設定値は計画埋立廃棄物の廃棄物別の埋立割合から想定される

事象や他県の公共関与事業事例（計画値／実績挙動）により設定するものとする。 
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（３）計画流入水質の設定 

１）他県の公共関与事業事例（その１：計画値） 

他県の公共関与事業における計画流入水質設定例を下表に示す。 

 

表3 他県の公共関与事業における計画流入水質の設定例 

pH BOD COD SS T-N Ca
2+

Cl
- 備考

(mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L)

1期施設 5～9 100 340 100 100 - 10,000

2期施設 5～9 100 100 100 100 1,500 -

1期施設 5～9 470 410 300 200 600 -

2期増設 5～9 200 200 300 250 2,000 10,000

3期施設 5～9 200 200 300 300 1,000 -

(一財)茨城県環境保全事業団 4～9 160 130 300 70 200 -

(公財)山梨県環境整備事業団 200 100 300 100 （一部数値不明）

(一財)三重県環境保全事業団 200 200 100 100 （一部数値不明）

1･2期施設 5～10 250 150 300 50 - -

3期施設 7～10 200 300 350 200 - -

(公財)エコサイクル高知 250 100 300 100 （一部数値不明）

(一財)佐賀県環境クリーン財団 5～9 250 100 300 100 1,000 3,000

(公財)宮崎県環境整備公社 5～9 140 120 200 50 - 3,000

(公財)滋賀県環境事業公社 5～9 300 200 200 200 - -

(公財)鹿児島県環境整備公社 4～9 480 200 300 200 2,500 15,000

(公財)熊本県環境整備事業団 4～9 250 250 300 100 1,000 5,000

最大 480 410 350 300 2,500 15,000

最小 100 100 100 50 200 3,000

平均 234 194 253 139 1,225 7,667

(一財)クリーンいわて
事業団

(公財)新潟県環境保
全事業団

(公財)島根県環境管
理センター
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２）他県の公共関与事業事例（その２：実績値） 

① クリーンパークいずも（公益財団法人島根県環境管理センター）：施設Ａ 

(ア) 埋立廃棄物質 

平成 14 年度から 23 年度における埋立廃棄物別の埋立実績とその割合は下表のと

おりである。同表によれば、「鉱さい」と「汚泥」で全体の 50％程度を占め、「廃石

膏」が約 6％、「燃え殻」と「ばいじん」は合せて 5％程度となっている。 

「燃え殻」や「ばいじん」が少なく、代わりに「鉱さい」や「汚泥」が多いため、

本計画での水質設定に際して、特に Cl－の挙動は参考とはならないが、他の水質項

目の挙動は産業廃棄物の排出特性（変動し易い）を考えれば十分参考になると考え

られる。 

鉱さい 228,824 38.7%

汚泥 65,766 11.1%

がれき類 60,565 10.2%

廃プラスチック類 58,433 9.9%

木くず 42,239 7.1%

ガラス等 42,061 7.1%

廃石膏 37,077 6.3%

燃え殻 18,928 3.2%

建設混合 14,345 2.4%

ばいじん 10,830 1.8%

紙くず 5,596 0.9%

シュレッダー 3,309 0.6%

金属くず 2,791 0.5%

政令13号 368 0.1%

繊維くず 136 0.0%

合計 591,268 －

H14～23実績値（t）

鉱さい 汚泥 がれき類

廃プラスチック類 木くず ガラス等

廃石膏 燃え殻 建設混合

ばいじん 紙くず シュレッダー

金属くず 政令13号 繊維くず

 

 

(イ) 水質実績値の挙動 

【ｐＨ】埋立初期は 7～9 と変動しているが、次第に 8 前後を呈し、近年は徐々

に低下傾向を示している。 
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【ＢＯＤ】埋立初期に高く（平成 15 年頃がピーク）、埋立供用開始後３年（平成

17 年度）を経た以降は、概ね 100 mg/L 以下を呈し、近年は 50mg/L を下回ってい

る。 

 

 

【ＣＯＤ】平成 21 年度頃まで緩慢な濃度上昇傾向を呈したが、その後低下傾向

を示している。 

 

 

【ＳＳ】瞬時値が高い値を示すものの、概して 100mg/L 以下で推移している。 
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【Ｔ－Ｎ】埋立後期のピークに向かって、緩やかに上昇傾向を呈し、近年は 100

～150mg/L の範囲で横ばい傾向を示している。 
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【Ｃｌ－】埋立ての進行に伴って緩やかな濃度上昇傾向を呈しているが、燃え殻

等の無機塩類が５％程度と少ないため、近年でも 3,500mg/L 程度となっている。 
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② エコパークいずもざき（公益財団法人新潟県環境保全事業団）：施設Ｂ 

(ア) 埋立廃棄物質 

平成 11 年度から 23 年度における埋立廃棄物別の埋立実績とその割合は下表のと

おりである。同表によれば、「ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず」、「汚

泥」、「がれき類」、「廃プラスチック類」で全体の約 63％を占め、一般廃棄物も埋め

立てられている。 

一般廃棄物が埋め立てられている（年度ごとに埋立量は減少している）こと、下

水道汚泥も埋め立てられていること等から、本計画における水質設定に際して、T-N

や Ca2+、Cl-の挙動は参考とはならないものの、他の水質項目の挙動は産業廃棄物の

排出特性（変動し易い）を考えれば参考になると考えられる。 

ガラス・コンクリート・陶磁器くず 224,494 18.7%

汚泥 220,522 18.4%

がれき類 158,721 13.2%

廃プラスチック類 148,049 12.3%

燃え殻 75,356 6.3%

鉱さい 73,424 6.1%

ばいじん 71,614 6.0%

一廃）粗大不燃ごみ処理残さ 54,079 4.5%

一廃）焼却残さ 53,791 4.5%

中間処理残さ 45,670 3.8%

一廃）災害廃棄物 45,438 3.8%

木くず 23,048 1.9%

一廃）河川ごみ 1,902 0.2%

繊維くず 1,501 0.1%

動植物性残渣 1,214 0.1%

一廃）し尿汚泥 1,147 0.1%

金属くず 966 0.1%

一廃）ばいじん処理物 403 0.0%

紙くず 35 0.0%

一廃）可燃ごみ 12 0.0%

ゴムくず 3 0.0%

計 1,201,389 100.0%

H11～23実績値（t）

ガラス・コンクリート・陶磁器くず 汚泥

がれき類 廃プラスチック類

燃え殻 鉱さい

ばいじん 一廃）粗大不燃ごみ処理残さ

一廃）焼却残さ 中間処理残さ

一廃）災害廃棄物 木くず

一廃）河川ごみ 繊維くず

動植物性残渣 一廃）し尿汚泥

金属くず 一廃）ばいじん処理物

紙くず 一廃）可燃ごみ

ゴムくず

 

 

(イ) 水質実績値の挙動 

【ｐＨ】概ね 5～9 の範囲内で変動している。 
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【ＢＯＤ】瞬時値は 150mg/L 程度を示しているが、概ね 100mg/L 以下で推移し

ている。 
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【ＣＯＤ】平成 16 年度後半にピークを示し、その後低下傾向を示している。ピ

ーク値は 150mg/L 程度以下であり、近年は 100mg/L 以下で推移している。 
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【ＳＳ】高濃度の瞬時値を示すものの、概ね 200mg/L 以下で推移している。 
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【Ｔ－Ｎ】最大値は 320mg/L 程度であり、近年は概ね 150mg/L 以下で推移して

いる。 
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【Ｃａ２＋】最大値は 1,400mg/L 程度であったが、その後低下傾向を呈している。 
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【Ｃｌ－】最大値は 8,300mg/L 程度であったが、その後低下傾向を呈している。 
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３）計画流入水質の設定 

本計画における計画流入水質の設定根拠、設置値は下表のとおりとする。 

 

表4 計画流入水質の設定根拠 

水質項目 設定根拠 

pH 
計画埋立廃棄物の搬入割合、他県の公共関与事業事例（１）【計画値】

及び施設Ｂの挙動を踏まえ、5～9 と設定する。 

BOD 
計画埋立廃棄物の搬入割合、施設Ａ及び施設Ｂの挙動を踏まえ、150 

mg/L と設定する。 ※瞬時値については調整槽で対応（調整）する。 

COD 
計画埋立廃棄物の搬入割合、施設Ａ及び施設Ｂの挙動を踏まえ、150 

mg/L と設定する。 ※瞬時値については調整槽で対応（調整）する。 

SS 
計画埋立廃棄物の搬入割合、施設Ａ及び施設Ｂの挙動を踏まえ、200 

mg/L と設定する。 

T-N 
計画埋立廃棄物の搬入割合、施設Ａの挙動を踏まえ、150 mg/L と設定

する。 

Ca2+ 

計画埋立廃棄物の搬入割合で、燃え殻が埋立廃棄物の大部分を占めた場

合を想定し、他県の公共関与事業事例（１）【計画値】を参考として、

2,000 mg/L と設定する。 

Cl- 

計画埋立廃棄物の搬入割合で、燃え殻が埋立廃棄物の大部分を占めた場

合を想定し、他県の公共関与事業事例（１）【計画値】を参考として、

10,000 mg/L と設定する。 

 

表5 計画流入水質 

水質項目 単位 計画流入水質 

pH － 5～9 

BOD mg/L 150 

COD mg/L 150 

SS mg/L 200 

T-N mg/L 150 

Ca2+ mg/L 2,000 

Cl- mg/L 10,000 
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２． 計画放流水質 

浸出水処理施設で処理した処理水を公共用水域（河川）に放流する場合には、下図に示

す基準省令の排水基準値等を満たすとともに、放流に関する条例（固有の条件）等に適合

させる必要がある。 

また、最終処分場を廃止する際は、同図に示している「維持管理計画に放流水質の水質

について達成することとした数値」が、廃止時の水質基準にもなっている。 

 

当該最終処分場以外で処理を行うとき

　［ただし、基準省令に規定する浸出水処理施設と同等以上の性能を有する必要がある］

当該最終処分場で処理を行うとき

　下水道放流の時　下水道法（下水道条例による排水基準） 放流水の水質

　基準省令・別表第１に掲げる排水基準

　維持管理計画に放流水質の水質について達成することとした数値

　ダイオキシン類特別措置法施行規則別表第２に定める許容限度（10pg-TEQ/L）

　廃棄物最終処分場性能指針

　地域の固有条例

排水基準値等

放流水の水質

 

図1-1-1 放流水質決定のフローチャート 

 

本計画では、関係法令の水質基準を遵守するとともに、既設一般廃棄物最終処分場の放

流水質、地元協定値等を踏まえて、次表のように設定する。 
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表6 計画放流水質 

 項目 自主基準値［㎎/L］ (参考)法令基準値［㎎/L］ 

1 アルキル水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと 

2 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 以下 0.005 以下 

3 カドミウム及びその化合物 0.03 以下 0.03 以下 

4 鉛及びその化合物 0.1 以下 0.1 以下 

5 有機リン化合物 1 以下 1 以下 

6 六価クロム化合物 0.5 以下 0.5 以下 

7 砒素及びその化合物 0.1 以下 0.1 以下 

8 シアン化合物 1 以下 1 以下 

9 ポリ塩化ビフェニル 0.003 以下 0.003 以下 

10 トリクロロエチレン 0.1 以下 0.1 以下 

11 テトラクロロエチレン 0.1 以下 0.1 以下 

12 ジクロロメタン 0.2 以下 0.2 以下 

13 四塩化炭素 0.02 以下 0.02 以下 

14 １､２-ジクロロエタン 0.04 以下 0.04 以下 

15 １､１-ジクロロエチレン 1 以下 1 以下 

16 シス-１､２-ジクロロエチレン 0.4 以下 0.4 以下 

17 １､１､１-トリクロロエタン 3 以下 3 以下 

18 １､１､２-トリクロロエタン 0.06 以下 0.06 以下 

19 １､３-ジクロロプロペン 0.02 以下 0.02 以下 

20 チウラム 0.06 以下 0.06 以下 

21 シマジン 0.03 以下 0.03 以下 

22 チオベンカルブ 0.2 以下 0.2 以下 

23 ベンゼン 0.1 以下 0.1 以下 

24 セレン及びその化合物 0.1 以下 0.1 以下 

25 １､４-ジオキサン 0.5 以下 0.5 以下 

26 ほう素及びその化合物 10 以下 50 以下 

27 ふっ素及びその化合物 8 以下 15 以下 

28 
アンモニア、アンモニウム化合物 

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 
100 以下 200 以下 

29 水素イオン濃度 5.8 以上 8.6 以下 5.8 以上 8.6 以下 

30 生物化学的酸素要求量 10 以下 60 以下 

31 化学的酸素要求量 10 以下 90 以下 

32 浮遊物質量 10 以下 60 以下 

33 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

（鉱油類含有量） 
5 以下 5 以下 

34 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

（動植物油脂類含有量） 
30 以下 30 以下 

35 フェノール類含有量 5 以下 5 以下 

36 銅含有量 3 以下 3 以下 

37 亜鉛含有量 2 以下 2 以下 

38 溶解性鉄含有量 10 以下 10 以下 

39 溶解性マンガン含有量 10 以下 10 以下 

40 クロム含有量 2 以下 2 以下 

41 大腸菌群数 3000[個/cm3]以下 3000[個/cm3]以下 

42 窒素含有量 10 以下 120(日平均 60)以下 

43 りん含有量 8 以下 16(日平均 8)以下 

44 ダイオキシン類 10[pg-TEQ /L]以下 10[pg-TEQ/L]以下 

 

⑭ ー (2) ー 12


	13_(1)_埋立容量計算書
	13_(2)_浸出水集排水施設計算書
	13_(3)_雨水集排水施設計算書
	13_(4)_地下水集排水施設計算書
	13_(5)_防災調整池計算書
	13_(6)_埋立ガス処理施設検討書
	13_(7)_浸出水処理設備設計計算書
	14_(1)_浸出水処理計画書
	14_(2)_浸出水処理設備に係る計画流入水質

	Doc4: 



